
INTEGRATED REPORT 2023
統合報告書

ূ݊ίーυɿ�042

INTEGRATED REPORT 2023
統合報告書

ূ݊ίーυɿ�042

阪
急

阪
神

ホ
ー

ル
デ

ィ
ン

グ
ス

株
式

会
社

　
統

合
報

告
書

 2023



ݪ٬༷͓
͓ͯ͢٬༷ͷͨΊʹɻ
͜Ε͕ͪͨࢲͷݪͰ͢ɻ

࣮
࣮Ͱ͋Γଓ͚Δ͜ͱ͔Βɺ
ͷ৴པ͕ੜ·Ε·͢ɻͪͨࢲ

ઌੑݟɾੑ
ΛઌऔΓ͢Δਫ਼神ͱॊೈͳൃ͕ɺ࣌
৽ͨͳՁΛΓ·͢ɻ

ਓͷଚॏ
ΘΔ一ਓͻͱΓ͕ɺͣͨ͞ʹۀࣄ
͔͚͕͑ͷͳ͍࢈ࡒͰ͢ɻ

私たちは何を大切に考えるのか

価 値 観
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私たちは何のために集い、何をめざすのか

使 命

「価値観」を守り、「使命」を果たしていくために、
私たちはどのように行動するのか

行 動 規 範
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グループ経営理念
(Soup NanaHFNFnt 1hiMosophy

グループ経営理念

サステナビリティ宣言

長期ビジョン・中期経営計画

社会ʹ͓͚Δ社グルーϓͷଘࡏҙٛ

詳細はP45をご覧ください。

社グルーϓ͕࣋ଓతΛ目͍ͯ͘͠ࢦʹ͋ͨΓɺ
ϕースʢج൫ɾલఏʣͱͳΔͷ

詳細はP25~３0をご覧ください。

社グルーϓͷ࣋ଓతͳۀاՁͷ͚ͨʹ্Ϗδϣンɾ
ઓུٴͼͦΕΛ࣮͢ݱΔͨΊͷ۩ମతͳ࣮ܭߦը

持続可能な社会の実現へ

グループ経営理念

サステナビリティ宣言

長期ビジョン
中期経営計画

地域社会 従業員

持続的な企業価値の向上

お取引先
未来世代 お客様 株主様

債権者
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目 ͍ͭ͋࣍͞͝

編集方針

本統合報告書は、阪急阪神ホールディングスの2022年度を振り返ると
ともに、経営方針やESGへの取組についてご説明しています。株主や
投資家の皆様をはじめとした幅広い読者の皆様に、当社についてのご
理解を深めていただく一助となれば幸いです。

ຊ統合報告書Ͱ༻͢Δʮ阪急ɾ阪神Ԋઢʯͷఆ ɿٛ
阪急ిమɺ阪神ిؾమಓͷӺͷ͋Δ࣍ͷҬʢୈ2छమಓۀࣄΛؚΉʣ
大阪ɿ大阪市ʢ24区ͷ͏ͪɺౡ区ɺࠑՖ区ɺ区ɺ࿘区ɺཎ区ɺ
           ౦ཎ区ɺཎ区ɺ北区ɺதԝ区ʣɺ๛த市ɺ田市ɺਧ田市ɺ
௬市ɺҵ市ɺຳ໘市ɺઁߴ            市ɺౡຊொ
ฌݝݿɿ神ށ市ʢ�区ͷ͏ͪɺ౦ಿ区ɺಿ 区ɺฌݿ区ɺ田区ɺதԝ区ʣɺ
           ೌ࡚市ɺٶ市ɺѶ市ɺҏ୮市ɺๅ௩市ɺ市
区ʣɺژ区ɺژ区ɺӈژ区ɺԼژ市ʢ11 区ͷ͏ͪɺதژɿژ
ொ࡚ࢁ市ɺ大ژ市ɺԬ           

報告期間

見通しに関する注意事項

参照ガイドライン

2022年4月～2023年3月（2022年度）を原則としていますが、一部当該期間
の前後の活動に関する記述も含まれます。

本統合報告書における当社の計画や、戦略、業績に関する予想及び見通しに関
する記述は、当社が現在入手可能な情報から得られた判断及び2023年8月ま
でに対外発表した予想数値に基づいています。実際の業績等はリスクや不確定
な事柄により、当社の見込みとは異なる可能性があります。

国際統合報告評議会（IIRC）、現IFRS財団の「国際統合報告フレームワーク」及び
経済産業省「価値協創ガイダンス」を参考にしています。また、ESG情報につい
ては、GRI（Global Reporting Initiative）の「GRIスタンダード」を参考にしてい
ます。

各刊行物の位置付け

ߦץ ༰

統合報告書（本冊子） 詳細は目次のとおりです。

グループガイド 当社グループの概要を端的にご理解いただくため、グループの概要や事業内容、グループ会社一覧等を
掲載しています。

有価証券報告書 金融商品取引法第24条1項に基づき作成し、関東財務局長への提出を義務付けられている報告書です。
財務状況に関する詳細な情報を記載しています。

コーポレート・
ガバナンス報告書

「コーポレートガバナンス・コード」に従い、東京証券取引所への提出を義務付けられている報告書です。
当社のコーポレート・ガバナンス（企業統治）に対する考え方や体制等を記載しています。

サステナビリティ
データブック 当社グループのESGへの取組を詳細にまとめています。ESG戦略の具体的な内容を記載しています。

安全報告書 鉄道事業法第19条の4に則り、輸送の安全確保のための取組等を広くご理解いただくために公表している報告書です。
鉄道各社（阪急電鉄、阪神電気鉄道、北大阪急行電鉄、能勢電鉄）の安全に関する情報を体系的に記載しています。

サステナビリティデータブック

ESGに関する考え方・目標・取組・
データ等については、「サステナビリ
ティデータブック」でより詳しく紹介
しています。

社会
人権の尊重／安全・安心への取組／
地域社会への貢献／雇用・労働への
取組／労働安全衛生（健康と安全）

環境
環境マネジメント／気候変動／汚染
と資源／生物多様性／水資源

ガバナンス
コーポレート・ガバナンス／コンプラ
イアンス・腐敗防止の徹底／リスクマ
ネジメント／税の透明性

統合報告書Λ͓ಧ͚͢Δʹ͋ͨͬͯ
阪急阪神ホールディングスグループは、「安心・
快適、そして夢・感動をお届けすることで、お客
様の喜びを実現し、社会に貢献します」というグ
ループ経営理念のもと、「サステナビリティ宣言」
に沿ったサステナブル経営を土台にしながら、
２０２２年に策定した「長期ビジョン－２０４０年に向
けて－」を実現すべく、様々な戦略を推進してい
ます。
統合報告書では、ステークホルダーの皆様に
対して、中長期的な企業価値の向上に向けた方
針・戦略などについて分かりやすくお伝えするた
め、財務・非財務の情報を統合させながら、また
深く掘り下げてご説明しています。
２０１９年度に初めて統合報告書を発行して以来、
５回目となる本報告書では、ＣＯ２排出量に関し、
サプライチェーンを含めた削減の取組の重要性
に鑑み、新たに「スコープ３」の開示（P91参照）を
行ったほか、当社のサステナブル経営の現状や
課題をテーマとした社外取締役との座談会（P85
参照）を実施するなど、市場の関心が高い事項を
取り入れながら、内容をさらに充実させました。
皆様におかれましては、本報告書をご一読い

ただき、当社グループへのご理解を深めるため
の一助となれば幸いです。
今後とも、当社グループへのご支援を賜りま

すよう、何とぞよろしくお願い申し上げます。
２０２３年１０月

දऔక会 
グルーϓ$E0
֯ 

00

01

02

03

04

プロフィール

価値創造ストーリー

価値創造の実践

価値創造の基盤

財務・会社情報

1 グルーϓܦӦܭըମܥ
2 グルーϓܦӦཧ೦
3 ͍͋ͭ͝͞　統合報告書Λ͓ಧ͚͢Δʹ͋ͨͬͯ
5 Ձͷي
7 ཁ֓ۀࣄ
� ల։ΤϦΞۀࣄ
13 ϋΠϥΠτࡒɾඇࡒ

17 Ձϓϩηス
1� 社ϝοηーδ

25 ظϏδϣンɻ 2040ʹ͚ͯʵ
27 தܦظӦܭըʢ2022ʙ2025ʣͷ֓ཁ
31

  ظϏδϣンͷ࣮͚ͨʹݱ
  υϥΠόーʢക田ɾԊઢʣ

35
  ظϏδϣンͷ࣮͚ͨʹݱ
  υϥΠόーʢւ֎ෆಈ࢈ʣ

37
  మಓۀࣄʹ͓͚Δ
  ҆શɾ̓ ৺ͷٻ

40
  ΧーϘンχϡーτϥルͷ
͚ͯʹݱ࣮  

45 αスςφϒルܦӦͷਪਐ
47 ਓతࢿຊ  ʙ一ਓͻͱΓͷ׆༂ʙ
53 報։ࣔλスΫϑΥースʢT$F%ʣͷରԠࡒ࿈ؔީؾ
56 ઓུۀࣄ

  56 市ަ௨ۀࣄ　
  5� ෆಈۀࣄ࢈　
  64 ΤンλςΠンϝンτۀࣄ
  67 報ɾ௨৴ۀࣄ　
  6� 　　ۀࣄߦཱྀ
  71 　　ۀࣄ༌ૹࡍࠃ

75 　　ॏཁςーϚ6　Ψόφンスͷॆ࣮
�3 һ一ཡ
�5 社֎औకɾදऔక会 グルーϓ̘̚ ஊ会࠲̤

�� 　　ॏཁςーϚ4　一ਓͻͱΓͷ׆༂
�1 　　ॏཁςーϚ5　ڥอશͷਪਐ
�4 ΠχγΞνϒͷࢀՃɾ社֎͔ΒͷධՁ

�7 ࿈݁ࡒࢦඪ11ϱਪҠ
�� グルーϓओཁ会社一ཡ
100 会社֓ཁʗ株式報

ಛू ̍

ಛू 2

ಛू 3

ಛू 4

G

S
E

43 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023

ϓϩϑィール ϓϩϑィール ՁスτーϦー Ձͷ࣮ફ Ձͷج൫ ɾ会社報ࡒ

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/library/others/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/library/secreports/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/corporate/governance/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/report/
https://www.hankyu.co.jp/company/approach/anzen/index.html
https://rail.hanshin.co.jp/service/anzen/
https://www.kita-kyu.co.jp/company/safety.html
https://noseden.hankyu.co.jp/company/safety.html


1907
箕面有馬電気軌道（現 阪急電鉄）を創立

鉄道の営業を開始
（宝塚本線[梅田－宝塚]、
箕面線[石橋－箕面]）
土地建物分譲事業を開始
（「池田室町住宅地」売出開始）

1913
宝塚唱歌隊（後の宝塚歌劇団）を結成

1926
宝塚ホテルが開業

1910

1952
阪急不動産（現 阪急阪神不動産）を設立

1960
阪急国際交通社（現 阪急交通社）を設立

航空代理店業を開始
（パン・アメリカン航空会社と
日本で初めて代理店契約を締結）
わが国初のIATA航空貨物取扱代理店の
認可を取得

1948

1905
鉄道の営業を開始
（神戸[三宮]－大阪[出入橋]）

1899
摂津電気鉄道（現 阪神電気鉄道）を
創立

1909
土地建物賃貸事業を開始
（西宮停留場前に貸家30戸完成）

1924
甲子園球場を開設
（後に阪神甲子園球場と改称）

1935
大阪野球倶楽部（大阪タイガース、
後の阪神タイガース）を設立

1967
ホテル阪神（現 ホテル阪神大阪）の
営業を開始

1948
航空代理店業を開始

2008 阪急西宮ガーデンズ 本館が開業

阪急阪神ホールディングス誕生2006

2009 阪神なんば線（西九条－大阪難波）の営業を開始

2012 梅田阪急ビル（現 大阪梅田ツインタワーズ・ノース）が全体竣工

2022 大阪梅田ツインタワーズ・サウスが全体竣工

1950
IATA航空貨物取扱代理店の認可を
取得

阪急電鉄・阪神電気鉄道の営業開始は、1900年代初頭。住宅地開発などを
通じて沿線に人を呼び込み、鉄道利用者を増加させるというビジネスモデルの
もと、100年以上にわたって鉄道ネットワークを広げてきました。現在は、バス・
タクシー等と連携して、京阪神を中心とした関西圏における一大ネットワークを
形成しており、社会を支えるインフラとして、安全・安心・快適に利用しやすい交
通サービスを提供しています。
そして、当社グループは、この鉄道事業をベースに、不動産開発からエンタテ

インメントに至るまで、多岐にわたる分野において、お客様満足度の高いサービ
スや、それまでになかった新たなサービスを次々と提供し、100年超にわたり一
貫して沿線価値の向上に努めてきました。こうして交通ネットワークをベースに
築き上げてきた信頼と実績は、当社グループの基盤となる沿線を形づくってい
ます。

阪急電鉄創業者の小林一三は、住宅地開発に加えて、鉄道利用者の増加を図
るため、現在でも多くのお客様にご愛顧を頂いている宝塚大劇場や、世界初の
ターミナルデパートである阪急百貨店など、沿線の開発を積極的に進めました。
グループ最大の事業拠点である大阪梅田エリアにおいては、その後も駅直結の
オフィスビルや商業施設等の開発を進め、同エリアは関西最大のターミナルと
しての地位を確立しています。そして、阪急阪神ホールディングスの設立後は、
グループの総合力を発揮して、より魅力的な拠点に進化させるべく、開発をさら
に加速させています。
長年にわたり地域に根差して、未来志向の豊かなライフスタイルを提案し

続け、沿線が「住みたい街」「訪れたい街」として魅力的になるように取り組ん
できたまちづくりの力は、まさに当社が長い歴史の中で培ってきた競争力の
源泉です。

当社グループ固有の強みであるエンタテインメント。中でも「宝塚歌劇」と
「阪神タイガース」は、当社が誇る二大コンテンツです。
宝塚歌劇は、屋内プール施設を転用した劇場で唱歌隊が歌劇を上演したこと

から始まりました。「清く　正しく　美しく」をモットーにした宝塚歌劇は、国内外
を問わず多くの人に愛され続け、２０２４年に１１０周年を迎えます。また、１９３５年
に創立された「大阪野球倶楽部」を前身とする阪神タイガースは、創立以来約
90年にわたり、本拠地である阪神甲子園球場と共に、幅広いファンに支持され
ています。
これらのほか、旅行事業では、「トラピックス」を中心に、多様化するニーズに

応える「旅」の演出に注力しています。
コロナ禍を経て、今、リアルの価値が見直されつつあります。これからも、多様

な“コンテンツ力”をさらに磨き上げ、「夢」と「感動」をプロデュースし続けます。

路線距離

阪急ిమ 143.6 kN

賃貸可能面積
（2022年度末時点） 223ສᶷ

「住んでみたい街アンケート（関西圏）」
※MAJOR7による調査（2022年10月6日）

1位：大阪梅田駅・大阪駅
2位：西宮北口駅
3位：夙川駅

トップ3すべて当社グループの沿線

阪神ిؾమಓ 48.9 kN

阪急ిమ 571,600ઍਓ

阪神ిؾమಓ 218,700ઍਓ

鉄道輸送人員（2022年度実績）

阪神タイガース
主催試合入場人員数
（2022年シーズン） 2,620ઍਓ

宝塚歌劇
観劇人員数
（2022年度実績） 2,780ઍਓ

強固な交通ネットワーク

世紀をまたいで築き上げてきた、
魅力ある沿線

良質なまちづくり

一朝一夕では得られない、
競争力の源泉

魅力的なコンテンツ

リアルな価値を提供し、
夢と感動をプロデュース

P9・10参照

P10・59参照

P10 参照

Ձͷي
　社グルーϓɺమಓۀࣄΛϕースʹॅɾࢪۀઃͷ։ൃ͔Β阪神λΠΨースๅ௩ՎܶͳͲັྗҲΕΔΤンλςΠ
ンϝンτͷఏࢸʹڙΔ·ͰɺଟذʹΔʹ͓͍ͯɺͦ Ε·Ͱʹͳ͔ͬͨαーϏスΛ࣍ʑͱఏ͢ڙΔ͜ͱʹΑΓɺԊઢΛ͡
Ίྑ࣭ͳʮ·ͪͮ Γ͘ʯʹ ͠·͖ͯ͠ͷதͰʑͷΛ࢙Έɺ100Ҏ্ͷ͍ྺࠐΔͱͱʹɺ社会ʹ৽෩Λਧ͖͢ݙߩ ͨɻ
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■ 都市交通事業　■ 不動産事業　■ エンタテインメント事業　■ 情報・通信事業　■ 旅行事業　■ 国際輸送事業　■ その他

都市交通事業

エンタテインメント事業

国際輸送事業

旅行事業

情報・通信事業

不動産事業

スポーツ事業
プロ野球チーム「阪神タイガース」及び同球団のホームグランドであり高校
野球の舞台でもある「阪神甲子園球場」の経営及び関連事業の運営。音楽
事業（ビルボードライブ）も展開
ステージ事業
「宝塚歌劇」の公演に加え、オリジナルグッズの販売や映像・音楽の配信等
の歌劇関連事業を運営。また、梅田芸術劇場の運営及び演劇の制作・興行
等を展開

賃貸事業
大阪梅田エリアや阪急・阪神沿線を中心に、商業施設・オフィスビルを保
有。短期回収型事業を含む不動産開発にも注力
分譲事業等
マンションや宅地・戸建住宅の分譲を、沿線や首都圏を中心に展開。プロパ
ティマネジメント・ビルメンテナンス事業や、私募ファンド及びJ-REITの運用
等を行う不動産ファンド・リート事業等も展開
海外不動産事業
国内での実績を活かし、ASEAN諸国を中心に住宅分譲や賃貸事業を展開
ホテル事業
東京、大阪をはじめとする各地で、幅広いタイプのホテルを展開

情報・通信事業
システム開発等のITを基盤とした多様なサービスを提供する情報サービ
ス事業、CATV（多チャンネル放送、インターネット、固定電話等）サービス
を提供する放送・通信事業に加え、登下校メール等の見守りサービス「ミ
マモルメ」やロボットプログラミング教室「プログラボ」を運営するあんし
ん・教育事業を展開

　2022年度も新型コロナウイルスの影響がまだ残るものの、多くの事業において一定の回復が見られたことに加え、旅行事業にお
いて自治体からの自宅療養者の支援業務などの受注が大幅に増加したこと等により、2021年度に比べて増収・増益となりました。

国際輸送事業
グローバルフォワーダーとして、世界各地に拠点を構え、国際総合物流事業
を展開。多様化するグローバルビジネスの中、物流コンサルタントとして、
航空輸送、海上輸送、ロジスティクスサービスを組み合わせ、ワンストップで
お客様の多様なニーズに最適なソリューションを提供
国内：47拠点／海外：148拠点（2023年9月1日現在）

旅行事業
海外・国内旅行及びインバウンド旅行の企画・募集・手配・サポート業務等を
行う。パッケージツアーを提供するメディア販売、個人旅行、視察旅行や教育
旅行を提案する団体旅行、店舗でのカウンターセールス、インバウンド旅行、
出張の手配を行う業務渡航など多様な旅行サービスを提供。コールセンター
請負事業のほか、各省庁や自治体からの各種受託業務などのソリューション事
業も展開

鉄道事業
阪急電鉄、阪神電気鉄道の2社を中心に、関西圏で鉄道ネットワークを形成
鉄道営業キロはそれぞれ143.6km※、48.9km※
※第2種鉄道事業に係る路線を含む。

自動車事業（バス・タクシー）
バス・タクシーの運営。沿線地域の利便性向上のため、鉄道との連携も強化
流通事業
阪急・阪神沿線の駅ナカを中心に、小売サービスを運営

ۀࣄ༰ίΞۀࣄ த֩会社
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2022年度業績の概要（注）構成比は、セグメント間取引を含む各セグメントの単純合算額を基に算出しています。
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※不動産事業では、大阪梅田・沿線エリアにおいて、阪急電鉄及び阪神電気鉄道が賃貸・開発用不動産を保有しながら、阪急阪神不動産と協働して、交通ネットワークや地
元自治体等と連携したまちづくりを推進しています。

※

連結合計
968,300
百万円

連結合計
89,350
百万円

営業収益

連結合計
2,865,410

百万円

セグメント資産
（2022年度末時点）

営業利益

（億円）
1,000

800

600

400

200

0

1,000

800

600

400

200

0

（億円）

2021
࣮

2022
࣮

約200億円
＋501億円

＋501億円

〈一時的な需要への対応による増益（約200億円）〉
・旅行における自治体向けコロナ関連業務
・国際輸送の需要逼迫

都
市
交
通

エ
ン
タ
テ
イ
ン

メ
ン
ト

情
報
・
通
信

旅
行

国
際
輸
送

そ
の
他
・
調
整

2021

࣮

2022

࣮

392 392
1ɹ6�

�ɹ4 1ɹ3ɹ4

2ɹ10 4ɹ 1ɹ 894894

˙ ӦۀརӹͷਪҠ

185,581百万円

282,049百万円

72,289百万円60,355百万円

191,400百万円

163,269百万円

55,649百万円

22,435百万円

27,851百万円

12,622百万円

5,917百万円

15,257百万円

8,381百万円

2,752百万円

不
動
産

18%

28%

7%6%

19%

16%

6% 9%
24%

29%13%

6%

16%

861,185百万円

42,742百万円

1,537,946百万円

113,100百万円
72,196百万円
88,245百万円
72,019百万円

31%

55%

3%3%
3%3%3%3%

2%2%

3%3%

4%

ཁ֓ۀࣄ

�7 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023

ϓϩϑィール ϓϩϑィール ՁスτーϦー Ձͷ࣮ફ Ձͷج൫ ɾ会社報ࡒ



西代

新開地
ொݩ

神戸空港

ࠓ
Ԃࢠߕ

ݿࠓ

ݿ
ஂલ

ཅԂߕ

神ށຊઢ

ҏ୮ઢ

ޱ

日生中央 妙見口



ి
మ

兵庫県

京都府

ܡ

ཛྷࢁ
ொݪՏژ

大阪府

北ઍཬ

関西国際空港

大阪

ఱ神ےڮ
　丁目ೌ࡚

大

ࡔߐ

ࡾे

୶࿏新大阪

ੴڮ阪大લ

ҏ୮

௩ޱ

ຳ໘

北
大
阪
急
ߦ
ి
మ

神ߴށઢ

大阪国際空港
（伊丹空港）

ຳ໘ઢ

ઍཬઢ

ๅ௩ຊઢ

ݿઢ

阪神ͳΜઢ

ઢࠓ

大 阪 湾

神ిށమ

ຊઢژ

ཛྷࢁઢ

阪神ຊઢ

ཅઢߕ

ๅ௩大ܶ

阪神ࢠߕԂٿ

大
阪
メ
ト
ロ

ۙమಸྑઢ

大
阪
メ
ト
ロ

東
海
道
新
幹
線

ࢁ ཅ ৽ װ ઢ

ཅిమຊઢࢁ
京都

新神戸

/

西代

新開地

神ٶࡾށ神ٶࡾށ神ٶࡾށ

神ٶࡾށ神ٶࡾށ神ٶࡾށ神ٶࡾށ
ொݩ

神戸空港

ٶ北ޱ
ࠓ

Ԃࢠߕ
ݿࠓ

ݿ
ஂલ

ཅԂߕ

॒

Ԭຊ
Ѷ

Ѷ
Өޚ

神ށຊઢ

ๅ௩

ҏ୮ઢ

ޱ

日生中央 妙見口



ి
మ

兵庫県

京都府

ܡ

ཛྷࢁ
ொݪՏژ

大阪府

北ઍཬ

ઍཬதԝ

関西国際空港

大阪

ఱ神ےڮ
　丁目ೌ࡚

大

ࡔߐ

ࡾे

௬市ߴ௬市ߴ௬市ߴ

ౡౡౡౡౡౡ

୶࿏新大阪

ੴڮ阪大લ

ҏ୮

௩ޱ

ຳ໘

北
大
阪
急
ߦ
ి
మ

神ߴށઢ

大阪国際空港
（伊丹空港）

ຳ໘ઢ

ઍཬઢ

ๅ௩ຊઢ

ݿઢ

阪神ͳΜઢ

ઢࠓ

大 阪 湾

神ిށమ

大阪ക田大阪ക田大阪ക田大阪ക田大阪ക田大阪ക田大阪ക田大阪ക田大阪ക田

ຊઢژ

ཛྷࢁઢ

阪神ຊઢ

๛த

ཅઢߕ
大
阪
メ
ト
ロ

ๅ௩大ܶ

阪神ࢠߕԂٿ

大
阪
メ
ト
ロ

ۙమಸྑઢ

大
阪
メ
ト
ロ

東
海
道
新
幹
線

ࢁ ཅ ৽ װ ઢ

ཅిమຊઢࢁ

京都

新神戸

/

大阪ക田

ؔͰѹత/o.1ͷԊઢͷ࣮ݱΛ目͢ࢦ
大阪ɾക田Λ֩ͱͯ͠ɺ̓ ৺ɾշదͳ市ੜ׆ເɾײಈΛͨΒ͢ମݧͳͲ
ଟ༷ͳՁΛɾఏ͚ͮͭ͠ڙɺԊઢͷ·ͪͮ Γ͘ΛਂԽ͍͖ͤͯ͞·͢ɻ
（注）青文字で表記した駅は、「住んでみたい街アンケート（関西圏）」の20位以内にランクインした駅を示しています。
（出所 MAJOR7（住友不動産など7社）による調査（2022年10月6日））

ๅ௩ઢ 28.5kN
ʢๅ௩ຊઢɺຳ໘ઢʣ

神ߴށઢ 2.8kN

神ށઢ 46.9kN
ʢ神ށຊઢɺࠓઢɺҏ୮ઢɺߕཅઢʣ

ʢژຊઢɺઍཬઢɺཛྷࢁઢʣ
ઢژ 65.4kN

阪急ిమ
143.6kN

阪神ిؾమಓ
48.9kN

阪神ઢ 43.9kN
ʢ阪神ຊઢɺ阪神ͳΜઢɺݿઢʣ

神ߴށઢ 5.0kN

ؔߓۭࡍࠃ
西日本最大の空港で
あり、海外に向けた
関西圏のゲートウェイ

エンタテインメント事業で展開する「阪神タイガース」と「宝塚歌劇」は、幅広いファンに支持され、長年の歴史を通じて多くの人々に夢・
感動をお届けしています。

幅広いファンに支持される二大コンテンツ

大阪梅田と神戸・宝塚・京都を結ぶ阪急電鉄と、大阪梅田（キタ）と大阪難波（ミナミ）に乗り入れる阪神電気鉄道。この2社を中心に、
社会を支える鉄道インフラとして関西圏で鉄道ネットワークを形成しています。鉄道輸送人員はコロナ禍で大きな影響を受けましたが、
一定の回復がみられています。

強固な交通ネットワーク

創業当初から沿線各所でのまちづくりを続けてきた当社グループの沿線人口は、少子高齢化が進む中でも堅調に推移してきました。ま
た、「住んでみたい街アンケート（関西圏）」でも、上位20位のうち13の街に当社グループの沿線が選ばれるなど、高い評価をいただい
ています。

住んでみたい街アンケート（関西圏）

出所）MAJOR７（住友不動産など7社）による調査（2022年10月6日）

沿線の魅力を高めてきたまちづくりの成果

人口推移

阪急電鉄・阪神電気鉄道　輸送人員の推移

出所）地域経済総覧（東洋経済）から、住民基本台帳人口、2023年1月1日現在
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宝塚歌劇　観劇人員数

宝塚大劇場・東京宝塚劇場
その他劇場
ライブ中継※1・ライブ配信※2

・公演回数
  宝塚大劇場： 368回（対前期△22回、中止公演数:78回）
  東京宝塚劇場：390回（対前期+3回、中止公演数：64回）
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特集１（P31～34）参照

ల։ΤϦΞۀࣄ

※1 全国各地の映画館での有料ライブ中継
※2 ネット回線を利用し、ご自宅でテレビやスマートフォン等で視聴することが

できる有料ライブ配信（2020年度から開始）

ॱҐ ໊ ʢॴࡏʣ ॱҐ ໊ ʢॴࡏʣ
1 大阪ക田Ӻɾ大阪Ӻ （大阪市北区） 11 ຊொӺ （大阪市中央区）

2 ٶ北ޱӺ （兵庫県西宮市） 12 神ٶࡾށӺɾࡾϊٶӺ（神戸市中央区）

3 ॒Ӻ （兵庫県西宮市） 13 ఱԦࣉӺ （大阪市天王寺区）

4 ԬຊӺ （神戸市東灘区） 14 ѶӺ （兵庫県芦屋市）

5 ๅ௩Ӻ （兵庫県宝塚市） 15 ཎڮӺ （大阪市中央区）

6 ઍཬதԝӺ （大阪府豊中市） 16 北Ӻ （大阪市中央区）

7 
阪急	ӨӺޚ （神戸市東灘区） 17 ๛தӺ （大阪府豊中市）

� ɾߴ௬Ӻߴ ௬市Ӻ （大阪府高槻市） 1� Ӻژ （京都市下京区）

� ѶӺ （兵庫県芦屋市） 1� ୩ொ丁目Ӻ （大阪市中央区）

10 ӊؙޚӺ （京都市中京区） 20 ౡӺ （大阪市福島区）

※ランキング上位20のうち、13が当社グループの沿線
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海外では、沿線で培ったノウハウを活かして、持続的な成長が見込まれるASEANを中心に、住宅分譲に加え、長期保有型賃貸・回
転型等のそれぞれの事業で規模の拡大を目指しています。

首都圏では、現在進行中の開発案件を着実に推進するほか、ホテルやエンタテインメントの機能をまちづくりに活かしていきます。
短期回収型事業の取組も加速させながら、再開発や建替案件の展開を拡大します。

ւ֎ʹ͓͚Δෆಈۀࣄ࢈ͷల։

टݍʹ͓͚Δෆಈۀࣄ࢈ͷల։

ΞϝϦΧ
賃貸住宅

ϑィϦϐン

ॅৡ

ॅৡ
ྲྀݿ

ྲྀݿ

ॅৡ
ࢪۀઃ
Φϑィス

ホςル
ྲྀݿ

ॅৡ

ॅৡ

λΠ

ϕτφϜ

γンΨϙール

ϚϨーγΞ

ΠンυωγΞ

住宅分譲

開発・賃貸

2015年にベトナムのホーチミン市でマンション分譲事業を
開始し、これまでにタイ・ベトナム・フィリピン・インドネシア・
マレーシアの５か国で52プロジェクト（5万戸超）を展開してい
ます。

表参道・神宮前エ
リアで路面型の低層
商業施設「H-CUBE」
をこれまで4物件を開
発・取得し、うち3物件
を阪急阪神リート投資
法人へ売却しました。

ASEAN諸国で注力してきた住宅分譲事業
に加え、長期保有型事業（不動産賃貸事業）や
回転型事業（短期回収型事業）にも取り組み、
海外での不動産事業の収益・利益規模を早期
に拡大・伸長させていきます。

（2023年9月1日現在）

ਐग़ࠃ ϓϩδΣΫτ ৡށ
タイ 36プロジェクト 約29,870戸

ベトナム 6プロジェクト 約13,990戸

フィリピン 5プロジェクト 約4,220戸

インドネシア 4プロジェクト 約3,980戸

マレーシア 1プロジェクト 約850戸

合計 52プロジェクト 約52,910戸

インドネシア「セントラルパークモール」（2022年度取得）
西ジャカルタエリアを代表する大規模商業施設「セントラルパークモー
ル」を取得しました。同施設は、インドネシアの経済成長に合わせて、中
長期的に大幅に増加すると予想される中間層以上をメインターゲットと
しており、今後も利用者の増加が期待できます。

八重洲2丁目中地区再開発（2028年度竣工予定）
当社グループが参画する本プロジェクトでは、2023年3月末に権利変換認可を
受け、解体工事に着手しています。

Ԇচ໘ੵ 約188,000m2 （共同事業者の持分を含む。）

ن 地上10階、地下2階他

్༺ݐ 商業施設（約300テナント）

ෑ໘ੵ 約19,600m2 （共同事業者の持分を含む。）

Ԇচ໘ੵ 約388,700m2 （共同事業者の持分を含む。）

ن 地上43階、地下3階

్༺ݐ
オフィス、店舗、劇場、サービスアパートメント、
インターナショナルスクール、バスターミナル、駐車場等

短期回収型事業と
して、投資家向けの
収益用賃貸マンショ
ンや学生寮等の開発
を首都圏を中心に推
進しています。

賃貸マンションブランド「ジオ エント」エイチキューブ南青山（東京都港区）

「プラザインドネシアコンプレックス」 アメリカ アリゾナ州「Park at 33rd」

外観イメージパース

௨ݟ%1ͷ)ࠃ֤ ʢ͠2017 1́00ͱ͠ ͨ合ʣ

特集２（P35～36）参照
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（出所）IMF世界経済見通し2023年4月版
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安全関連設備投資額　　その他の設備投資額

当社グループは、公共インフラである鉄道事業者として、お客様の安全確保
を最優先することを経営の基本とし、鉄道事業における安全確保のための
投資を継続的に行っています。2022年度の安全関連設備投資額は、阪急電
鉄が115億円、阪神電気鉄道が31億円となりました。主な内容は、車両の
新造・改造、ホーム柵の設置、駅改良工事、高架橋の耐震補強工事等です。

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2021年度の期首から適用し、2021年度以降に係る主要な経営指標については、当該会計基準等を適用しています。

（注）ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本の期首期末平均

（注）2022年度から不動産事業にホテル事業を統合したことに伴い、過年度も含め、ホテル事業は不
動産事業に含めて記載しています。

（注）阪急電鉄 営業キロ数：143.6km、阪神電気鉄道 営業キロ数：48.9km
※主要6社：阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神

ホテルズ

環境ʢEnWiSonNFntaMʣ

2022年度のCO2排出量は361,832t-CO2で、前年度比では8.1％減、 2013年
度比では41.3％減となりました。

2022年度のエネルギー使用量（原油換算値）は257,257kl（2013年度比
18.7％減）となりました。前年度比では、新型コロナウイルスの感染拡大か
らの回復によりエネルギー使用量は増加しました。

ΤωルΪー༻ ʢྔݪ༉ࢉʣ 
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（注）当社は、2020年6月開催の定時株主総会での承認を受け、監査等委員会設置会社に移行しました。
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営業活動によるキャッシュ・フロー　　投資活動によるキャッシュ・フロー
フリー・キャッシュ・フロー
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当社及び主要6社は、積極的な女性採用を継続的に実施するとともに、多
様なキャリアの促進や、仕事と家庭の両立支援施策の充実等により、従業
員が性別を問わずいきいきと活躍できる環境の整備に努めています。
2022年度は、女性管理職比率は5.6％、女性新規採用者比率は34.6％と
なりました。

ঁੑཧ৬ൺʗঁੑ৽࠾ن༻ऀൺʢର会社ɿ社ٴͼओཁ6社※ʣ

女性管理職比率　　　　 女性新規採用者比率（右軸）
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目指す姿の実現に向けた戦略

長期ビジョン －2040年に向けて－ রࢀ125 スϩーΨン│深める沿線 拡げるフィールド

関西で圧倒的No.1の沿線の実現
（基軸戦略）
❶

コンテンツの魅力の最大化

高付加価値サービスの提供による
事業シェアの拡大❹戦略

❷戦略

戦略

持続可能な
社会の実現へ

ステークホルダーへの貢献・還元

グループが一体ʢظϏδϣンΛ௨ͯ͡ʣ

持
続
的
な
企
業
価
値
の
向
上

֎෦ύーτφーͷྗ׆ੵ

活 用
（デジタルを
含む）

となって変革を推進

SDGs・2050年カーボンニュートラルに向けた取組

外部パートナーとの連携強化

SDGs・2050年
カーボンニュートラル

への貢献

沿線事業モデルの
展開エリアの拡大❸戦略

有形・無形の
経営資源

҆ఆతͳऩӹΛ
ग़͢Δ

๛ͳΞηοτ

ࢿຊ

社会ؔࢿຊ

తࢿຊ

ਓతࢿຊ

ຊࢿࡒ

ࣗવࢿຊ

৴པɾϒϥンυྗʹ
αーϏス͍ͨͮج

100Ҏ্ͷ
ͷதͰഓ࢙ͬͨྺ

ϊϋϒϥンυྗ

νϟϨンδਫ਼神
ҲΕΔଟ༷ͳਓࡐ

রࢀ147

҆ఆͨ͠ࡒج൫

ڥͳԊઢྑ

阪急阪神DXプロジェクトの推進

財務の安定性の追求財務方針 資本コストを意識した経営の定着 ҆ఆͨ͠Ϧλーン

提供するサービス（価値）

顧
客
満
足
度
の
向
上

安心・快適な
都市生活

夢・感動を
もたらす体験

高度なビジネス
サポート

中
期
経
営
計
画

（
2
0
2
2
〜
2
0
2
5
年
度
রࢀ127（

サステナビリティ宣言 রࢀ145

ʙΒ͠Λ͑ࢧΔʮ҆৺ɾշదʯɺ
Β͠Λ࠼ΔʮເɾײಈʯΛɺະདྷʙ

基本方針

グループ経営理念 রࢀ12

6つの重要テーマ（マテリアリティ）

ʮ҆৺ɾշదʯɺͦ ͠ ʮͯເɾײಈʯΛ͓ಧ͚͢Δ͜ͱͰɺ
͓٬༷ͷتͼΛ࣮͠ݱɺ社会ʹ͠ݙߩ·͢ɻ

ԿͷͨΊʹू͍ɺԿΛΊ͟͢ͷ͔ͪͨࢲ

使 命

ɺ100Ҏ্ੵΈॏͶ͖ͯͪͨࢲ ʮͨ·ͪͮ Γ͘ʯɾ
ʮͻͱͮ Γ͘ʯΛະདྷͭͳ͗ɺڥٿΛ͡Ίͱ͢
Δ社会՝ͷղܾʹओମతʹؔΘΓͳ͕Βɺ͢ ͯͷ
ਓʑ͕๛͔͞ͱتͼΛ࣮ײͰ͖ɺੈ͕࣍ເΛͯͬ࣋
Ͱ͖Δ社会ͷ࣮͠ݙߩʹݱ·͢ɻ

҆৺ɾշదͳ市ੜ׆ັྗ͋Δίンς
ンπʹΑΓເɾײಈΛͨΒ͢ମݧΛఏ
ΊΔɻߴ٬ຬΛސɺ͠ڙ

お客様

Ҭͱͱʹɺؔ Ͱѹత/o.1ͷԊઢ
ͷ࣮ݱΛ目͢ࢦɻ

地域社会

μΠόーγςィ̱ ΠンΫルーδϣンΛҙࣝ
͠ͳ͕Βɺै ΊΔɻߴһຬΛۀ

従業員

Λ௨ڙଓతͳఏܧՃՁαーϏスͷߴ
ͯ͡ɺ৴པؔΛߏங͠ɺͱʹ͢Δɻ

お取引先・外部パートナー


ΛਤΔ࣋֨ͷҡ	Δ݈࣋͢શੑΛҡࡒɻ

債権者

30Eͷҡ࣋ɾ্ΛਤΓɺ̓ ఆత͔ͭదਖ਼
ਫ४ͷ株ओؐݩΛܧଓ͢Δɻ

株主様

ҲΕΔʮॅΈ͍ͨʯɾʮ๚Ε͍ͨʯɾʹؾ׆
ʮಇ͖͍ͨʯؔ Λ࣮͠ݱɺະདྷੈʹότン
Λ͙ܨɻ

未来世代

ՁϓϩηスʢظϏδϣンͷશମ૾ʣ
ظϏδϣンͷ࣮ݱΛ௨ͯ͡ɺグルーϓ͕一ମͱͳͬͯมֵΛਪ͠ਐΊͳ͕ΒɺԊઢίンςンπͷັྗΛ͞ΒʹߴΊɺࣄ
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街を歩き、リアルの良さを感じた

� ݩͷঢ়گ͍͔͕Ͱ ΐ͠͏ ͔ɻ聞き手：統合報告書 編集チーム

３月に社長に就任する前から、できるだけ時間を見つけて、
スマホアプリをモチベーションにしながら家の近所や沿線
を歩いています。実際に自分の目で周りを見ていると、特に
２０２３年に入ってからは、人の動きが随分と戻ってきたと実
感していますし、鉄道などのご利用者数の報告を受けても、
その感覚に近い状況になっています。ただ、ご高齢の皆様
の動きは少し慎重かもしれません。

� า͘͜ͱ͕झຯͳͷͰ͢Ͷɻ
本当はスキーに行って温泉に入る方がいいのですが、怪
我をすると各方面に多大なご迷惑をお掛けしますので、社
長就任を機に、一旦封印しています（笑）。
コロナ禍で「デジタル技術を使えば移動しなくても色々
なことができる」と考えた方も多かったと思いますが、その
一方で、「やはりリアルな人との交流はいいものだ」というこ
とが再認識されつつあることも、色々な場所を歩く中で改
めて感じています。実際、街を歩いていると、明るく談笑し
ている方が多くなり、それを見て私も楽しい気分になるこ
とが増えましたね。

� ͨͩɺ一෦ʹίϩφՒͷӨ͍͕ͯͬڹ·͢ɻ
そのとおりです。テレワーク等が一定程度定着したこと

もあり、鉄道の定期旅客は回復していませんし、深夜時間
帯の飲食店や鉄道の利用者も減少したままで、コロナ前に
戻ってはいません。おそらく、この傾向が回復することはな
いと思います。
コロナ禍を経て、人々の生活様式は確実に変わりました。
夜遅くまで飲んで、翌日辛い思いをしながら働く、というよ
うなライフスタイルに戻ることはないでしょう。

最大の危機は、コロナ禍を経て加速する
人口減少

� ੜ༷׆式ͷมԽͷରԠɺ社グルーϓʹͱͬ
ͯॏཁͳ՝Ͱ͢ɻ
生活様式の変化は、当社グループが商品・サービスをど

う変えていくべきか考えるための大きなヒントになります
ので、今後、お客様のニーズを汲み取り、様々な創意工夫
を重ねて対応していきたいと思います。
ただ、日本の人口減少は、大きな環境変化だと感じています。

２０２２年の出生者数は８０万人を切り、２０年前（２００２年・
約１１５万人）から、実に３０％以上減少しました。２０年後には、
２０歳の人口が３０％以上減少することが確定したわけです。
当社グループは、鉄道や不動産、エンタテインメントなど、
多くの人々が移動することを前提に事業を展開してきました。
ただ、人口がここまで減少すれば、さらに様々な工夫をして
いくことが求められるようになります。
２０２２年の出生者数は減ると思っていましたが、いざ具
体的な数字を聞いたときは、これまでの延長線上の発想の
ままでは当社グループの将来は厳しいと感じました。

� ͜͏ͨ͠ঢ়گԼͰɺグルーϓͱͯ͠ͲͷΑ͏ʹର
Ԡ͍͖ͯ͘͠Ͱ ΐ͠͏ ͔ɻ
当社では、２０２２年５月に「長期ビジョン－２０４０年に向け

て－」（P25参照）を策定し、4つの戦略や２０３０年度におけ
る経営目標を掲げていますが、何よりもᶃ҆ఆͨ͠Ωϟογϡ
ग़ྗΛ֬อ͠ɺ࣍ͷ৽ͨͳม ɾֵఏҊͷࢿݪͱ͢
Δ͜ͱと、ᶄࢿຊ市͔ΒධՁΛಘͯɺ̓ ఆతͳܦӦΛ࣮
ͱに取り組んでいかなければならないと思っ͍ͯ͘͜͠ݱ
ています。
今までお約束したことはもちろん、さらに高いレベルの
経営目標を掲げてそれを達成していくことが求められると
感じています。

■ 今後の経営戦略
沿線のバリューアップは当社の“使命”

�ʮᶃ҆ఆతͳΩϟογϡग़ྗͷ֬อʯʹ ͍ͭͯɺ
͏গ͠۩ମతʹ͍ͩͯ͑͘͞ڭɻ
安定的なキャッシュ創出力を確保するために、まずは諸先

輩方の努力の積み重ねのおかげもあって比較的競争優位な
ポジションにある、「沿線」で頑張りたいと思います。
この市場では、需要の変化に合わせて既存のサービスを
見直していきます。ダイヤ改正や有料座席指定サービスの
導入などはその一例ですが、これらの取組は、短期的には
キャッシュ創出力の向上につながると考えています。

� ԊઢͰ༷ʑͳϓϩδΣΫτ͕ਐ捗͍ͯ͠·͢ɻ
明らかに保有資産を十分に活用できていないときや、新

たな投資が沿線のバリューアップにつながると判断したと
きには、金額が大きくても、将来のために先行投資を行い

ౢ田 ହ
දऔక社

社ϝοηーδ

“変革”を実行し、
　 未来を切り拓く
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モール」をメジャー出資で取得する機会を得るなど、順調に
成長を続けています。

� ւ֎ෆಈۀࣄ࢈ͷޙࠓͷ目ඪΛ͍ͩͯ͑͘͞ڭɻ
できるだけ早く、事業利益※100億円の達成を目指した
いと考えています。
加えて、例えば、海外での運営ノウハウを沿線の商業施
設にも取り入れ、当社グループならではのシナジー効果も
発揮できればと思っています。
※事業利益＝営業利益＋海外事業投資（不動産事業等）に伴う持分法投資損益
（営業外損益）→P27参照

� ଞͷۀࣄͰ͍͔͕Ͱ ΐ͠͏ ͔ɻ
国際輸送事業では、２０１８年にこれから成長が期待でき

るアフリカの会社をＭ＆Ａで傘下に入れましたが、業績も堅
調です。事業規模と、グローバルなネットワークの拡大が何
よりも重要ですので、そのための取組を今後も進めます。
また、エンタテインメントや旅行などのコンテンツやＩＰ※

には国境がないので、「成長市場の活力を取り込む」「成長
市場に打って出る」といういずれの方向性においてもキー
になり得ますし、デジタル化が進む中で、情報サービス事
業は、国内でも成長が見込めます。
※ＩＰ：Intellectual Property、知的財産

目指さなければならない「ＲＯＥ８％」

�ʮᶄࢿຊ市͔ΒͷධՁʯʹ ͍ͭͯɺ՝ʹͯ͡ײ
͍Δ͜ͱΛ͍ͩͯ͑͘͞ڭɻ
海外の投資家も大勢いらっしゃる中で、資本市場から安
定的な評価を得るためには、成長戦略はもちろんですが、
資本効率を意識することが非常に重要です。
当社では、２０２２年にアップデートした長期ビジョンにおいて、

初めて資本効率の指標として「ＲＯＥ７％水準」を目標に掲げまし
た。ただ、昨今の市場の動向を踏まえると、一連のプロジェクト
の進捗を見据えながら、よりアグレッシブに「ＲＯＥ8％」超を目
指さなければならないのでは、というのが私の課題認識です。

“変革”への強い決意

�ʮ̧ ̤̚ ̔̀ ʯɺ社ʹͱͬ 目ඪͰ͋Γɺమಓ͍ߴͯ
Λ҆ఆతʹܦӦ͢Δ社ʹඞཁͳͷ͔ɺͱݴΘΕ
Δ͜ͱ͋Γ·͢ɻ
当社グループでは、これまで鉄道や不動産などで安定的

沿線のバリューアップはグループの“使命”

成長市場の開拓も進め、

持続的成長が可能な企業グループへ

� ԊઢͷதͰɺ大阪ക田ΤϦΞ͕ඇৗʹॏཁͰ͢ɻ
関西では、今後、万博やＩＲ（統合型リゾート）に加え、空・
陸の玄関口の整備や、これらを結ぶ鉄道新線などのインフ
ラ整備が急速に進みます。また、スーパーシティ型国家戦
略特別区域への指定など、行政のバックアップ体制が整い、
これから関西は世界に認知され、ヒト・モノ・カネが集まり、
大きく飛躍する地域になると考えています。
その中心となる大阪梅田エリアは、グループ最大の事業
拠点です。２０２２年に策定した「梅田ビジョン」に基づいて、
中長期的には、国際交流拠点としての価値を高め、大阪梅
田ならではの独自価値を産み出すことによって、「新産業創
出拠点」「国際観光拠点」としての機能を創出し、外国人の
交流人口・定住人口も増加させ、沿線に新たな活力をみな
ぎらせたいと思います。

� ͏一ͭͷํੑɺʮ市ʹଧͬͯग़Δʯͱ
Ͳ͏͍͏͜ͱͰ ΐ͠͏ ͔ɻ
一つは、海外不動産事業です。
まずは成長市場であるＡＳＥＡＮにおいて、リスクが相対
的に小さい住宅事業から着手し、その後、共同事業者の持
分も含めて参画戸数の累計が５万戸を超えるなど、相応の
実績を残してきました。
こうして海外で商取引を重ねた結果、当社グループの“本
気度”が現地にも伝わり、様々な情報が入るようになりました。
さらにこれらの「情報ネットワーク」の広がりとともに、２０２２
年には、インドネシアで大規模商業施設「セントラルパーク

ます。前者は芝田１丁目計画や千里中央地区再整備などが、
後者はうめきた２期地区開発や鉄道の新線計画（新大阪連
絡線・なにわ筋連絡線）などが該当すると思います。
当社グループは、沿線に多くの商業施設やオフィスを
保有していますが、こうした不動産は、時間の経過ととも
に定期的なバリューアップが不可欠です。財務面で一時
的にマイナスの影響を受けますが、これらの物件に再投
資してその価値を再生するというサイクルを繰り返すこ
とは、地域とともに成長してきた当社グループの“使命”
です。

成長市場の活力を取り込む

ଘ市Ҏ֎ʹ͓͚Δऔɺ͍ط � ͔͕Ͱ ΐ͠͏ ͔ɻ
これから日本の人口が減少する中では、新たな市場を開
拓することは不可欠です。そのためには、「成長市場の活力
を沿線に取り込む」「成長市場に打って出る」という二つの
観点があります。

�ʮ市ͷྗ׆ΛԊઢʹऔΓࠐΉʯͨ Ίͷํࡦ
ԿͰ ΐ͠͏ ͔ɻ
一つは、インバウンド需要を確実に取り込むことです。
そのために、既存の商品・サービスを強化するだけでなく、
沿線を繰り返し訪れたいと思ってもらえる仕掛けづくりや、
こちらからお客様に直接アプローチできるスキームの構
築を検討していきます。

に得られるキャッシュを沿線のバリューアップに充ててきまし
たし、その基本はこれからも変わりません。今まではこれらの
事業が急速に縮小することは考えにくかったので、ここ１０年
や１５年は大丈夫かもしれませんが、２０年後の人口動態に大
きな変化が見えつつある中で、「非連続な成長」を遂げていか
なければ、将来のバリューアップに向けたキャッシュすら創出
できなくなる可能性があります。海外の機関投資家の皆様か
らもより評価されるべく、SDGｓへの対応も含めて、グロー
バルな水準の資本効率を念頭に置かなければ、と思います。
こうしたことから、少し時間がかかっても、「ＲＯＥ８％」を目
指すべきと思うようになりました。達成するには、既存事業
のキャッシュ創出力が十分維持できるうちに、グループを
大きく“変革”していくべきと考えます。そのために、成長市
場の活力を取り込むことは不可欠ですし、グループ全体で、
変革に向けて様々な検討を進めます。

� ̧̤ ̔̚ ˋΛ目͍ͨͯ͘͠ࢦ Ίͷ՝ԿͰ͠ ΐ͏ ͔ɻ
まず「考え方を根本的に変える必要がある」という危機意
識を、グループ全体で持つことが第一歩だと思います。
当社グループでは、従業員一人ひとりが目の前のお客様

をとても大切にしていますが、それゆえに、目の前のことに
意識が集中しがちな面もあると思っています。安全・安心
に関わること以外は、もっとチャレンジングな姿勢が出てき
ても良いと思います。

ＤＸを通じて、グループを変えていく

� ̙̭ ͷਪਐɺมֵʹ͚ͨऔͷ一ͭͰ͢ɻ　
ͲͷΑ͏ʹਐΊ͍͖ͯ·͔͢ɻ
デジタルとリアルは、ゼロサムで語られることが多いで
すが、決してそうではないと思います。確かに、デジタル技
術の発達によって人々の生活や働き方の選択肢は増えまし
たが、だからといって移動需要がなくなるわけではありま
せん。一方で、遠隔地に赴かなくても普通に会話ができる
技術が普及して、とても便利になったのも事実です。当社と
しては、デジタルを使った新たなサービスを開拓する一方
で、いかにデジタル技術を用いてリアルの世界での移動需
要を喚起するか、もっと考えていく必要があります。
今、グループ全体で「阪急阪神ＤＸプロジェクト」を推進し

ていますが、短期的には、デジタル技術を活用することで、
生産性の向上とマーケティングの効率化を進めます。今後、
グループ共通のＩＤである「ＨＨ Ｃｒｏｓｓ ＩＤ」が普及していく
につれて、お客様のデータがグループの各事業に横串を刺
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社長・嶋田泰夫はこんな人

膝と膝を突き合わせて話すことで相互に理解し、何とか良い
方向に進めることができました。
こうした姿勢は、お客様に対しても同様で、お客様の声をき
ちんと聞き、それを真摯に受け止めて次の改善につなげてい
くことが重要だと思います。

� ౢ田社ͱࣄΛ͍ͯ͠Δͱɺスϐーυײͱํ
Δ͍ͯ͠ʹࣄͷίϛϡχέーγϣンΛ͘͢͝大
ͱ͡ײ·͢ɻੋ ඇɺࢿՈͷօ༷ͱɺํͷ
ίϛϡχέーγϣンΛ͚͍ͩͨͯͬߦΕɺͱʜɻ
市場における理解・評価につなげていくためには、投資
家の皆様とも相互にコミュニケーションをとることが重要
だと思っていますし、就任以来そうした機会があれば、でき
るだけ足を運ぶようにしています。投資家の皆様には、忌
憚のないご意見を賜ることができれば幸いです。

中期経営計画の策定に携わってきましたし、中核会社の役
員も務めていましたので、グループの現状と向かうべき道
筋はある程度理解しているつもりです。その点で、今は自
然体で臨んでいます。
長期ビジョンに掲げた目標の実現に向けて、変革すべき

ことを果断かつスピーディーに実行していきます。

ɻ͔͢·͍ͯ͑ߟ株会社ͷ社ͷׂΛͲ͏࣋ �
事業運営に関することは、基本的に事業会社の社長に権
限を委譲しています。その代わり、事業会社の社長とは十
分なコミュニケーションを取りながら、結果に対するコミッ
トを求めています。
本来、持株会社の社長の役割は、ヒトとカネという経営
資源の配分を最終決定することに尽きます。内外から様々
な情報を収集し、スピード感を持って大きな方針を示すと
ともに、必要な場合は素早く決断を下すことで、事業部門
が好機を逃さず最善の判断ができるようにしていきます。

売上はお客様の評価

� ౢ田社ʹͱͬ ͯͷʮܦӦͷجຊʯΛͩͯ͑͘ڭ ͍͞ɻ
まだ偉そうに言えるほどの実績があるわけではありませ
んのでご容赦いただきたいのですが、従業員には、常々、「売
上はお客様の評価であり、費用は私たちの工夫の形である。
利益が伸長するということは、私たちの提供するサービス
に対する努力が正しいことの表れである」と言っています。
売上を取るために小手先の施策を講じたとしても、お客
様の評価は決して長続きしません。私は、以前、新規事業
の立上げや流通事業に従事していたことがありますが、そ
の際に実感したことでもあります。
「自分たちがこれだ、と思えるような良質な商品・サービ
スを、お客様にご納得いただける付加価値をつけて提供し
続けること」。創業以来、当社が長年にわたって事業を継続
してきたベースは、これに尽きると思います。

双方向のコミュニケーションが大切

� グルーϓΛ·ͱΊΔཱͱͯ͠ɺౢ 田社͕大
ʹ͍ͯ͠Δ͜ͱΛ͍ͩͯ͑͘͞ڭɻ
私が最も大切にしているのは、双方向のコミュニケーション

です。私は、事業再編や経営状況が厳しい会社の再建にも関
わりましたが、その際には、経営者や従業員の皆さんにかな
り厳しい内容を伝えないといけないこともありました。しかし、

͍ئՈͷօ༷ͷϝοηーδΛ͓ࢿɺʹޙ࠷ �
͠·͢ɻ
当社は、これまで１００年超にわたって、人の移動をベース

としたビジネスモデルで事業を展開してきました。今後もそ
れは変わりませんが、人口減少などの環境変化が進む中でも、
中長期的に成長していくため、これまでの事業を着実に成長
させていくことはもちろん、従来のビジネスモデルをさらに
ブラッシュアップさせるとともに、新たな事業モデルが提案
できるよう、グループ従業員と力を合わせて変革を進めます。
厳しい事業環境ではありますが、これからも地道な努力を

積み重ね、今まで以上に信頼が得られる企業グループに成
長することを目指してまいりますので、皆様方にも、引き続き
ご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

� ༗Γ͏͍͟͝·ͨ͠ɻ

ӈͷ࠲

「人間万事塞翁が馬」
辛いことや苦しいことがあっても何事も前向きに捉え

る性分なので、そういうところから。

ͷա͝͠ํٳ

何もない日は、朝イチで往復1時間以上歩いてゴルフ
の練習に行っています。目標は、１日１万歩！　練習場との
往復では歩数が足りないので、帰宅してから追加で歩き
に行きます。自宅にじっと籠っているのは苦手です。

ࣗͷڧΈ

　表も裏もないところでしょうか。

͜Ε͚ͩଞͷ社ʹෛ͚ͳ͍͜ͱ

何があっても前向きに捉える姿勢だけは負けないよう
に頑張りたいと思います。

ๅ

家族はもちろんですが、今まで出会ったすべての人と
のつながりです。

す形で蓄積されていきますので、中長期的には、リアルと
デジタルの良さを活かした、新たな提案をしたいと思います。
これらを実現するためのハードルは非常に高いですが、
グループが一体となって新たな収益機会を開拓するとともに、
その取組を通じてグループの変革にもつなげるつもりです。

■ サステナブルな成長に向けて
地域とともに成長する企業グループに

ຊ市͔ΒධՁΛड͚ΔͨΊʹɺ̨̜̚ࢿ � ͷऔ
ॏཁͰ͢ɻ社ɺଟ͘ͷ̚ ̨̜ ΠンデοΫス
ʹΈೖΕΒΕΔʢ1�4ࢀরʣͳͲɺ͓ ͔͛͞·Ͱ
ʹӦܦධՁΛड͚͍ͯ·͕͢ɺαスςφϒル͍ߴ
͍ͭͯͷ͑ߟΛ͍ͩͯ͑͘͞ڭɻ
サステナビリティ宣言を制定したのは２０２０年ですが、
当社グループでは、「サステナブル経営」という言葉が普
及する以前から、持続可能な社会の実現に貢献してきた
という自負があります。
今回の統合報告書には、社外取締役の座談会（P85参
照）が掲載されていますので、詳細はそちらに譲りますが、
鉄道のＣＯ２排出量は他の輸送手段よりも圧倒的に少なく、
環境にやさしい移動手段ですし、私たちが１００年超にわたっ
て続けてきたまちづくりは、Ｓ（社会）そのものだと思います。
私たちが沿線の皆様の生活が豊かになるような商品・サー

ビスを提供し、地域がサステナブルに発展する。その結果、
当社グループがサステナブルに成長する。当社グループ
が何より大切にしているのはこのサイクルを続けていくこ
とであり、これが本来あるべきサステナブル経営そのもの
だと思います。これからも、地域とともに成長する企業グルー
プとして、持続可能な社会の実現につながる取組を積極的
に進めていきたいと思います。

■ 当社の社長に就任して
十分な情報を収集し、スピーディーに変革を
実行する

� ݄̏ͷ社बޙɺ大͖͘มΘͬͨ͜ͱ͋Γ
·͔͢ɻ
これまでもグループ経営企画室長として長期ビジョンや
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コロナ前の営業利益の水準は1,000億円余りでしたが、2030年度においては、既存事業を中心に利益伸長を実現し、事業利益
1,300億円を目指すとともに、DXプロジェクト等での上積み（プラスα）に挑戦します。その後、大規模プロジェクトが順次竣工・開業し、
利益貢献していくことから、2035～2040年頃にはさらなる利益伸長が実現できるものとみています。

2040年に向けた利益の成長イメージ

目指す姿の実現に向けた戦略

2030年度における経営目標

2025

1300ԯԁ

1,300億円＋α
རӹʢ2030目ඪʣۀࣄ

11�0ԯԁ

1000ԯԁ
2030

1,300億円
ʹΛத৺ۀࣄଘط

DXプロジェクト等による伸長＋α

2035ࠒ 2040ࠒ

2035～2040年頃には
さらなる利益伸長を目指す

DXによる既存事業の下支え
（効率化や省力化ほか）

DXプロジェクト等の
さらなる推進

財務の
安定性の
追求

ベースとなる利益の安定的な計上

財務健全性の維持

資本効率の維持・向上（資本コストを上回るリターンの創出）

資本コストを
意識した
経営の定着

●各事業で収益の拡大や徹底したコスト削減を推し進め、収支構造の強靭化を図るほか、デジタ
ルを活用して収益基盤の拡大や生産性の向上に努めることで、一定水準の利益を計上する。

●また、海外不動産などボラティリティの大きい事業についても、リスク管理を徹底しながら推
進する。

●各事業では、資本コストをよく意識して、投下資本利益率（ROIC）※等を活用しながら、利回
りの維持・向上を目指す。

●また、利回りの観点から新規の成長投資を厳選することで、ストックの積み上げを慎重に進める
ほか、事業のあり方の見直しや低利回り資産の売却等により、バランスシートの肥大化を防ぐ。

●安定的かつ適正な水準の株主還元を実施・継続し、適正な資本構成（D/Eレシオ）を維持する。
●こうしたことを通じて、右記のROE水準を目指していく。

●大規模プロジェクトをはじめ、事業の拡大に向けた取組や成長投資を進めながらも、現状の格付水
準の維持を念頭に、有利子負債残高をコントロールし、有利子負債/EBITDA倍率5倍台を目指す。

※投下資本利益率=事業利益÷投下資本

（2030年度目標）
事業利益

1,300億円＋α※
※DXプロジェクト等での
　上積みを目指していく。

有利子負債/
EBITDA倍率
5倍台

ROE
中長期的に
7%水準

（注）事業利益＝営業利益+海外事業投資（不動産事業等）に伴う持分法投資損益（営業外損益）（詳細はP27参照）

һຬͷ継続的向上ۀै
ঁੑཧ৬ൺ10%程度
ঁੑ৽࠾ن༻ऀൺ30%以上を継続మಓۀࣄʹ͓͚Δ༗ނࣄゼロ

$0̎ഉग़ྔͷݮʢ̎ ̌̍ ̏ൺʣ△46%

●保有する技術やノウハウを活用して、事業の価値提供領域を拡大していく。
●高品質で競争力のあるサービスの提供に努めることにより、事業の規模とシェアを拡大していく。

͜ͷ4ͭͷઓུʹՃ͑ͯɺʮ阪急阪神%XϓϩδΣΫτʯɺʮ4%(͂ ɾ2050ΧーϘンχϡーτϥルʹ͚ͨऔʯΛྗڧʹਪਐ͍͖ͯ͠·͢ɻ

●戦略①と戦略②で培ったノウハウや実績等を活かして、豊かなまちづくりをはじめ、沿線で展開してきた事業モデルを沿線外の各所に拡げていく。
●海外においては、持続的な成長が見込まれるASEANを中心に、住宅分譲に加え、長期保有型賃貸・回転型等のそれぞれの事業で規模の拡大を目指す。

●顧客層の拡大を図りながら、またデジタル技術の積極的な活用等を通じて、コンテンツの魅力の最大化に努めていく。

ʢ࣠جઓུʣ❶ 関西で圧倒的No.1の沿線の実現戦略

●少子高齢化が進む中でも、沿線各所でのまちづくりやデジタル技術・最新技術の積極的な活用等を通じて、沿線の魅力を飛躍的に高めていく。
●なにわ筋連絡線・新大阪連絡線等の新線計画を着実に推進することで国土軸の活力や世界のパワーを沿線地域に取り込むほか、梅田ビ
ジョンに基づき、「芝田1丁目計画」など、新たな開発を推し進めながら、大阪・梅田がグローバルな都市間競争に勝ち抜ける都市になれる
よう進化させていく 。

コンテンツの魅力の最大化戦略❷

沿線事業モデルの展開エリアの拡大戦略❸

高付加価値サービスの提供による事業シェアの拡大戦略❹

市ަ௨ۀࣄෆಈۀࣄ࢈ͳͲ

ΤンλςΠンϝンτۀࣄཱྀۀࣄߦ

ෆಈۀࣄ࢈ͳͲ

報αーϏスۀࣄʢ報ɾ௨৴ۀࣄʣࡍࠃ༌ૹۀࣄ

財務指標
持続可能な社会の実現や地域の発展等に向けて、商品やサービスを安定的に提供し続けていくために、財務の安定性を追求するとともに、

ステークホルダーからの期待に応えるべく、さらに資本コストを意識した経営の定着を図り、具体的には資本効率の維持・向上を目指していきます。

長期ビジョンの概要

スローガン 深める沿線　拡げるフィールド

これらにより、地域（関西）とともに成長する企業グループとなることを目指す

長期ビジョンの全体像

長期的にグループが目指す姿

安心・快適な
都市生活

夢・感動を
もたらす体験

高度なビジネス
サポート

SDGs・2050年カーボンニュートラルに向けた取組
財務の安定性の追求/資本コストを意識した経営の定着

阪急阪神DXプロジェクトの推進

目指す姿の実現に向けた戦略 提供するサービス（価値）

顧
客
満
足
度
の
向
上

持
続
的
な
企
業
価
値
の
向
上

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
へ

高付加価値サービスの提供による
事業シェアの拡大❹戦略

コンテンツの魅力の最大化❷戦略

関西で圧倒的No.1の沿線の実現❶戦略

沿線事業モデルの展開エリアの拡大❸戦略

● 安心・快適な都市生活や夢・感動をもたらす体験など多様な価値を創造・提供しつづけ、沿線のまちづくりを深化
させるとともに、事業の展開エリアを拡大させることで、顧客満足度を高め、持続的な企業価値の向上を実現する

● お客様や地域社会をはじめとするステークホルダーの期待に応え、持続可能な社会の実現に貢献する

将来の成長・飛躍に向けた通過点である2030年度においては、既存事業を中心に利益伸長を実現し、事業利益1,300億円を目指すとと
もに、阪急阪神DXプロジェクト等での上積み（＋α）に挑戦します。2030年度の経営目標（財務指標・非財務指標）については下記のとおりです。

非財務指標

社20225݄ ʮʹظϏδϣン�2040ʹ͚ͯ�ʯΛࡦఆ͠·ͨ͠ɻ͜ ͷظϏδϣンͰɺޙࠓਪਐ͍ͯ͘͠
大نϓϩδΣΫτͷརӹظ͕ݙߩͰ͖Δ2035ʙ2040ࠒΛݟਾ͑ͳ͕Βɺظతʹ社グルーϓ͕目࢟͢ࢦΛ͡
Ίɺͦ ͷ࣮͚ͨʹݱઓུࡒํΛఆΊ͍ͯ·͢ɻͨ ͩɺ͜ ͷརӹظ͕ݙߩͰ͖Δظ͔࣌ͳΓઌͱͳΓ·͢ͷͰɺ
2030ͷܦӦ目ඪΛ௨աͱ͠ ଓతͳΛՌ͍͚ͨͯ࣋͘͜͠ʹɺ2040͛ܝͯ ͱΛଧͪग़͠·ͨ͠ɻ

ظϏδϣンʵ2040ʹ͚ͯʵ長期ビジョン
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ࢿͷओͳ༰ΩϟογϡΠン ΩϟογϡΞτ （単位：億円）

ଘΠンϑϥͷط
ҡߋ࣋৽ࢿ΄͔ ▲2,400

Ճआೖ
1,200

ઃඋࢿ૯ֹ
（投融資等を含む。）
▲6,300

市ަ௨ ●駅ホームドアの設置・
バリアフリー化

●北大阪急行線の延伸
●なにわ筋連絡線・新大阪連絡線

ΤンλςΠン
ϝンτ

●阪神タイガースのファーム
施設の移転

ͦͷଞ ● IT戦略・DX投資等

ෆಈ࢈ ●うめきた2期地区開発計画
●芝田1丁目計画
●千里中央地区の再整備構想
●首都圏（八重洲2丁目中地区、
ホテルグランドパレスの跡地）開発

●海外不動産事業の拡大
●国内マンション事業の拡大
●短期回収型事業の拡大

ઓུࢿ

ࢿ
※成長投資には、販売土地建物・エクイティ
　の純増分を含む。

▲3,600

▲300

株ओؐݩɾ
͔΄ࢧརଉɾ੫ۚࢧ

લճܭըൺ
7ɹ00ԯԁ

ผ్ɺ৽ن࿈݁ʹΑΔ
༗རࢠෛ࠴　 2ɹ00ԯԁ

▲1,600

E#*T%A
6,700

ΩϟογϡΞτ૯ֹ
▲7,900

201�

成長に向けて
投資を拡大

ؒظ急ճ෮ۓ

今回計画
実績

0
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ʢԯԁʣ

2030
1,300億円＋α

2025
1,180億円

˛1000ԯԁ

952

21

392

894

コロナ影響

1000ԯԁ
ベースの利益水準

2023
900億円

2023ʹ͓͍ͯɺରલظͰͷݮӹཁҼʢཱྀߦɾ
తͳधཁͷରԠͷಈʣ͕࣌༌ૹͷ一ࡍࠃ ͋Δ
ͷͷɺண࣮ʹརӹΛճ෮ͤ͞ɺʹ͚ͨऔ
ਐΊΔ͜ͱͰ2022Λ্ճΔ͜ͱΛ目͢ࢦ

ʹ༌ૹࡍࠃɾߦཱྀ
͓͚Δ一࣌తͳ
धཁͷରԠΛ

আ͍ͨਫ४

社グルーϓͰɺظϏδϣンͷ࣮͚ʹݱɺதظతͳऔΛөͨ͠۩ମతͳ࣮ܭߦըͱͯ͠ɺ2022͔Β2025
·Ͱͷ4͔Λܭըؒظͱ͠ ͨதܦظӦܭը˞Λࡦఆ͍ͯ͠·͢ɻ
※2023年5月に一部の内容のローリングについて公表しました。

位置付け

利益計画

2025年度の利益計画
事業利益  1,180億円

2025年度に向けたロードマップ

■ 営業利益（～2022年度）・事業利益（2023年度～）の推移

தܦظӦܭըʢ2022ʙ2025ʣͷ֓ཁ中期経営計画

急激な環境の変化に対応し、コロナ前の成長軌道への着
実な回帰を目指して様々な工夫を重ねることで、ベース
の利益水準1,000億円への早期回復を図る。

長期ビジョンに基づく戦略の具体化を推し進めて持続的な利
益伸長につなげるとともに、海外不動産事業や分譲マンション
事業における投資の拡大など、次の成長に向けた足固めを行う。

長期ビジョンの達成確度を高めるべく、成長投資を増額
今回の中期経営計画のローリングでは、成長投資を700億円増額しました。その背景に

ついて、ご説明します。
まず、2022年度においては、長期ビジョンの財務方針で掲げる「資本効率の維持・向上」を

意識しつつ、概ね計画どおり投資を推し進めました。その結果、例えば、国内における分譲マ
ンションの用地仕入は2025年度まで目途が立つなど、中期経営計画の達成の確度を高める
ことができています。
こうした中で、足元では、コロナの収束に向けた目途が立ち、前向きな成長投資に着手

しやすい環境となってきていることを踏まえ、長期ビジョンにおける2030年度の利益目標
（1,300億円＋α）の達成確度を高めるべく、分譲マンションや、長期ビジョンの戦略③「沿
線事業モデルの展開エリアの拡大」に則って、これまでの取組で実績が積み上がりつつあり、
今後の成長が期待できる海外不動産等への投資を拡大させることとしました。
一方で、こうした投資拡大による利益

貢献は2026年度以降となるため、2025
年度における財務健全性の各指標は、前
回計画に比べ一時的に悪化します。ただ、
2026年度以降にEBITDAの伸長を見込
むことから、長期ビジョンで掲げた2030
年度の有利子負債/EBITDA倍率5倍台
という経営目標は据え置いています。

事業利益の導入
2023年度から、当社グループの新たな経営指標として、

営業利益に海外事業投資に伴う持分法投資損益を加えた「事業
利益」を導入しました。これにより、海外事業（不動産事業等）の
成長に向けた取組の進捗状況を適切に示していくこととします。
なお、2023年5月に、利益目標を営業利益1,150億円から事

業利益1,180億円に変更することを公表しました。

ここ数年で新たに着手・推進した取組（大阪梅田ツインタワーズ・サウス、エンタテインメントにおける配信事業、海外不動産事業、
DXプロジェクト等）の成果を発現させることで成長を図り、計画の達成を目指します。並行して、計画期間中における、2025年度やそれ
以降の成長に向けた種まき（海外不動産事業や分譲マンション事業における投資拡大、DXプロジェクト等）を着実に進めていきます。

成長市場において適切なリスクコントロールの下で推進
●ASEAN等の複数の国で事業を展開する。
●フロー型事業における小規模案件（住宅等）を中心に取り組み、徐々に
物件規模を拡大していく。

●現地の信頼できるパートナーと共同で事業を行う（当社グループの意向
を理解するパートナーと提携）。

目指す事業規模
●まずは、早期に100億円程度の利益規模を目指す。

（注1）2023年度の予想数値については、2023年5月15日発表の情報に基づいています。
（注2）旅行・国際輸送における一時的な需要への対応：旅行事業における新型コロナウイルス感染症による自宅療養者への支援業務等や、国際輸送事

業における需給逼迫に伴う需要の取込みなど

海外不動産投資の拡大について

執行役員
グループ経営企画室担当

大塚 順一

成長投資約3,600億円（2023年5月に公表したローリングで前回計画から700億円増額）を含め、計画期間中のキャッシュアウトは、
約7,900億円を想定しています。
また、今回計画期間のEBITDAは約6,700億円となり、約1,200億円資金が不足することから、有利子負債/EBITDA倍率を意識

しながら、追加借入等（＝有利子負債の増加）で対応します。

キャッシュフロー

■ 2022～2025年度 4か年累計（イメージ）

事業利益
＝ 営業利益 ＋ 海外事業投資（不動産事業等）に伴う持分法投資損益（営業外損益）

営業利益と事業利益のイメージ

Ӧۀརӹ

Ӧۀ֎ଛӹ

རӹۀࣄ

海外不動産事業投資に伴う持分法による投資損益
＋

＝

都市交通 国際輸送情報・通信エンタ
テインメント 旅行不動産
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経営指標の見通し

2022࣮ 2023༧※1 2025ܭը

事業利益（①＋②） 894億円 900億円 1,180億円

営業利益（①） 894億円 877億円 1,150億円

海外事業投資に伴う持分法投資損益（②） － 23億円 30億円

EBITDA※2 1,537億円 1,560億円 1,930億円

有利子負債 11,064億円 11,900億円 12,300億円

有利子負債／EBITDA倍率 7.2倍 7.6倍 6.4倍

D/Eレシオ※3 1.2倍 1.3倍 1.2倍

親会社株主に帰属する当期純利益 470億円 520億円 750億円

ROE 5.3% 5.6% 7%水準

（参考）

ネット有利子負債※4 10,635億円 11,650億円 12,050億円

ネット有利子負債／EBITDA倍率 6.9倍 7.5倍 6.2倍

※1 2023年度の予想数値については、2023年5月15日発表の情報に基づいています。
※2 EBITDA＝事業利益（営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益）＋減価償却費＋のれん償却額
※3 D/Eレシオ＝有利子負債／自己資本
※4 ネット有利子負債＝有利子負債－現金及び預金

ΤンλςΠンϝンτ

コロナ前を超える
水準を目指す。

デジタル技術の活用等による顧客層の拡大や配信事業
等の新たな収益源の伸長

報ɾ௨৴ ＤＸ関連等の需要の取込み

ߦཱྀ 回復する旅行需要の着実な取込み

༌ૹࡍࠃ 航空・海上・ロジスティクス事業での規模の拡大や
グローバルネットワークの拡充

ෆಈ࢈

2025年度には、2021年度に竣工した「大阪梅田ツインタワーズ・サウス」が
Ⅱ期部分も含めて利益寄与するほか、海外不動産事業や国内分譲事業におい
て大幅な伸長を果たし、コロナ前の水準（特殊要因※を除く。）を大きく上回るこ
とを目指す。
※特殊要因＝彩都東部地区（大阪府茨木市）における施設用地の売却益

市ަ௨
鉄道駅バリアフリー料金制度の活用や、座席指定サービスの導入等に加えて、
コスト削減等にも取り組み、利益規模の最大化を図る（ただし、コロナ前の利
益水準に復することは困難な見込み）。

（注）2023年度の予想数値については、2023年5月15日発表の情報に基づいています。

201�
࣮

Ӧۀརӹ

2025
ըܭ
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市ަ௨
435

ෆಈ࢈
505

ʢಛघཁҼΛؚΉɻʣ
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ΤンλϝଞΤンλϝଞ

市ަ௨市ަ௨

ಛघ
ཁҼ

Τンλϝଞ
20�

1,149 1,180
（単位：億円）

（参考）2025年度の利益イメージ　－コロナ前の実績（2018年度）との比較－

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応等について

2023年度業績予想/株主還元

当社では、資本コストを意識した経営の定着に向け、長期ビジョンにおいてROEを指標と
して定めており、これを含めて長期ビジョンの実現を通じて中長期的な成長を図っていくことが、
市場の評価の向上につながると考えています。
ROEの向上に向けては、投下資本利益率（ROIC）をグループの重要な内部管理指標として

活用して、利益と投下資本のバランスを図ります。具体的には、中長期的な観点での事業分析
や事業方針の検討に活かしていくほか、経営管理サイクルや投資判断にもつなげていきます。
特に、グループ全体の投下資本の多くを占める不動産事業では、投下資本を管理する重

要性が高いため、ROICを重要な指標として活用します。例えば、ROICの向上に寄与する短
期回収型事業にも取り組んでおり、2022年度に一定数の物件を売却したことに続き、2023
年度にも相応の数の売却を見込んでいます。これからも、こうした取組も活用しながら、資本
効率の維持・向上を図ります。
また、投下資本の小さい事業は、新規投資を行う際は精査が必要ですが、基本的には事業規模の拡大がグループ全体の

ROICの向上につながることを意識して、事業を推進していきます。

執行役員
グループ経営企画室担当

上戸 健司

2023年度業績予想

株主還元（具体的な利益配分）

2023年度は、不動産事業における分譲収入の増加や都市交通事業における旅客数の一定の回復を見込むこと等
により、増収を見込むものの、旅行事業・国際輸送事業における2022年度の一時的な需要への対応※の反動などに
より、利益は2022年度を上回ることを見込んでいます。
※旅行事業における新型コロナウイルス感染症による自宅療養者への支援業務等や、国際輸送事業における需給逼迫に伴う需要の取込みなど

2022年度の利益配分：1株あたり年間配当金50円、自己株式取得20億円（上限）
2023年度の利益配分（予定）： 1株あたり年間配当金50円、自己株式取得を実施予定

〈株主還元に関する基本的な考え方〉
当社グループでは、総還元性向を株主還元の指標と位置付けており、経営基盤の一層の強化に努めながら、総還元性向を30％とすることで、

安定的な配当の実施と自己株式の取得に取り組むことを基本方針としています。なお、自己株式については、保有の上限を発行済株式総数の
5％とし、上限を超過した場合は消却することとしています。

■ （参考）総還元性向の算出方法

■ 事業利益の推移

n年度の総還元性向（％） ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×  100
（n年度の年間配当金総額）　＋　（n＋1年度の自己株式取得額）

（n年度の親会社株主に帰属する当期純利益）
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特 集 1

大阪梅田
ツインタワーズ・

サウス

大阪梅田
ツインタワーズ・

サウス

梅田セントラルビル
大阪日興ビル
梅田OSビル

梅田セントラルビル
大阪日興ビル
梅田OSビル

当社グループの最も重要な事業基盤である大阪梅田エリアでは、「梅田ビジョン」に基づき、「芝田1丁目計画」など、新たな開発を推
し進めながら、大阪・梅田が国際的な都市間競争に勝ち抜ける都市になれるよう進化させていきます。

取組 大阪梅田エリアでのまちづくりの状況1

大阪梅田エリアの特徴
京阪神における交通の要－大阪梅田。かつては、商業を中心に文化の香りがある街として栄え、オフィスが少ないエリアでし

た。しかしながら、当社グループが手掛けた「大阪梅田ツインタワーズ・ノース／サウス」の開発等を通じて、近年、高機能のオフィ
スが相当数供給され、また今後も大規模なオフィスビルの開業が見込まれています。こうして、大阪梅田は、半径1km内に７つ
の駅とオフィス・商業施設・ホテル・金融機関・法律事務所等がコンパクトに集積する、ビジネス環境に優れた街としても、一定
の評価を得るようになってきています。

2,500,000

2,000,000

1,500,000
2003年
3月

2013年
3月

2023年
3月

（m2）

■ 大阪梅田エリアのオフィス面積の推移

「大阪梅田ツインタワーズ・サウス」
（梅田1丁目1番地計画）

うめきた2期地区開発事業「グラングリーン大阪」

2006年の阪急と阪神の経営統合を象徴する一大プロ
ジェクトとして、2014年10月から、新阪急ビルと大阪神ビ
ルディングの建替え・一体開発事業を推進。指定容積率の
緩和（1,000％→2,000％）などにより、2棟のビルの個別の
建替えでは確保できなかった広大な床面積が生まれ、施設
の価値とまちの魅力を高めることができました。
2022年2月に全体竣工を迎え、3月にオフィス部分が開
業し、4月には阪神梅田本店（百貨店）が全館で営業を開始
しました。同物件は、不動産賃貸事業の利益伸長に大きく
寄与する事業です。

当社グループでは、阪急電鉄を含むJV9社と阪急阪神不
動産を含む設計・運営事業者6社がそれぞれコンソーシアム
等を組成の上、開発事業者として選定されています。

「みどりとイノベーションの融合」をコンセプトに、オフィス・
ホテル・商業施設・住宅に加え、約45,000㎡の都市公園や
イノベーション施設などを一体で開発します。2024年9月に
先行街びらき、2027年春頃に全体開業を予定しています。

༻్ オフィス、百貨店、ホール等

Ԇচ໘ੵ 約260,000m2

ن 地上38階、地下3階

ॡɾظ࣌ 2022年2月

ೆ֗区 市ެԂ 北֗区

༻్
オフィス、ホテル、
商業施設、MICE施設、
分譲住宅等

ミュージアム、
大屋根施設、
飲食機能等

イノベーション施設、
ホテル、商業施設、
分譲住宅等

Ԇচ໘ੵ 約407,250m2 約11,000m2 約136,800m2

20233݄ JR大阪駅
（うめきたエリア）開業

2024�݄ 先行街びらき※1

2025य़ࠒ 賃貸棟全体開業※2

2027य़ࠒ 全体街びらき

※1 北街区賃貸棟、一部都市公園
※2 南街区賃貸棟

出所）調査月報　大阪の最新オフィス市況（三鬼商事㈱）

芝田1丁目ܭը
ʪॡظ࣌ະఆʫ

͏Ί͖ͨ2ظ区։ൃۀࣄ
ʮグϥングϦーン大阪ʯ

ʪ2024�݄ઌ֗ߦͼΒ͖ʫ

大阪ക田πΠンλϫーζɾ
αス

ʪ20222݄ॡࡁΈʫ

ી࡚ࠜ2丁目ܭը
ʪॡظ࣌ະఆʫ

凡例
当社グループが保有又は共有する
資産等（賃借物件を含む。）
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千里中央エリアは、新大阪・大阪梅田・大阪国際空港（伊丹空港）へのアクセス性が高
く、商業・オフィス・住居といった各機能が集積しています。また、2024年3月23日には、
北大阪急行線の延伸が予定されており、さらなる利便性向上が見込まれます。
当社グループは、同エリアに、千里阪急ホテル（2025年度末頃に営業終了予定）やオ

フィスビルなど複数の資産を保有しています。現在、豊中市や周辺地権者により構成さ
れた協議会に参加し、将来のまちづくりについて官民連携して検討を進めています。
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ຳ໘ל

ക田

芝田1丁目計画 曽根崎2丁目計画 西宮北口エリア

千里中央エリア

十三エリア

次代を見据えて、大阪新阪急ホテルと阪急ターミナルビル
の建替えや阪急三番街の全面改修を行うとともに、ターミナ
ル駅としての機能を強化しながら、大阪梅田エリアの玄関口に
ふさわしい複合機能拠点の開発を目指します。
この計画をグループ一丸となって推進するため、2022年
10月には、グループ全体から横断的にメンバーを招集し、「大
阪梅田2030プロジェクトチーム」を設置しました。今後、グルー
プの総力を結集して、計画内容の具体化を多角的に深めてい
く体制を整えています。

当社グループは、平成ビルディング株式会社との間で、梅田
ＯＳビル・大阪日興ビル・梅田セントラルビルの共同建替えの
検討を推進していくため、基本協定を締結しています。3棟の
ビルを一体で建て替えることで、概ね 3,000㎡の敷地を確保
することができ、大阪のメインストリートである御堂筋沿いに、
シンボリックで視認性の高いビルを開発することが可能となり
ます。今後、こうした立地の良さ等を活かして、オフィス機能の
導入をはじめ具体的な活用方について検討していきます。

阪急電鉄では、西宮北口駅周辺のまちづくりとして、2008年に大規模商業施設「阪急西宮ガー
デンズ 本館」を開業するとともに、教育施設等を誘致したほか、数多くの良質な住まいを提供
するなど、エリアの魅力度や利便性の向上に継続して取り組んできました。
2023年9月には、西宮北口南東エリアにおける大規模開発の集大成となる「阪急西宮ガーデ

ンズ　プラス館」が開業。こうしたまちづくりが多くの方々から支持されて、西宮北口エリアは、
関西の「住んでみたい街アンケート」で常時トップクラスを保っており、「住みたいまち」としての
地位を確立しています。

阪急十三駅は阪急神戸本線・宝塚本線・京都本線の主要3路線が乗
り入れる大規模な結節駅であり、さらに将来には、新線「なにわ筋連絡線」
「新大阪連絡線」も乗り入れる計画になっています。同駅周辺エリアは、
新線により新大阪や関西国際空港への交通利便性が高まるほか、「都
市再生緊急整備地域」に指定された新大阪駅周辺地域等と一体となっ
てまちづくりを進めていくことで、エリアの価値を大きく向上させるポ
テンシャルを有しています。
阪急十三駅から徒歩3分の淀川区役所跡地では、再開発事業者とし

て阪急阪神不動産が選定され、分譲マンション「ジオタワー大阪十三」
を含む複合施設を開発予定。同エリアのポテンシャルを最大限に生かし、
「住みたいまち」に発展させていくための契機となるプロジェクトと位
置付け、開発に取り組んでいます。

当社グループは、沿線各所においても、長年にわたり、まちの魅力度や利便性の向上に向けて、「住みたい街」「訪れたい街」づくり
に取り組んできました。今後も、当社グループが持つ資産を効果的に活用し、沿線の価値向上につなげていきます。

取組 沿線各エリアでのまちづくりの状況2

2023年9月開業の「阪急西宮ガーデンズプラス館」
商業・オフィス・賃貸マンション「ジオエント西宮北口」が

一体となった複合施設

北大阪急行線延伸部分　路線図
（2024年3月23日開業予定）

「ジオタワー大阪十三」
集合住宅のほか、図書館、保育・学童、商業、学校等の複合施設として
開発し、まちのにぎわい創出に貢献

千里中央エリア

梅田ビジョン
当社グループでは、西日本最大の交通結節点であり、当社グループの最大の事業拠点である「大阪梅田エリア」が、国際的

な競争力を高め、世界と関西をつなぐ「国際交流拠点」となることを目指して、同エリアの価値向上に向けた構想「梅田ビジョン」
を2022年5月に策定しました。
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梅田ビジョンについて詳しくはHPをご覧ください。　https://umeda-vision.hhp.co.jp/
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大阪梅田エリアまで

約20分

西宮北口
大阪梅田まで
約12分

十三
大阪梅田まで
約3分
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特 集 2

取組 ASEANエリアにおける取組1

ϕτφϜλΠ

γンΨϙール

ϚϨーγΞ

ϑィϦϐン

ΠンυωγΞ

ॅৡ ॅৡ
ྲྀݿ

ྲྀݿ

ॅৡ
ࢪۀઃ

Φϑィス
ホςル

ྲྀݿ

ॅৡ

ॅৡ

まずは、相対的にリスクが小さいフロー型事業（住宅分譲事業）から
海外不動産事業に本格的に進出。実需層のボリュームゾーンをメイン
ターゲットとして、マンションや戸建住宅などの住宅分譲事業を展開し
ています。

住宅分譲事業の展開

30,000
2��70

13��0

4220 3��0
�50

20,000

10,000

0
タイ ベトナム フィリピン インドネシア マレーシア

（戸）
ށըࢀ

5万戸Λ͑Δܭྦྷ

■ ASEANでの住宅分譲参画戸数（共同事業者の持分を含む。）
2023年9月1日時点 タイ「ニッチ モノ チェーン ワッタナ」

フィリピン「イデシア サンホセデルモンテ」

住宅分譲事業で実績を積み重ね、徐々に海外での不動産事
業に関するノウハウを蓄積するとともに、情報ネットワークを
構築しています。
こうした状況のもと、２０１５年にインドネシアで物流倉庫の
開発・運営に参入したほか、２０１９年のインドネシアの複合施設
「プラザインドネシアコンプレックス」を皮切りに、賃貸物件の
保有・管理への参画も進めてきました。特に、同国では、リス
クが小さく、早期に収益計上が可能な稼働中の物件を取得す
るという方針のもと、２０２２年には大規模商業施設「セントラル
パークモール」を初めてメジャー出資で取得したほか、2023
年9月には同施設に隣接した商業施設「ネオソーホーモール」
を取得しました。こうした取組を通じて、ASEANにおける賃貸
事業の基盤構築を進めていきます。

開発・賃貸事業への進出

レントン市の賃貸住宅
「Westview Village Apartments」

シアトル市の賃貸住宅
「Fox＆inch」

フェニックス市の賃貸住宅
「park at 33rd」 

海外不動産事業をより加速させるため、2022年以降、圧倒
的な市場規模を有するアメリカにおいて、流通量が多く、賃料
上昇等による成長が見込める賃貸住宅の取得を進めています。
今後、リノベーション等を通じ、さらなるバリューアップを図っ
ていきます。

取組 アメリカにおける取組2

リスクの最小化に向けた取組
海外不動産事業の展開に当たっては、次のような取組を通じて、リスクの最小化を図っています。
● 経済成長が見込まれるエリア（ASEAN）のほか、不動産の取引量や流通量が多い先進国（アメリカ）で事業を行う。
● 初進出国では、（長期保有を前提とするストック事業（賃貸事業）よりも）リスクが相対的に小さいフロー型事業（住宅分譲事業）又は
回転型事業から事業を開始する。

● 住宅分譲事業では、景気の変動を受けにくい実需ボリューム層をターゲットにする。
● 事業ポートフォリオの集中を回避するため、初進出国では、小規模な案件からスタートして徐々に物件規模を大きくする。また、
複数国で事業を展開する。

● 商慣習や法制度の違い等のカントリーリスクを最小化するため、現地の信頼できるパートナーと共同で事業を行う。

セントラルパークモール(2022年9月取得)
ネオソーホーモール(2023年9月取得)

ηンτϥルύーΫϞール ωΦιーホーϞール

ෑ໘ੵ 約85,700㎡（複合施設の敷地） 約21,700㎡

Ԇচ໘ੵ 約188,000㎡（モール部分） 約63,500㎡

ن 地上10階、地下2階他 地上7階、地下2階他

్༺ݐ 商業施設（約300テナント） 商業施設（約70テナント）

（注）敷地面積・延床面積には共同事業者の持分を含む。

■ 海外不動産事業の収益・利益の推移

2023年度の事業利益※は、51億円を見込んでいます。今後、
できるだけ早い段階で、事業利益100億円を目指していきます。

今後の見通し

（単位：億円）

2022࣮ 2023༧ ݮ૿
Ӧۀऩӹ 32 68 ＋36
˞རӹۀࣄ 11 51 +40
営業利益 11 28 +17
海外事業投資に伴う
持分法投資損益 ― 23 +23

※事業利益 ＝ 営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益
（注）2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に

基づいています。

A1Lλϫー ϓルϚンホςル

ιーホー

ιーホー Ωϟϐλル

ηンτϥルύーΫ
Ϩδデンス

ωΦιーホーϞール

ηンτϥルύーΫϞール
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特 集 3 2.鉄道駅におけるバリアフリー化の取組
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1.全駅へのホーム柵設置に向けた取組

取組 安全性の向上・バリアフリー化の取組1
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（可動式又は固定式）の設置を目指す。
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2042年度頃を目途に全駅へのホーム柵
（可動式又は固定式）の設置を目指す。

■ ホーム柵の設置状況 ■ 鉄道駅バリアフリー料金制度による徴収額と整備計画

■ 安全に関する設備投資
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■ 鉄道各社のバリアフリー化の整備状況※

3.鉄道車両における安全性の向上・バリアフリー化の取組
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取組 異常時における対応力の強化に向けた取組2
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連携による取組 θϩΧーϘン

ϕースϘール
ύーΫ

ෛՙͷ͍ڥ
ަ௨ωοτϫーΫͷ
ܗ

EVバス
（左：阪急バス
右：阪神バス）

左：阪急電車1000系
右：阪神電車普通5700系

阪神甲子園球場 阪急摂津市駅 阪神大石駅 阪急西宮北口駅

阪神甲子園球場
カーボンオフセット
試合を実施

宝塚大劇場
「カーボンニュートラルな
都市ガス」を導入

北大阪急行線の延伸に伴う
徒歩・自転車圏の拡大

阪急阪神不動産が運営
するオフィスビル・商業
施設で実質的な再エネ由
来の電力を導入・拡大
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備計画」によるエリ
ア全体の脱炭素化
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2013࣮※スコープ１，２相当 2022࣮ 2030目ඪ 2050目ඪ

332,837t-$02

2013年度比
△46％

実質ゼロ
当社グループの

CO2排出量削減目標※

（2022年5月公表） 361,832t-$02

616,365t-$02

まずはベースとなるグループのエネルギー使用量の削減に向けて、財務の健全性と投資効率をみながら、省エネの着実な推進
に取り組む。

①、②の取組だけで目標を達成することが難しい場合は、再生可能エネルギー電力（環境価値）の購入によりカバーリングするこ
とで対応していく。

技術革新の動向や事業採算性を踏まえて、創エネ（再生可能エネルギー発電設備等の導入）の検討を進める。

①省エネの着実な推進

③再生可能エネルギー（環境価値）の活用

②創エネの検討

ΧーϘンχϡーτϥルʹج͚ͨຊతͳऔํ

他社線において列車内での傷害事件が発生したことを受け、従来の自
然災害に係る異常時の対応に加え、鉄道テロ等の発生を想定した対応力
の強化に取り組んでいます。
阪急電鉄では、不審者が刃物でお客様に怪我をさせた状況から警察が
到着するまでの間を想定し、駅係員と列車の乗務員とが協力してお客様の
避難を誘導する訓練を警察と合同で実施しています。また、緊急事態時に
ご利用いただける非常通報装置等の設備位置を明示するとともに、その
使用方法や注意事項をポスター等で周知しています。さらに、列車内のセ
キュリティを強化するため、営業列車の一部に防犯カメラを設置し、その運
用等に関する試験を実施しています。設置している防犯カメラでは、車内
の様子を運転台や指令所で確認することができ、異常事態発生時の対応
の迅速化を目指しています。
阪神電気鉄道でも、各駅管区での粗暴行為を想定した訓練を行ってい

ます。近畿日本鉄道と相互直通運転を行っている桜川駅では、2022年4
月に同社との合同訓練を実施したほか、お客様の安全が確保できるよう緊
密な連携体制を構築しています。さらには、実際に走行する電車内でJア
ラー卜発令を想定した旅客救護・避難誘導訓練も実施しました。

台風・大雨等の自然現象や、人身事故等の異常時において、列車の遅延・運休が発生した場合に
は、訪日外国人旅客に対しても、現在の状況について速やかに情報提供を行うことで、不安を取り除
くことが重要です。
阪急電鉄では、2020年3月から多言語音声翻訳アプリを搭載したタブレット端末を全駅に配備し、
主要駅ではこの端末を活用して、通常時及びダイヤ乱れ時における多言語での駅放送案内を開始
しています。併せて、車掌の携帯情報端末でも同アプリを活用し、車内放送による運行情報のご案
内(運転見合せ時)を、多言語で行っています。

1.列車内における粗暴行為等への対応力強化

2.災害等の異常時における訪日外国人への情報発信の強化

非常通報装置に加
えて、車内でトラブ
ルが発生した場合
に、通報とともに乗
務員と通話ができ
る非常通話設備の
設置を進めています。
（阪急電鉄）

粗暴行為対応訓練（左：阪急電鉄、右：阪神電気鉄道）

■ さらなる安全性向上に向けた取組

テロ等によって､社会的影響が極めて大きく、重
大な事態が予想される場合や、その予告があり継続
した警戒が必要と認めた場合、又は不審物・不審者
の発見や被害が発生した場合には、巡回点検の強化
や警察との連携強化など、そのレベルに応じた対応
を行います。また、全駅のホーム、コンコースには約
1,200台の防犯カメラ
を設置し、さらなる犯
罪の防止に努めてい
ます。

［阪急電鉄］ 

ඃࡂɾ෮چঢ়گͷ報ڞ༗ฒͼʹ͓٬༷ͷ報ൃ৴
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試
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運
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再
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［阪神電気鉄道］  
列車事故総合対応訓練：踏切道に侵入してきた自動車に列車が接
触し脱線したという想定で、社長、安全統括管理者をはじめ100名
以上が参加して訓練を行いました。お客様の安全確保を最優先とし
た迅速かつ的確な避難誘導に係る判断力・対応力の向上を図ると
ともに、早期の被災状況の確認と復旧作業、運転再開へ向けた情
報の収集及び伝達方法、お客様への運行状況等に関する情報発信
方法を検証しました。
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省エネ車両への更新

省エネルギー車両導入実績（2023年3月末時点）

当社グループでは、鉄道運行がエネルギー使用の40％を占めています。このた
め、鉄道運行に伴うCO₂排出量の削減を最重要視し、車両機器メーカーと開発協議
等を行いながら、省エネ性能の高い車両の導入や更新に注力しています。例えば、
阪急電鉄及び阪神電気鉄道における最新の省エネ性能が最も高い車両においては、
モーターに永久磁石同期電動機を用いた高効率のVVVFインバータ制御装置のほ
か、前照灯を含むすべての照明機器にLED照明を採用し、従来型車両と比較して約
50％～60%の消費電力削減を実現しています。また、阪急電鉄及び阪神電気鉄道
では、従来の鋼製車両に比べ軽量化を図ったアルミ車両やステンレス車両を用いて、
車体重量が軽い分、少ない電力で動かすことができる車両の導入を進めています。

阪急バスでは、走行時にCO2を排出せず環境負荷が低いEVバ
スを、2021年10月から大阪大学学内連絡バスとして2両導入し
ており、現在では千里営業所管轄路線で2両、茨木営業所管轄路
線で4両運行しています。
阪神バスでも、2023年5月からEVバス2両の運行を開始しま

した。これは兵庫県内の乗合路線バスとしては初の事例となります。

環境負荷の低いEVバスの導入

当社グループでは、鉄道駅舎屋根上のほか、各施設で、
太陽光発電設備の設置によるCO₂削減を進めています。
　都市交通事業：阪神大石駅、阪急摂津市駅、
　　　　　　　 阪急西宮北口駅
　不動産事業：HEPファイブ
　エンタテインメント事業：阪神甲子園球場

鉄道は、自家用乗用車に比べ、輸送量あたりのCO2排出量が約1/8と、環境負荷の低い交通機関です。社会全体におけるCO2排出量を
削減する有効な手立てとして、環境負荷の低い鉄道の利便性を向上することで過度な自動車利用を抑制することが有効だと考えられています。
当社グループでは、阪神なんば線に代表されるような鉄道ネットワークの充実に努めるとともに、バス網の再整備やレンタサイクル・
駐輪場など自転車の利用環境の充実も併せて、鉄道駅を軸とした環境負荷の低い交通ネットワーク形成に取り組んでいます。2024
年3月開業予定の北大阪急行線の延伸により、市街地の真ん中に南北を貫く二つの駅を開業することで、新駅までの徒歩・自転車圏
が大幅に拡大します。また、新駅を中心としたバス路線の再編による利便性の向上により、自動車から公共交通へのモーダルシフトに
よる環境負荷低減効果※が見込まれます。今後も、行政や自治体と連携しながら、公共交通の利用促進に取り組んでいきます。
※北大阪急行線の延伸によるCO2削減貢献量は、年間で△1,310t-CO2

阪神電気鉄道では、「ゼロカーボンベースボールパーク整備計画」として、阪神タイガー
スファーム施設（2軍本拠地）の移転先として予定されている兵庫県尼崎市の小田南公
園をはじめ､公園への動線となる尼崎市内の阪神電車各駅において、徹底した省エネ化、
再エネ設備の導入などに取り組み、エリア全体の脱炭素化を目指しています。
同計画は、尼崎市と阪神電気鉄道による共同提案として、2022年4月に環境省の「第1回脱炭素先行地域※」に選定されました。選定にあ

たっては、「阪神タイガース」と連携することにより、まちづくり・観光振興・地域活性化と脱炭素化との両立を目指した提案の実現可能性の
高さや、アナウンス効果の大きさが評価されたことに加えて、公園への動線となる鉄道駅の脱炭素化やEVバスの導入計画も評価されました。
※脱炭素先行地域:2050年カーボンニュートラルに向け、先行的な取組により、家庭や店舗・ビル等（民生部門）での電力消費に伴うCO2排出量を実質ゼロにすることなどを実現する地域と
して、環境省が選定するもの

2022年4月に大阪梅田ツインタワーズ・ノース/サウスの両ビルにおいて、「トラッ
キング付非化石証書※1」を活用した実質的な再生可能エネルギー由来の電力を導
入※2しました。さらに、対象物件を順次拡大しており、2025年度には大阪梅田地区
及び阪急阪神沿線で運営するオフィスビル・商業施設等※3における電力使用量※4の
大部分を実質的な再エネ電力に置き換える予定です。これにより、建物所有者と入
居企業が一体となって脱炭素社会の実現に取り組んでいきます。
※1 非化石電源（再生可能エネルギー等）由来の電気が有する「環境価値」が証書化され、加えて発電所の所在地等

の属性情報（トラッキング情報） が付与されたもの。再エネ指定の証書を電力に付加することにより、実質的に
再エネ由来の電力となる。

※2 共用部とオフィス専用部の双方に導入
※3 建替・再開発予定の物件、使用電力が極めて小さい物件、当社グループがエネルギー管理権原を有しない物件

など、一部の物件を除く。
※4 ガスコージェネレーションシステムによる自家発電分を除く。

阪神甲子園球場では、2022年度に株式会社オカムラによる賛同・支援の下、「J-クレジット制度※1」を活用したカーボンオフセット試
合（６試合）で排出されたCO2（約200t-CO2）をオフセットしました。また、宝塚大劇場では、2023年8月から、劇場で使用する都市ガ
スを「カーボンニュートラルな都市ガス※2」に切り替えました。これにより、年間約1,300t-CO2（一般家庭の1,300世帯分）のCO2排出
量削減を見込んでいます。
※１ J－クレジット制度:省エネルギー機器の導入や森林経営などの取組による、CO2などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量を、クレジットとして国が認証する制度
※2 天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生する温室効果ガスをクレジットで相殺した「カーボンニュートラルLNG」を活用した都市ガス

太陽光パネルを設置

ハンシン建設及び中央電設では、官公庁、民間企業への豊富な施工経験を基に、当社グループ内外の施設における太陽光パネル
等の導入・運用を提案・施工しており、当社グループの脱炭素化に向けた取組を強化するとともに、社会の再生可能エネルギーの拡
大に貢献していきます。

太陽光パネル等の導入・運用の提案・施工

環境負荷の低い交通ネットワークの形成

ゼロカーボンベースボールパーク

オフィスビル・商業施設等への再生可能エネルギー由来の電力の導入

排出枠の活用も推進

1000系（阪急電鉄）

5700系（阪神電気鉄道）

EVバス（阪急バス） EVバス（阪神バス）

阪神甲子園球場 阪急西宮北口駅

導入事例

大阪梅田ツインタワーズ・ノース（左）：サウス（右）

取組 省エネの取組1

取組 創エネ及び再生可能エネルギー（環境価値）の活用2

取組 社会全体で取り組む脱炭素化への貢献3

阪急電鉄
● VVVF車化率：63％（105/168編成）
●アルミ車両：842両(65%) 
● LED照明導入車両：772両(60%）
※保有車両の総数：1,291両

阪神電気鉄道
● VVVF車化率：70％（53/76編成）
●ステンレス車両：162両（47％）
● LED照明導入車両：220両（67％）
※保有車両の総数：358両

当社グループは、社会貢献活動「阪急阪神　未来のゆめ・まちプロジェクト」
の10周年を機に、2019年5月から、国や自治体、企業、市民団体等と連携し、
SDGｓの達成に向けた多様なメッセージを発信する「SDGsトレイン　未来
のゆめ・まち号」（阪急3編成・阪神1編成）を運行しています。最新の省エネ
車両を使って、従来型より消費電力を約50％削減しているほか、2020年９月
からは、東急グループと連携し、東西での協働運行を行うとともに、走行にか
かる電力をすべて（実質的に100％）再生可能エネルギーで賄っています。

「SDGｓトレイン未来のゆめ･まち号」の運行
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02 価値創造の実践
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■ サステナビリティ推進体制図
取締役会

グループ各社

実施・報告

監督 付議・報告
（重要なもの）

中
期
経
営
計
画
に
織
り
込
み
付
議

付議・報告  （重要なもの）

方針提示

αスςφϏϦςィਪਐҕһ会

グループ経営会議

・委員長（議長）
・委員

・事務局 人事総務室 サステナビリティ推進部（主管）
グループ経営企画室 経営推進部・経営計画部

P

D

C

A サステナビリティ
推進委員会

� 15ࡉৄ  162ʙ63ࡉৄ  166ࡉৄ � 16ࡉৄ  170ࡉৄ  172ࡉৄ

阪急阪神ホールディングス グループCEO
阪急阪神ホールディングス 代表取締役、
人事総務室担当執行役員、グループ経営
企画室担当執行役員、委員長が指名する者

※SDGsのアイコンは重要テーマに関連が強いものを先頭に掲載

社グルーϓɺ࣋ଓతͳΛ目͍ͨͯ͘͠ࢦΊͷϕースͱͯ͠2020ʹࡦఆ͠ ʮͨαスςφϏϦςィએݴʯʹ ͮج
͖ɺE4(ʹؔ͢ΔऔΛ͞ΒʹՃͤ͞ΔͱͱʹɺۀࣄΛ௨ͯ͡社会՝ͷղܾʹΊɺ࣋ଓతͳۀاՁͷ্ɺͻ͍
ͯ࣋ଓՄͳ社会ͷ࣮ݱΛ目͠ࢦ·͢ɻ

重要テーマ（マテリアリティ）と取組方針 具体的な取組の方向性関連する領域※

①鉄道や営業施設における事故の撲滅と安全性の更なる向上
②防災・減災に向けた取組の推進と災害発生時の迅速かつ適切な対応 
③さまざまな人々のニーズに配慮した、安心で快適な施設・サービスの充実

鉄道をはじめ、安全で災害に強い
インフラの構築を目指すとともに、
誰もが安心して利用できる施設・
サービスを日々追求していきます。

安全・安心の追求

①良質な住環境の整備（優良な住宅の供給、緑地や公共スペースの整備、
文化・教育施設などの充実）

②人の交流を生み出す商業・ビジネスエリアの整備・拡大
③女性が働きやすく、子育てしやすい沿線環境の整備
④高齢者の健康寿命の増進に向けた施策の推進
⑤訪日外国人・在住外国人のニーズに対応したサービスの提供
⑥大学や研究機関・ベンチャー企業・地域コミュニティ等との協業・連携強化

自然や文化と共に、人々がい
きいきと集い・働き・住み続
けたくなるまちづくりを進め
ます。

豊かなまちづくり

①自然と調和するライフスタイルを実現する商品・サービスの提案 
②地域の活性化や文化振興につながる商品・サービスの提案
③多様な価値観に応え、快適さや感動を生む商品・サービスの提案
④次代を担う若年層のための商品・サービスの提案
⑤スポーツやエンタテインメントを通じた文化の創造と普及
⑥ICTイノベーションを活かした既存サービスの改善と新規ビジネスの創出

未来志向のライフスタイル
を提案し、日々の暮らしに快
適さと感動を創出します。

未来へつながる
暮らしの提案

①働きがいの向上および労働環境の整備
②健康経営の推進
③ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
④人権の尊重およびハラスメントの防止
⑤次世代を育成する機会の提供

多様な個性や能力を最大限に
発揮できる企業風土を醸成す
るとともに、広く社会の次世
代の育成にも取り組みます。

一人ひとりの活躍

①CO2など温室効果ガスの排出量の削減
②エネルギー効率の改善(省エネの推進)
③再生可能エネルギー (太陽光発電など)の活用
④環境配慮型建物(グリーンビルディング)の拡大
⑤廃棄物発生の抑止およびリサイクルの推進

①企業統治の実効性・透明性の向上
②コンプライアンス･腐敗防止の徹底
③気候変動リスクを含めたリスクマネジメントの強化
④各ステークホルダーの意見を踏まえた事業遂行

すべてのステークホルダー
の期待に応え、誠実で公正な
ガバナンスを徹底します。

ガバナンスの充実

当社グループでは、2020年度からサステナビリティ推進委員
会（委員の構成等は右図のとおり）を、年2回(9月・2月)開催して
います。同委員会では、サステナビリティに関する外部環境（行
政・投資家・他社の動向等）やESG評価機関の評価状況等を踏ま
え、当社グループのサステナブル経営の重要テーマに関する方
針を策定したり、取組の進捗状況について確認したりするほか、中
期経営計画に反映すべき事項等について審議・決定しています。
また、同委員会における審議内容は、グループ経営会議に
付議されるとともに、取締役会にも報告してその監督を受けて
います。このように、グループ全体のマネジメント体制に組み
込んで、サステナブル経営を推し進めています。

サステナビリティ推進委員会を中心に、事務局（主管）であるサステナビリティ推進部が経営企画部門や各事業部門と連携しながら、
サステナブル経営のPDCAサイクルを回しています。

サステナブル経営の推進体制

■ サステナブル経営のPDCAサイクル

重要テーマ 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績 対応
ページ
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※主要6社：阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神ホテルズ

サステナビリティ推進委員会
での報告・審議事項

各コア事業の非財務KPI

グループ共通の非財務KPI

P 委員会（2月） D グループ各社

C 委員会（9月）A グループ各社

・次年度以降の計画や非財務KPIの達成に
向けた課題を確認
・2月の委員会の後、3月のグループ経営会議
における審議を経て、取締役会にて計画決定

3月に決定した計画・アクション
プランに基づき、非財務KPIの達
成に向けた具体的な取組を実施

非財務KPIの前年度の実績を確
認、グループ全体の経営計画に
反映すべき事項を審議・決定

9月の委員会の審議・決定事項を踏まえ、
各コア事業の実行計画への反映やアクション
プラン・非財務KPIの見直しを検討
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ゼロの継続

継続的に前回調査を上回る
10％程度まで向上（2030年度）
30%以上を継続
60%以上（2025年度）
15%以下（2025年度）
100%（2025年度）

2013年度比△46%（2030年度）
実質ゼロ（2050年度）

阪急電鉄・阪神電気鉄道・
北大阪急行電鉄・能勢電鉄

当社及び主要6社
当社及び主要6社

当社及び子会社の国内事業所

当社及び主要6社※で2年に一度実施
当社及び主要6社
当社及び主要6社
当社及び主要6社

3.57（2021年度実績）

5.6％
34.6％
55.8％
18.7％
94.8％

0件

2013年度比
△41.3％ P91

P58

P89

～暮らしを支える「安心・快適」、暮らしを彩る「夢・感動」を、未来へ～基 本 方 針

サステナビリティ宣言
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脱炭素社会や循環型社会に
資する環境保全活動を推進
します。

環境保全の推進

６つの重要テーマ（マテリアリティ）を実現するために、非財務KPIを各コア事業でも設定し、改善の取組を進めています。

バリアフリー化率、
省エネ車両の比率など

大型ビルのBCP対応率、
環境認証取得率、ZEH化率など

野球教室数、
児童・学生観劇者数など

防災協定締結自治体数、
情報セキュリティ認証状況など

ツアー参加者満足度、
連携自治体数など

BCPの整備率、
通関誤謬率（の改善）など

国際輸送事業情報・通信事業エンタテインメント事業 旅行事業都市交通事業 不動産事業

ϚςϦΞϦςィͷಛఆϓϩηス
グローバル共通の社会課題（SDGs・SASB等）と当社グループが特に対処すべき社会課題を基に、事業部門・外部有識者等へヒアリングの上、取締役会にて
決議しました。詳細は https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/#theme

● 重要テーマに関する取組の
進捗状況の確認

● 当社グループのESG情報
の開示に対する評価分析

● サステナビリティに関する
社会動向の分析

● 上記を踏まえ、方針の策定
と計画の確認

αスςφϒルܦӦͷਪਐ
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人的資本 ～一人ひとりの活躍～
長期ビジョンの実現に向けては、沿線やコンテンツの魅力をさらに高め、事業フイ一ルドをより拡げるなど、グル一プが一

体となって変革を推し進めていく必要がありますので、その原動力となる従業員一人ひとりが活躍することは、欠かせない重
要なファクタ一です。こうしたことを踏まえ、当社グループでは、今後とも従業員の働きがいや働きやすさをより高め、多様な
人材が個性や持てる能力を最大限に発揮し、活躍できる環境を整備することで、様々な価値観が響きあう躍動感溢れる組織
を創っていきます。

考え方

人材戦略

各戦略に基づいた取組

長期ビジョンを実現するためには、同ビジョンと連動した人材戦略が必要です。そのために、新卒の同質性の高い人材だけに頼るの
ではなく、多様な人材を備え、また従業員の潜在能力を新たに見出し、会社と従業員の双方が協力してそれを高めながら、一人ひとり
が活躍しやすい環境を整えていきます。

長期ビジョン（=経営戦略）と連動した人材戦略

● 従業員の潜在能力の発見と
　その能力の開発
● ジョブローテーションの実施

● 外部労働市場から
　スペシャリストを採用
● 従業員のスキルアップ・リスキル

● 女性・高齢者・
　障がい者・
   外国人労働者・
　経験者採用者等の
   積極的な活用

～高いエンゲージメントを有する人材づくり～

継続的な企業価値の向上

長期ビジョンの
達成を目指して

グループが一体となって
変革を推進

1戦 略 ～当社グループのDXを牽引・推進する人材を確保～

3戦 略

～新たな価値創造に資する多様な人材を確保～

2戦 略

一人ひとりの活躍

1戦 略

高いエンゲージメントを
有する人材づくり

新たな価値創造に資する
多様な人材を確保

2戦 略

当社グループのDXを
牽引・推進する人材を確保

3戦 略

高いエンゲージメントを
有する人材づくり

1戦 略
グループが一体となって「変革」を推し進めるためには、コロナ禍を契機とした人々

の行動変容など様々な外部環境の変化に柔軟に対応し、一人ひとりが変化を楽しみ、
自律的に組織の成長のために行動できる、高いエンゲージメン卜を有する人材が必要
になります。

具体的な施策
● 従業員満足度調査
● 多様な働き方・職場環境の整備
● 健康経営の推進

● ハラスメントの撲滅
● 人材育成の取組

従業員満足度調査
当社グループでは、従前から従業員満足度調査を実施

しており、定期的なモニタリング（PDCAサイクルの循環）
を通じて、従業員満足度を継続的に向上させていくこと
を目指しています。本調査では、行動・成果として現れる
と考えられる、右図結果欄に記載の4項目の平均値を従
業員満足度と定義し、改善策の設定と効果の検証を行え
るように、これらの要因となりうる仕事・職場・上司・会社
等の現状を把握するための項目を併せて設定しました。
2023年度から、グループ全体の従業員エンゲージメン
トを把握することの重要性に鑑み、連結子会社及び一部
の非連結子会社・関連会社を含む94社で実施することに
なりました。

非財務KPI 目標値（2025年度） 2022年度実績（前年差異） 備考

従業員満足度 継続的に前回調査を上回る 3.57／5段階
（2021年度実績） 隔年実施（2022年度は実施していません。）

直近の入社3年以内離職率 ― 25.4%

平均勤続年数 ― 19.6年

特定保健指導実施率 60%以上 55.8%　(＋6.5pt) 対象者は2021年度の健康診断の結果から抽出
（特定保健指導を終了した者 ／特定保健指導対象者）

喫煙率 15%以下 18.7%　(△1.6pt)

休業災害度数率 ― 0.55
100万延べ実労働時間あたりの労働災害による死傷者数
(休業1日以上）。
第三者行為災害・通勤災害を除く。

当社主催人権研修受講率 100%を継続 100%

研修受講者数（延べ） ― 21,253人

一人あたりの教育時間 ― 11.13時間

※対象範囲は当社及び主要6社(阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神ホテルズ）

従業員満足度調査の構造

従業員満足度：3.57
品質の維持・向上

職場への貢献意欲 会社への貢献意欲仕事への貢献意欲

職場でのG経営理念の実践

職場での多様性の推進 会社のメッセージの浸透

上司のマネジメント

人事諸制度の充足

会社への信頼仕事の状況

結 

果

要 

因

3.35

3.64 3.693.61

※前回（2021年度）の調査結果（5段階）。対象範囲は当社及び主要6社
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人材育成基本方針
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研修体系の概要

求める人材像

阪急阪神ホールディングス社員のあるべき姿とは
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・グループ新任取締役・監査役研修
・社内ビジネススクール
・新任管理者研修
・昇格者研修
・評価者研修 ほか

・マーケティング・経営戦略研修
・昇格者研修
・新入社員フォロー研修
・新入社員研修 ほか

目తݚम

管
理
職

課
長
補
佐

一般
社
員

デジタル関連
支援の充実

当社グループでは、従業員やその家族の心身の「健康」が、
幸せの源泉であるとともに、グループの豊かな未来の礎であ
るという考えのもと、健康経営を推進しています。2023年1月
には、より戦略的に健康経営を進めるため、グループCEOを
委員長とする「健康経営推進委員会」を設置し、グループ横断
的な議論を行っています。
また、当社及び主要6社をはじめとするグループ各社では、
健康経営推進責任者を取締役社長として体制を整備し、各種
の健康施策に取り組んでいます。その結果、 「健康経営優良法
人2023※」には、25社(前年比+6社)が認定され、うち阪急
電鉄・アイテック阪急阪神がホワイト500、阪急阪神リート投
信がブライト500を取得しました。

当社グループでは、2年に一度、職場環境アンケー卜調査を
グループ全社で実施しており、その結果は、各社が作成する「ハ
ラスメン卜防止対策計画」の策定に活用するほか、職場環境の
改善や教育に活かしています。また、ハラスメン卜の相談窓口
を、当社と各社の双方に設置し、相談しやすい環境づくりに努
めているほか、ハラスメント相談窓口担当者のスキルアップの
ための研修も実施しています。加えて、グループ各社の社長を
対象に人権啓発研修を毎年実施しているほか、各階層の昇格
者や新入社員にもハラスメン卜をはじめとした人権啓発研修を
行っています。

※特に優良な健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度。
各部門の上位500社が「ホワイト500」「ブライト500」に認定される。　

当社グループの6つのコア事業では、業界内において相応
な競争力を身につけるため、コア内での人事異動をベースと
して、各事業に精通した人材を多数育成することを重視して
きました。
ただ、当社グループの経営という観点では、事業に相応に精
通しつつ、グループ全体の舵取りを行っていく人材は不可欠で
あります。そこで、そうした人材を育成していくという観点から、
コアを超えた人事異動も含めて、長期的かつグループ全体の
視点に立って人材が育成できるよう、計画的なジョブローテー
ションを徐々に増加させていきます。

ʬ ઐ৬ίース ʭ
当社では、2022年度に、既存の基本コース(マネジメントコー

ス）に加えて、専門職コース(エキスパ一卜コース)を新設する
ことで、事業戦略上必要な専門人材も適切に処遇できるように
しました。
当社では、このように、社員のキャリアに新たな選択肢を設

けることにより、社員のパフォーマンスをこれまで以上に引き
出し、当社グループの事業の強化・業績の一層の伸長を目指
していきます。

健康経営

ハラスメントの撲滅

人材育成

෦ 2020 2021 2022 2023

大ن๏ਓ 5 8 10 11

தখن๏ਓ 6 7 9 14

ܭ 11 15 19 25

ʬ ڭҭϝχϡー ʭ
当社では、「人材育成基本方針」を定め、それに基づき毎年、
各種育成施策を実施しています。これにより全社員の着実な

ʬ ܭըతͳδϣϒϩーςーγϣン ʭ

多様な働き方・職場環境の整備
当社グループでは、時間や場所にとらわれない多様な働き
方を可能とする制度や、自由闊達で働きやすい職場環境の整
備に取り組んでいます※。今後も、すべての従業員が、それぞ
れのライフイベント等に応じて柔軟に、安心して働き続けられ
る環境を整備するとともに、生産性が高く、価値創出に資する
活発なコミュニケーションが行われる職場風土の醸成に努め
ていきます。
※内容は、会社・部署等によって異なります。

ॴʹͱΒΘΕͳ͍ଟ༷ͳಇ͖ํΛՄͱ͢Δ੍ؒ࣌
●在宅勤務制度
●フレックスタイム制度
●時差出勤制度
●半日単位、時間単位の年次有給休暇の取得制度
●育児、介護、治療と職業生活を両立する社員を対象とした
短時間勤務制度及び短日数勤務制度　等

ࣗ༝ᮣୡͰಇ͖͍͢৬ڥͷඋ
●フリーアドレス
● ABWエリア（一人での集中作業やWEB会議に適した
個室スペース、少人数でのミーティングに適したフリー
スペース等）の設置

●服装の自由化

2023年度から、当社社員の年次目標に、女性の活躍推進、
男性の育児休業等取得率の向上、そのほか健康経営の推進な
どサステナブル経営に資する目標を「サステナビリティ目標」と
して、新たに設定することとしました。社員一人ひとりがサステ
ナブル経営とは何か、そのために自分は何をすべきかを考え、
定期的に言語化する中で、サステナブル経営に対する意識向
上や風土醸成につなげていきます。

当社社員の目標面談シートにサステナビリティ目標を新設

ステップアップを支援しているほか、個々の自律的な学びを
サポートするために自己啓発学習の費用補助などを行ってい
ます。さらに、外部研修や国内MBA大学院へ社員を派遣して
知識の習得や人脈の形成に活かしています。
具体的には、自己啓発メニューとして、グロービス・マネジ

メント・スクールや、DX関連のeラーニング、その他、キャリ
アアップにつながる外部研修の受講料を全額支援しています
（支給上限あり）。
このほか、先見性・創造性を養うための研修として、「新規価
値創造プロジェクト研究」を実施しています。これは、各分野の
有識者による講座・討議・研究等を通じて、自事業等に係る
新規価値を構想・提案する研修です。

大規模法人部門（ホワイト500）

中小規模法人部門（ブライト500）

大規模法人部門

中小規模法人部門

504� Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023

Ձͷ࣮ફ ϓϩϑィール ՁスτーϦー Ձͷ࣮ફ Ձͷج൫ ɾ会社報ࡒ



ඇࡒ,1* 目ඪʢ2025ʣ 2022࣮ʢલࠩҟʣ උߟ

女性新規採用者比率 30%以上を継続 34.6%(△2.2pt)

女性管理職比率 10%程度まで向上
（2030年度） 5.6%(+0.5pt)

男女間賃金格差 ― 71.5% 当社における男性従業員の賃金支払実績に対する女
性従業員の賃金支払実績の割合（対象範囲：当社）

男性育児休業等取得率 100% 94.8%(+7.2pt) 2022年度の育児休業・育児目的休暇の取得者数／
2022年度に配偶者が出産した従業員数

障がい者雇用率 法定雇用率以上を継続 3.05%(+0.09pt) 対象範囲:特例子会社適用19社

新規採用者における経験者採用比率 ― 27.5％(+17.9pt) 2022年度の新規採用者のうち経験者採用者の割合

外国人社員比率
（外国人社員数の対前年増加率） ― 0.53％(+0.01pt)

※対象範囲は、備考に記載があるものを除き、当社及び主要6社( 阪急電鉄・阪神電
気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神ホテルズ）

新たな価値創造に資する
多様な人材を確保

2ઓ ུ

当社グループのDXを
牽引・推進する人材を確保

3ઓ ུ
SDGsへの対応に加え、多様な価値を創造・提供し続けるためには、「定められた業務

をきちんと遂行することに長けた人材」だけでなく、新たな視点で組織に変化を与える
ことができる、多様な人材(スキルや行動特性、キャリア・経験、生産性の高い働き方など)
が必要になります。

労働力の不足、消費者のニーズや価値観の変化など「急速なビジネス環境の変化」に
対して、データとデジタル技術を活用してスピーディーに対応し卜ランスフォーメーション(価
値創造、生産性向上）を実現することができる、当社グループのDXを牽引・推進する
人材が必要になります。

具体的な施策
˔ ঁੑ社һͷ׆༂ͷਪਐ
˔ உੑ社һͷҭࢀࣇըͷਪਐ

˔ ো͕͍ऀޏ༻ͷग़ͱࢧԉ
具体的な施策
˔ %Xਪਐମ੍ͷߏங
˔ %Xਓࡐͷ࠾༻ɾҭ

当社及び主要6社では、「女性活躍推進法に基づく行動計画」
を策定し、積極的な女性採用を継続的に実施するとともに、多
様なキャリア形成の促進や、仕事と家庭の両立支援施策の充
実等により、従業員が性別を問わずいきいきと活躍できる環
境の整備に努めてきました。
こうした取組の結果、当社は、性別多様性に優れた企業で構
成される「MSCI日本株女性活躍指数（WIN）」の構成銘柄に、
2020年以降、4年連続で選定されています。今後も、すべて
の従業員がその個性や能力を十分に発揮できるよう、①ライ
フイベントとの両立支援、②キャリア形成支援、③周囲の理解
促進を柱として、各種施策の推進に取り組んでいきます。

当社では、男性従業員の育児休業等取得率は既に高い水準
にあることから、育児参画の効果をさらに高めるため、育児休
業等の取得日数向上を目的とした施策（長期休業取得に対す
るインセンティブの設定、特別な有給休暇の付与等）を、2023
年４月から開始しました。また、当社の育児支援制度を一覧で
きるリーフレットを作成し、各種制度の利用を促すこと等により、
男性従業員が育児に参画しやすい職場風土の醸成を推進して
います。

当社では、2022年4月に、DXプロジェクト推進部を創設し
ました。グループ共通のプラットフォームの構築などは同部が
推し進める一方で、各コア事業では業務に精通した人材がデジ
タルを意識的に活用する取組を行い、それらを通じてグルー
プ全体でDXを推進しています。

当社グループには、情報・通信事業を持つ強みがあり、同事
業においては、IT最前線に挑む専門家人材が育っています。そ
れらの人材に加えて、当社では、新たな知識や視点を吸収しな
がらグループ全体でDXを推進していくために、2022年度か
ら新たに経験者の採用をはじめました。

当社グループでは、障がい者が働きやすい環境を整備する
とともに、将来にわたり、積極的に障がい者の雇用機会の創出
を図るため、特例子会社である「あしすと阪急阪神」を中心に
障がい者雇用に取り組んでいます。

女性社員等の活躍の推進 男性社員の育児参画の推進

DX推進体制の構築

DX人材の採用・育成

障がい者雇用の創出と支援

ඇࡒ,1* 目ඪʢ2025ʣ 2022࣮ උߟ

DX教育費率 15％程度を継続 19% 対象範囲:当社

DXオンライン教育修了者割合 100％を継続 100% 人材育成費用に占めるDX教育費の割合
（対象範囲:当社）

デジタル教育の考え方
各事業の価値創造の推進及びグループ各社の生産性向上に寄与し、
各組織を牽引する人材を育成すべく、研修(Off-JT)及び自己啓発支援の
両面から教育機会を提供する。

DX人材育成プログラムの達成目標
⁞ 「エンジニア/プログラマ」育成研修を実施し、実務で
 実践可能なテクニカルスキルを習得

  将来的に「アーキテクト（DXやデジタルビジネスに関する
     システムを設計できる人材）」を目指せる基礎を習得

社ʹ͓͚Δૅجతͳデδλルڭҭ ΞΠςοΫ阪急阪神ʹ͓͚Δઐతͳデδλルڭҭ

・DX思考講座
・新規価値創造プロジェクト研究
・AIを活用した課題解決型研修
・DX基礎知識獲得のための
  eラーニング

・数字を読む力・分析力獲得の
  ためのeラーニング
・Officeを活用した生産性向上
  研修への派遣

・ITツールを活用した生産性向上・
  情報セキュリティ研修

目的 手段

【DX】
「顧客起点の価値創出」の
ための事業やビジネス
モデルの変革

【デジタライゼーション】
個別の業務・製造プロセス
のデジタル化

【デジタイゼーション】
アナログ・物理データの
デジタルデータ化

教育メニュー

価
値
創
造

新規価値
創出

生
産
性
向
上

付加価値
向上

投入コスト
削減

人材の呼称例 人材の役割

　  プロデューサー

　  ビジネスデザイナー

  アーキテクト

　  UXデザイナー

⁞ エンジニア／プログラマ

学
び
サ
ポ
ー
ト
制
度

（
D
X
・
I
T
分
野
の
支
援
強
化
）

データサイエンティスト／
AIエンジニア

DXやデジタルビジネスの実現を主導する
リーダー格の人材(CDO含む)
DXやデジタルビジネスの
企画・立案・推進等を担う人材

上記以外にデジタルシステムの実装や
インフラ構築等を担う人材

DXに関するデジタル技術(AI・IoT等)や
データ解析に精通した人材
DXやデジタルビジネスに関するシステムの
ユーザー向けデザインを担当する人材

DXやデジタルビジネスに関する
システムを設計できる人材

また、2022年度から、当社全社員を対象にデジタルの基礎
知識を習得するためのeラーニングをはじめとして、充実した
デジタル教育を実施しています。加えて、「DX人材育成プログ
ラム」という新たなローテーションの仕組みを導入しました。具
体的には、各コア事業に配属された一定数の若手社員について、
入社3年目を目安にアイテック阪急阪神へ出向させ、2年程度
後に元の所属に復帰させるというものです。これは、同社への
出向期間中にプログラミングやシステム開発などの業務を経
験させることで、情報処理技術と事業内容の双方の見識を持
つ人材を創り出すことを狙いとしています。また、このプログ
ラムをベテラン社員のDX分野に絞ったリスキルにも活用して
いく予定です。

● 全社員（他社への出向者を含む）1,300人のうち男性社員が約85.5％と、男性の構成比率が高い状態にあります。
● 昇格要件に男女の差異はありませんが、管理職に相当する年齢層において、女性の割合が低いことが差異の要因であると考えられます。

※MSCI　https://www.msci.com/our-solutions/esg-investing
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物理的リスクに対するハード・ソフト両面での対応例事 例

߲目 Λ༩͑Δ߲目ڹӨۀࣄ
４℃ 1.5℃˞2

ӦۀརӹͷӨ1˞ֹڹ

ҠߦϦスΫ

ཧతϦスΫ

炭素税・炭素価格 CO2排出量への炭素税の課税

˚3�ԯԁ

ʢ�34ԯԁʣ

˚4ԯԁ

˚4ԯԁ

˚10ԯԁ

ʢ��ԯԁʣ

˚1ԯԁ

˚2ԯԁ

車両避難なし

（車両避難による被害回避額）

車両避難あり

大雨による運休の増加※4

武庫川の洪水被害による
資産被災と運輸収入の減異常気象（自然災害の激甚化）

降水・気象パターンの変化

ハード面では、線路脇で土砂崩れが発生する危険性の高い箇所について、斜面の崩壊や落石の防止、排水機能の強化等
の対策工事や、雨量計の増設等を実施しています。ソフト面では、河川の氾濫による車庫及び車両の浸水被害を回避するた
め、車両避難計画等の浸水対策を進めています。例えば、今回財務的な影響額を試算した武庫川では、過去100年間、西宮
車庫周辺を含む下流域で洪水は発生していませんが、実際に発生したときに想定される影響額の大きさに備え、災害レベル
の豪雨※が予想される際に、阪急電鉄の西宮車庫の車両を浸水の影響がないところへ避難させる計画を策定しています。こ
のように、ハード面及びソフト面から気候変動リスクに対する安全対策を進め、被害の低減に努めています。 ■ 当社グループのCO2排出量削減目標※1

鉄
道

不
動
産

● 賃貸施設における脱炭素化への取組（省エネ・創エネ及び再生可能エネルギーの調達）
● 新規開発ビル・住宅におけるZEBやZEHへの対応の推進

ʲඇࡒ,1* 大r阪梅田エリアにおける大型ビルのBCP対応率、オフィス・商業等用途の大型ビルにおけるグリーンビルディング等の環境認証取得率、
　　　　　 国内新築の分譲及び賃貸マンションにおけるZEH化率など（詳細はP62～63）

● 省エネ型の鉄道車両への更新、工場の屋根や駅舎における太陽光発電の設置、回生電力貯蔵装置の導入
● BCP（事業継続計画）を踏まえた自然災害への対応の推進

ʲඇࡒ,1* VrVVF車※化率、LED化率、自然災害による長期運休数ゼロなど（詳細はP58）
※VVVF車:モータの電圧や周波数を無駄なく制御することができる環境効率の高い鉄道車両

※ 市区町村等が作成したハザードマップ上の「計画規模降雨（100年に1度の降雨規模）」を想定

※1 いずれのコストアップも価格転嫁を加味しない場合の試算
※2 物理的リスクは、1.5℃シナリオのパラメータがないため、２℃シナリオと同様の影響を想定
※3 IEA（国際エネルギー機関）の1.5℃シナリオ推計値（140＄/t-CO2)を基に、1ドル134円(2023年3月末の為替レート）で試算
※4 大雨増加率の推計値は2076～2095年平均

߲目 Λ༩͑Δ߲目ڹӨۀࣄ
４℃ 1.5℃

ӦۀརӹͷӨ1˞ֹڹ

ҠߦϦスΫ

炭素税・炭素価格
炭素税の導入に伴う建設資材の価格上昇 ʵ

ʵ

˚23ԯԁ˞2

˚4ԯԁ˞2CO2排出量への炭素税の課税

ZEB化に伴う建築コストの上昇（減価償却費相当分）ZEB・ZEH等の温室効果ガス
排出規制への対応、新技術の普及 ˚5ԯԁ

※ 淀川の氾濫に伴う梅田地区の浸水は、ハザードマップの想定最大規模の降雨時（1000年に1度程度）にのみ想定されているが、4℃シナリオにおいても発生
確率は非常に低いと見込まれている。

˚27ԯԁ˞3ʵ

ʵ

不動産事業への影響と今後の対応
1.5℃のシナリオでは、炭素税の導入に伴う建設資材の価格
上昇のほか、ZEB・ZEHをはじめとする建築物への対応や環
境規制の強化により、建築コストが増加することが確認できま
した。このうち、ZEHについては、国等の補助金を活用すると
ともに、用地仕入れの段階からZEH採用によるコスト増を収支
に織り込み、適正な販売価格を設定する（ZEH住宅への税制
優遇等により、顧客のZEHへの評価も向上している）ことで、
営業利益への影響を低減させます。一方、ZEBについては、賃
料価格への転嫁が難しく、営業利益に減価償却費相当の影響
が生じる可能性がありますが、国等の補助金も活用しながら、

できるだけ影響の低減に努めていきます。
4℃シナリオにおける不動産事業への財務的な影響は、限定
的であることを確認しました。物理的リスクとして、梅田地区
の水害が想定されますが、内水氾濫については、不動産物件
への止水板の設置や災害対応マニュアルの整備など既に対
応を完了しており、外水氾濫については、発生確率が非常に
低い※と見込まれています。
今後も、新たに開発する大型ビルを中心にBCP対応率や

グリーンビルディング認証の取得率、新規マンション開発にお
けるZEH化率などの指標を掲げ、いずれのシナリオにおいて
も対応できるよう取組を進めていきます。

不動産

鉄道事業への影響と今後の対応
1.5℃のシナリオでは、政策等により環境関連の規制が強化

され、炭素税の上昇等の影響が大きくなることが確認できま
した。引き続き、省エネルギー型車両への更新やLED照明の
導入等によるエネルギー使用量の削減、また駅等への太陽光
パネルの設置など再生可能エネルギーの活用に取り組むこと
で、これらの影響を低減していきます。
4℃シナリオでは、自然災害の激甚化（規模・頻度）により、

物理的被害の可能性が高まることが確認されました。今回の
試算では、当社沿線で被害額が最も大きいと見込まれる武庫
川を選定し、被害額を算出しました。一方、武庫川の氾濫発生
時に車両避難を実施することにより、被害を大幅に軽減できる
ことを確認しました。引き続き、各種安全投資や車両避難計画
の着実な運用等により、長期運休を回避できる強靭な事業運
営に努めていきます。

鉄 道

4 指標と目標

3 リスク管理

当社では、人事総務室内にグループのリスク管理を統括す
る担当部署を設け、毎年リスク調査を行っています。同調査で
は、気候変動（自然災害等）・事故・情報管理・法令順守・その
他組織運営等に関するリスクを対象としており、組織横断的な
リスクについては同担当部署が、各コア事業固有のリスクに
ついては各事業部門が、それぞれリスクを特定・分析し、適切
な対応方を定めるようにしています。また、これらのリスク分
析やリスク対応の状況については、毎年取締役会へ報告して
います。
このうち、気候変動関連のリスクについては、自然災害など

事業運営に直接影響するリスクだけでなく、エネルギーや資材
価格の高騰などバリューチェーンで発生するリスクも、項目ご
とに分析・検討を行っており、その上で時間軸（短期・中期・長
期）をにらみながら、リスク評価を実施しています。そして、年に
複数回、その対策状況についてモニタリングを行っています。
また、気候変動関連のリスクやそれらが事業に与える影響
等については、サステナビリティ推進委員会でも審議していま
す。そして、その内容については、リスク調査時の重点リスクの
選定に活かすなど、グループ全体のリスクマネジメントに反映
するようにしています。

当社では、サステナブル経営の重要テーマに「環境保全の
推進」を掲げ、グループ共通の非財務KPIとしてCO2排出量の
削減目標を設定しています。2022年5月には、CO2排出量を
2050年度に実質ゼロとする目標を新たに掲げ、その中間目
標として、2030年度に2013年度比△46％を目指していま
す。財務の健全性と投資効果をみながら、省エネの着実な推
進に取り組むとともに、技術革新の動向や事業採算性を踏ま
えて、創エネ（再エネ発電設備等の導入）の検討も進めていき
ます（詳細はP40）。
上記の方針のもと、各事業では、気候変動への対応を含む非

財務のアクションプランや進捗管理を適切に行うための指標を
設定しています。また、長期ビジョン及び中期経営計画におい
ても、SDGs、2050年カーボンニュートラルに向けた具体的な
対応方を明示しています。さらに、CO2削減に向けた投資の促
進等を目的に、2023年度から、インターナルカーボンプライ
シング※を導入（5,000円/t-CO2）しました。今後も、脱炭素社

会に向けた取組を積極的に進めていきます。
※ 企業が独自に炭素価格を設定し、将来のCO2排出量削減や炭素税の導
入による経済的な影響の把握、投資判断の意思決定、省エネ推進へのイ
ンセンティブ等に活用する手法

都市交通 旅行不動産※2 国際輸送

（t-CO₂）

2013
࣮

361,832

616,365

2022
࣮

2030
目ඪ

2050
目ඪ

0

エンタテインメント
その他

情報・通信

332,837

△46％△46％

2013年度比
△46％ 実質ゼロ

※1 いずれのコストアップも価格転嫁を加味しない場合の試算
※2 IEAの1.5℃シナリオ推計値を基に試算（鉄道事業と同様）

※1 スコープ１、２相当
※2 2022年度から不動産事業にホテル事業を統合したことに伴い、過年度も含め、ホテ

ル事業は不動産事業に含めて記載しています。
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リスク・機会の特定
気候変動への対応を検討するにあたり、当社グループのコア事業のうち、特に気候変動の影響が大きいと想定される鉄道事業と

不動産事業について、事業に影響を及ぼす可能性のあるリスクと機会の特定を行いました。

シナリオ分析及び財務的な影響の試算
特定したリスクと機会のうち、特に影響が大きいと想定され

るものについて、2030年度における鉄道事業・不動産事業へ
の影響を把握するため、シナリオ分析を実施しました。具体的
には、脱炭素政策の強化が見込まれる1.5℃シナリオ、物理的
リスクの顕在化が見込まれる4℃シナリオにおける事業への財
務的な影響の試算を行いました。分析にあたり活用した社内
外のデータは、右記のとおりです。

リスク

機会

మಓ
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中期～長期

短期～長期

中期～長期

短期～中期

炭素税の賦課やエネルギーミックスの変化等により、動力コストが増加する。

→特定したリスクと機会の詳細は、当社WEBサイト（https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/tcfd/）をご覧ください。

台風の超大型化や降雨量の激増により、車庫・地下駅・電気設備等への浸水や盛土の崩壊による鉄道の運休など、被害の
発生可能性が高まる。

❶社内データ：

❷外部データ：

CO2排出量の見通し、自然災害リスクへの
対応計画、ZEB・ZEHの施工計画等

炭素税の賦課等による建築資材の高騰やZEB・ZEH等の建築物の規制強化により、ビル等の建築・改修コストが増加する。
※ ZEB : ネット・ゼロ・エネルギー・ビル  ZEH : ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス

エネルギー効率の良い鉄道の価格優位性が高まり、顧客の鉄道輸送への転移が期待される。

環境性能の高いビル・住宅や災害に強いビル等へのニーズに応えることができれば、 競争力の維持・強化を図ることがで
きる。

1 ガバナンス

2 戦略

当社グループでは、気候変動を含むESG（環境・社会・ガバ
ナンス）への対応をグループ全体で推し進めるため、グループ
CEOを議長に、サステナビリティ推進委員会を年2回（9月・2
月）開催しています。同委員会では、サステナビリティに関する
外部環境（行政・投資家・他社の動向等）やESG評価機関の評
価状況等を踏まえ、当社グループのサステナブル経営の重要
テーマに関する方針を策定したり、取組の進捗状況を確認した
りするほか、中期経営計画に反映すべき事項等について審議・

決定しています。
また、同委員会における審議内容は、全代表取締役及び各

コア事業の代表者が出席するグループ経営会議に付議される
とともに、取締役会に報告してその監督を受けています。この
ように、グループ全体のマネジメント体制に組み込んで、サス
テナブル経営を推し進めています（詳細はP46）。

※移行リスク：IEA「World Energy Outlook 2022」
（p465.Appendix B.2 CO2 Prices）等

物理的リスク：IPCC「RCP8.5」「RCP2.6」、気象庁「日本の気候変動2020｠
－大気と陸・海洋に関する観測・予測評価報告書－」等

IEA（国際エネルギー機関）や環境省・気象庁
のレポート等※より、炭素税の予測、降雨量の
予測等
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物理的リスクに対するハード・ソフト両面での対応例事 例
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炭素税・炭素価格 CO2排出量への炭素税の課税

˚3�ԯԁ

ʢ�34ԯԁʣ

˚4ԯԁ

˚4ԯԁ

˚10ԯԁ

ʢ��ԯԁʣ

˚1ԯԁ

˚2ԯԁ

車両避難なし

（車両避難による被害回避額）

車両避難あり

大雨による運休の増加※4

武庫川の洪水被害による
資産被災と運輸収入の減異常気象（自然災害の激甚化）

降水・気象パターンの変化

ハード面では、線路脇で土砂崩れが発生する危険性の高い箇所について、斜面の崩壊や落石の防止、排水機能の強化等
の対策工事や、雨量計の増設等を実施しています。ソフト面では、河川の氾濫による車庫及び車両の浸水被害を回避するた
め、車両避難計画等の浸水対策を進めています。例えば、今回財務的な影響額を試算した武庫川では、過去100年間、西宮
車庫周辺を含む下流域で洪水は発生していませんが、実際に発生したときに想定される影響額の大きさに備え、災害レベル
の豪雨※が予想される際に、阪急電鉄の西宮車庫の車両を浸水の影響がないところへ避難させる計画を策定しています。こ
のように、ハード面及びソフト面から気候変動リスクに対する安全対策を進め、被害の低減に努めています。 ■ 当社グループのCO2排出量削減目標※1

鉄
道

不
動
産

● 賃貸施設における脱炭素化への取組（省エネ・創エネ及び再生可能エネルギーの調達）
● 新規開発ビル・住宅におけるZEBやZEHへの対応の推進

ʲඇࡒ,1* 大r阪梅田エリアにおける大型ビルのBCP対応率、オフィス・商業等用途の大型ビルにおけるグリーンビルディング等の環境認証取得率、
　　　　　 国内新築の分譲及び賃貸マンションにおけるZEH化率など（詳細はP62～63）

● 省エネ型の鉄道車両への更新、工場の屋根や駅舎における太陽光発電の設置、回生電力貯蔵装置の導入
● BCP（事業継続計画）を踏まえた自然災害への対応の推進

ʲඇࡒ,1* VrVVF車※化率、LED化率、自然災害による長期運休数ゼロなど（詳細はP58）
※VVVF車:モータの電圧や周波数を無駄なく制御することができる環境効率の高い鉄道車両

※ 市区町村等が作成したハザードマップ上の「計画規模降雨（100年に1度の降雨規模）」を想定

※1 いずれのコストアップも価格転嫁を加味しない場合の試算
※2 物理的リスクは、1.5℃シナリオのパラメータがないため、２℃シナリオと同様の影響を想定
※3 IEA（国際エネルギー機関）の1.5℃シナリオ推計値（140＄/t-CO2)を基に、1ドル134円(2023年3月末の為替レート）で試算
※4 大雨増加率の推計値は2076～2095年平均
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炭素税・炭素価格
炭素税の導入に伴う建設資材の価格上昇 ʵ

ʵ

˚23ԯԁ˞2

˚4ԯԁ˞2CO2排出量への炭素税の課税

ZEB化に伴う建築コストの上昇（減価償却費相当分）ZEB・ZEH等の温室効果ガス
排出規制への対応、新技術の普及 ˚5ԯԁ

※ 淀川の氾濫に伴う梅田地区の浸水は、ハザードマップの想定最大規模の降雨時（1000年に1度程度）にのみ想定されているが、4℃シナリオにおいても発生
確率は非常に低いと見込まれている。

˚27ԯԁ˞3ʵ

ʵ

不動産事業への影響と今後の対応
1.5℃のシナリオでは、炭素税の導入に伴う建設資材の価格
上昇のほか、ZEB・ZEHをはじめとする建築物への対応や環
境規制の強化により、建築コストが増加することが確認できま
した。このうち、ZEHについては、国等の補助金を活用すると
ともに、用地仕入れの段階からZEH採用によるコスト増を収支
に織り込み、適正な販売価格を設定する（ZEH住宅への税制
優遇等により、顧客のZEHへの評価も向上している）ことで、
営業利益への影響を低減させます。一方、ZEBについては、賃
料価格への転嫁が難しく、営業利益に減価償却費相当の影響
が生じる可能性がありますが、国等の補助金も活用しながら、

できるだけ影響の低減に努めていきます。
4℃シナリオにおける不動産事業への財務的な影響は、限定
的であることを確認しました。物理的リスクとして、梅田地区
の水害が想定されますが、内水氾濫については、不動産物件
への止水板の設置や災害対応マニュアルの整備など既に対
応を完了しており、外水氾濫については、発生確率が非常に
低い※と見込まれています。
今後も、新たに開発する大型ビルを中心にBCP対応率や

グリーンビルディング認証の取得率、新規マンション開発にお
けるZEH化率などの指標を掲げ、いずれのシナリオにおいて
も対応できるよう取組を進めていきます。

不動産

鉄道事業への影響と今後の対応
1.5℃のシナリオでは、政策等により環境関連の規制が強化

され、炭素税の上昇等の影響が大きくなることが確認できま
した。引き続き、省エネルギー型車両への更新やLED照明の
導入等によるエネルギー使用量の削減、また駅等への太陽光
パネルの設置など再生可能エネルギーの活用に取り組むこと
で、これらの影響を低減していきます。
4℃シナリオでは、自然災害の激甚化（規模・頻度）により、

物理的被害の可能性が高まることが確認されました。今回の
試算では、当社沿線で被害額が最も大きいと見込まれる武庫
川を選定し、被害額を算出しました。一方、武庫川の氾濫発生
時に車両避難を実施することにより、被害を大幅に軽減できる
ことを確認しました。引き続き、各種安全投資や車両避難計画
の着実な運用等により、長期運休を回避できる強靭な事業運
営に努めていきます。

鉄 道

4 指標と目標

3 リスク管理

当社では、人事総務室内にグループのリスク管理を統括す
る担当部署を設け、毎年リスク調査を行っています。同調査で
は、気候変動（自然災害等）・事故・情報管理・法令順守・その
他組織運営等に関するリスクを対象としており、組織横断的な
リスクについては同担当部署が、各コア事業固有のリスクに
ついては各事業部門が、それぞれリスクを特定・分析し、適切
な対応方を定めるようにしています。また、これらのリスク分
析やリスク対応の状況については、毎年取締役会へ報告して
います。
このうち、気候変動関連のリスクについては、自然災害など

事業運営に直接影響するリスクだけでなく、エネルギーや資材
価格の高騰などバリューチェーンで発生するリスクも、項目ご
とに分析・検討を行っており、その上で時間軸（短期・中期・長
期）をにらみながら、リスク評価を実施しています。そして、年に
複数回、その対策状況についてモニタリングを行っています。
また、気候変動関連のリスクやそれらが事業に与える影響
等については、サステナビリティ推進委員会でも審議していま
す。そして、その内容については、リスク調査時の重点リスクの
選定に活かすなど、グループ全体のリスクマネジメントに反映
するようにしています。

当社では、サステナブル経営の重要テーマに「環境保全の
推進」を掲げ、グループ共通の非財務KPIとしてCO2排出量の
削減目標を設定しています。2022年5月には、CO2排出量を
2050年度に実質ゼロとする目標を新たに掲げ、その中間目
標として、2030年度に2013年度比△46％を目指していま
す。財務の健全性と投資効果をみながら、省エネの着実な推
進に取り組むとともに、技術革新の動向や事業採算性を踏ま
えて、創エネ（再エネ発電設備等の導入）の検討も進めていき
ます（詳細はP40）。
上記の方針のもと、各事業では、気候変動への対応を含む非

財務のアクションプランや進捗管理を適切に行うための指標を
設定しています。また、長期ビジョン及び中期経営計画におい
ても、SDGs、2050年カーボンニュートラルに向けた具体的な
対応方を明示しています。さらに、CO2削減に向けた投資の促
進等を目的に、2023年度から、インターナルカーボンプライ
シング※を導入（5,000円/t-CO2）しました。今後も、脱炭素社

会に向けた取組を積極的に進めていきます。
※ 企業が独自に炭素価格を設定し、将来のCO2排出量削減や炭素税の導
入による経済的な影響の把握、投資判断の意思決定、省エネ推進へのイ
ンセンティブ等に活用する手法

都市交通 旅行不動産※2 国際輸送

（t-CO₂）

2013
࣮

361,832

616,365

2022
࣮

2030
目ඪ

2050
目ඪ

0

エンタテインメント
その他

情報・通信

332,837

△46％△46％

2013年度比
△46％ 実質ゼロ

※1 いずれのコストアップも価格転嫁を加味しない場合の試算
※2 IEAの1.5℃シナリオ推計値を基に試算（鉄道事業と同様）

※1 スコープ１、２相当
※2 2022年度から不動産事業にホテル事業を統合したことに伴い、過年度も含め、ホテ

ル事業は不動産事業に含めて記載しています。
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都市交通事業

（百万円）

阪急ిమ （百万円）
2012 2013 2014 2015 2016 2017 201� 201� 2020 2021 2022 2023ʢ༧ʣ

定期外 60,749 61,630 60,910 62,920 62,720 63,137 63,059 61,887 40,982 45,422 54�0� 62�26
定期 30,391 31,299 31,549 32,272 32,628 33,198 33,456 34,119 28,093 28,654 2��00 31653
合計 91,141 92,929 92,459 95,192 95,348 96,335 96,516 96,007 69,075 74,077 �4�0� �45�0

阪神ిؾమಓ （百万円）
2012 2013 2014 2015 2016 2017 201� 201� 2020 2021 2022 2023ʢ༧ʣ

定期外 19,669 20,260 20,286 21,035 21,136 21,638 22,030 21,665 13,725 15,397 1�365 22311
定期 10,740 11,008 11,107 11,372 11,563 11,797 12,024 12,327 10,476 10,628 110�6 116��
合計 30,410 31,269 31,394 32,407 32,699 33,436 34,054 33,993 24,202 26,026 30462 34010

2012ӡ༌ऩೖʢ合ܭʣ�100�

112ˋ120%
100%
80%
60%

2023
ʢ༧ʣ

2012 （年度）2013 2014 2015 2016 2017 201� 201� 2020 2021

�0� �6�
100ˋ100� 103� 103� 107� 10�� 110� 112� 112�

2022

阪急ిమ 阪神ిؾమಓ

�1�
100� 102� 101� 104� 105� 106� 106� 105�

76�
�3� 104�

120%
100%
80%
60%

（注1）2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいています。
（注2）2023年度より「鉄道駅バリアフリー料金制度」を活用し、運賃に同料金を加算して収受しており、定期外収入・定期収入（通学除く。）には同料金を含んでいます。

関西圏全体の人口は減少傾向にあるものの、大阪梅田を
中心とした当社グループの沿線は引き続き人気が高いエリ
アとして評価をいただいており、人口も増加傾向で推移して
きました。
しかしながら、コロナ禍をきっかけとして需要は変化しており、
そうした変化への柔軟な対応が必要となります。具体的には、
新たな移動需要を創出する努力に加え、多様化するニーズに
対応した旅客サービスの向上や、需要を踏まえた運行ダイヤ
の見直し、新技術の活用による運営効率化等のさらなる生産
性向上が必要です。
加えて、安全やSDGs・カーボンニュートラルに対するお客
様の意識や期待はますます高まっています。これに応えるべく、
輸送の安全性や防災性能の一層の向上、省エネ車両の導入等
を通じたCO2排出量の削減が必要となります。また、鉄道は、
お客様一人あたりの輸送エネルギーが非常に低い輸送モード
であることから、一定の旅客数が見込める都市部においては、
鉄道を核とした公共交通の利用促進により、社会全体の省エネ・
脱炭素化に大きく貢献することができます。

当事業を取り巻く環境

■ 収益・利益の状況

移動需要の変化への対応と
安全・安心・快適なサービス提供への期待の高まり

2022年度の経営概況

新型コロナウイルスの影響がまだ残ることに加え、エネ
ルギー価格の高騰の影響により動力費が増加したものの、
鉄道事業・自動車事業とも旅客数に一定の回復がみられた
こと等により、前期に比べ増収・増益となりました。

■ 鉄道運輸収入（1種＋2種）の推移
（注1）2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいています。
（注2）広告事業の再編に伴い、2020年度以降、広告は鉄道に含めています。
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※1 段差解消率:エレベーター又はスロープで段差を解消できている駅の割合（1日あたり平均乗降客数が3千人以上の駅における割合）
※2 VVVF車：従来の車両（モータに必要な電圧を抵抗器で制御するため無駄な熱エネルギーが発生）と異なり、モータの電圧や周波数を無駄なく制御することができる環境効率の高い

車両のこと。

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・保安に関する教育の訓
練及び運転保安機器
の性能の向上

鉄道事業における
有責事故件数 ゼロの継続

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

阪急：0件（1979年から継続）
阪神：0件（1986年から継続）
北急：0件（1970年から継続）
能勢：0件（1982年から継続）

自動車事業における
重大事故件数 死亡事故ゼロ

阪急バス
阪神バス
阪急観光バス
阪急タクシー
阪神タクシー
大阪阪神タクシー

阪急バス：0件
阪神バス：0件
阪急観光バス：0件
阪急タクシー：0件
阪神タクシー：0件
大阪阪神タクシー：0件

機会とリスクを
踏まえた設定理由

お客様の安全・安心への関心の高まりに応え、安全輸送の確立は当然のものとして、安定輸送をさらに追求することで、お客様に安心を実感してい
ただき、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

・耐震補強（高架橋・駅）
の推進
・法面防護の推進
・重要な施設の浸水対策
の実施（車両避難を含む）
・橋梁の改築による洪水
リスクの低減
・橋梁の健全性の把握

自然災害による長期運休数
（長期運休＝2日間以上の運休） ゼロ

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

0件

機会とリスクを
踏まえた設定理由

地震や、気候変動に伴い激甚化する豪雨・台風等の自然災害に備えた強靭な鉄道インフラを整備し、災害発生後も運行を継続できるような基盤を
構築することで、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

・鉄道車両における車椅
子スペース、誘導鈴等
の対応率の向上
・鉄道運輸従事員（駅係
員・乗務員等）による
サービス介助士資格の
取得の推進

鉄道車両における
バリアフリー化率（編成単位） 着実な増加を目指す

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

・誘導鈴設置率
阪急：41%
阪神：72%
北急：0％
能勢：8%

・側引戸開閉予告灯設置率
阪急：67%
阪神：72%
北急：86%
能勢：77%

鉄道駅における
バリアフリー化率

・段差解消率※1
 100%

阪急：99％
阪神：100％
北急：100％
能勢：100％

人的バリアフリー化率

・鉄道運輸従事員（駅係員・乗
務員等）におけるサービス介
助士資格保有率
 100%

阪急：71％
阪神：100％
北急：100％
能勢：29％

機会とリスクを
踏まえた設定理由

多様化するニーズに配慮した安全・快適・高品質なサービスの提供に向けて、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化を推し進めることで、当社グルー
プの信頼・ブランドをより強固なものとするため

・鉄道における新型省エ
ネ車両の導入
・駅舎等における照明の
LED化

VVVF車※2化率 着実な増加を目指す

阪急電鉄
阪神電気鉄道
北大阪急行電鉄
能勢電鉄

阪急：63％（105/168編成）
阪神：70％（53/76編成）
北急：100％
能勢：23％（3/13編成）

LED化率

・駅照明（バックヤードを除く）
阪急：100％（2030年度）
阪神：100％（2030年度）
北急：100％（2021年度）
能勢：100%(2026年度)

阪急：60％
阪神：75％
北急：100％
能勢：47%

機会とリスクを
踏まえた設定理由

・地球温暖化等の環境問題への関心が高まる中、環境面への対応を加速させることにより、社会からの期待に応えていくため
・環境規制の強化に伴う電力料等のコスト上昇リスクに備えるため

҆શɾ̓ ৺ͷ
ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
ٻ
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ٻ

อશͷڥ
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交通ネットワークの拡充による沿線価値向上を目指して

中長期的な需要の変化への対応と見通し

長期ビジョンでは、基軸戦略である戦略①「関
西で圧倒的No.1の沿線の実現」を掲げ、少子高
齢化が進む中でも、自治体等のパートナーと連
携した沿線各所でのまちづくりや、新技術の積
極的な活用による利便性・サービスレベル向上
等を通じて、沿線の魅力を飛躍的に高めていくこ
ととしています。
その中で、都市交通事業では、交通ネットワー

クをより強固なものとすべく、右図の新線・新駅
計画等について検討・協議しています。
中でも、なにわ筋連絡線・新大阪連絡線の整
備により、空と陸の玄関口から大阪梅田へのアク
セスの飛躍的な向上につながり、国土軸の活力
や世界のパワーを沿線地域に取り込むことがで
きると考えています。なお、新大阪周辺は「都市
再生緊急整備地域」に指定されており、広域交通
の一大ハブ拠点として大きくポテンシャルが向
上する新大阪駅を中心に、近接する阪急十三駅
や阪急淡路駅の周辺を含めた一体のエリアで、
新しいまちづくりを官民一体で進めていくことと
しています。

都市交通事業では、コロナ禍を契機として需要やニーズが
変化していく中にあっても、安全・安心・快適なサービスの提
供を引き続き追求していきます。その中で、阪急電鉄・阪神電
気鉄道では、2023年4月1日から収受を開始した鉄道駅バリア
フリー料金を活用することで、全駅へのホーム柵の設置など、
バリアフリー設備の整備をより迅速かつ着実に進め、運転保安
度を向上させていきます。
鉄道運輸収入については、足元では新型コロナウイルスの
影響から着実に回復しており、引き続きこの回復傾向は続くも

■ 基本方針

❶質の高い都市交通サービスの提供
多様化するニーズに対応したサービスの向上／
グループ内の連携強化

❸安全・安定輸送と安心の確立
運転保安度の着実な維持向上／大規模災害対策の推進

❹脱炭素化への貢献
省エネ車両・機器の導入推進／ＥＶバスの導入推進／
太陽光発電等の創エネへの取組／
公共交通の利用促進に向けた働きかけ

❷交通インフラの利便性向上と強靭化、経営基盤の安定化
駅・交通ネットワークの整備及び拡充／
駅を中心とした賑わいのさらなる創出・沿線まちづくりの推進／
効率的な業務運営体制の確立

JR大阪
環状線

ٶࡾށ神ࡾे 阪急神戸線
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のと見込む一方、コロナ前の水準に完全に戻ることは難しいと
みています。こうした見通しのもと、需要の変化に合わせて運
行ダイヤを適切に見直していくなど既存のサービスの最適化
を行いながら、座席指定サービスの導入などの新たなニーズ
に対応する施策を推進していくとともに、新技術の活用等を通
じた生産性の向上に努め、利益の確保を図っていきます。

中期経営計画の概要 都市交通事業の非財務KPI
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■ 収益・利益の状況
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実績

2020
実績

2021
実績

2022
実績

151

352 292 301

114

△132
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△48
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■ 基本方針

（注1）2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいて
います。

（注2）事業利益＝営業利益+海外事業投資に伴う持分法投資損益（2022年度以前は海
外事業に係る持分法適用会社が存在していなかったため、「事業利益＝営業利益」）

（注3）2022年度から不動産事業にホテル事業を統合したことに伴い、2021年度以降の
数値は、ホテル事業を含めて記載しています。

（注4）2023年度から分譲事業等に含まれていた海外不動産事業を独立した業態として
表示することとしており、2022年度の実績は組替後の数値を表示しています。

※1 新型コロナウイルスの影響により一時休館したホテルの休館期間中については、上記数値の算出の
対象から除外している。

※2 2019年度から海外OTAの計上方法を純額方式から総額方式に変更したことに伴い、2018年度は
遡及適用後の数値（総額方式）となっている。

魅力あるまちづくりへの貢献と
豊かなライフスタイルの提案

不動産事業

【賃貸事業】
❶関西で圧倒的No.1の沿線の実現に向けた大阪梅田・沿線
エリアでの魅力あるまちづくりの推進
●「梅田ビジョン（P33参照）」に基づく大規模開発計画の推進や保
有資産のバリューアップ・建替を通じた都市機能の高度化

●長期的な視点に立った沿線主要拠点の開発
❷首都圏エリアでの事業基盤等の強化
❸短期回収型事業・物流不動産事業の強化

【ホテル事業】
❼構造改革の推進

●事業競争力の強化
経営資源の集中・特化による事業競争力の強化

●各ホテルの事業性の向上
既存ホテルにおけるコスト構造の見直し／
既存ホテルにおける事業運営面の効率性の向上

【分譲事業等】
❹分譲事業での安定的な利益確保と事業規模の拡大

●中長期案件（市街地再開発・建替等）への参画
●事業メニュー（収益用賃貸マンション等）の拡充
●事業エリアの拡大
(名古屋圏への進出・主要地方都市での展開）

❺ノンアセット・ビジネスの強化・伸長
● ファンド・リート運用資産規模の拡大

【海外不動産事業】
❻海外事業の規模拡大と安定的な収益基盤の構築

● ASEAN諸国での事業規模拡大
●安定的な市場を有する先進国（米国等）への進出
●商業施設やオフィス等、住宅以外のアセット取得

賃貸事業
当社グループが保有するオフィスビルの需要は、高い立地
優位性・機能性等により、引き続き底堅いものとみています。
一方で、コロナ禍をきっかけとした働き方の多様化が進むにつ
れ、オフィスビルに期待される役割や機能等も変化していくた
め、こうした変化に対応していくことが求められています。また、
商業施設については、周辺施設との差別化を図るべく、リニュー
アルやテナント入替え等による継続的なバリューアップを行う
必要があります。
分譲事業等
当社グループが注力している利便性の高い都心部（駅近・
好立地）の需要は、引き続き堅調に推移しており、販売価格も
高水準を維持しています。ただ、住宅ローン金利の動向や税

制度の見直し等による購入意欲への影響、建設コストの動向
は、引き続き注視していく必要があります。
海外不動産事業
海外、中でもASEAN諸国は、経済成長が著しく、持続的な
成長が見込まれています。こうした地域で事業を推進すること
は、当社グループが国内で築き上げてきたまちづくりのノウハ
ウを十分に活かすことができるだけでなく、沿線等のまちづく
りに海外の新たな知見を取り込むチャンスがあると考えます。
ホテル事業
2022年10月に、政府が水際対策を緩和したことをきっかけ

に、インバウンド需要が回復基調にあります。また、2025年に
予定されている「大阪・関西万博」の開催等により、今後は、関
西エリアでの宿泊需要の拡大が期待されています。

新型コロナウイルスの影響は残るものの、社会活動の制限
が次第に緩和されたこと等から、ホテル事業における宿泊・
料飲部門の利用者数や、賃貸事業における沿線商業施設等

（億円）

ߟࢀ
ホςルۀࣄ

（年度） 2019実績 2020実績
営業収益 603 191
営業利益 △31 △179

■ 賃貸可能面積（年度末時点）
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当事業を取り巻く環境

2022年度の経営概況

の賃料収入に一定の回復が見られ、前期に比べ、増収・増益
となりました。

中期経営計画の概要

■ 国内マンション分譲戸数
（円） （%）

（年度）
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■ 阪急阪神ホテルズ直営ホテル平均客室単価（ADR）・客室稼働率※1
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特集２（P35～36）参照特集１（P31～34）参照

「住・商・官」複合開発により
多世代が集まりにぎわう「ジ
オタワー大阪十三」（2026年
度引渡開始予定）

※1 大型ビル：2021年度以降竣工・延床面積30,000㎡以上のビル
※2 BCP対応：非常用電源を3階以上へ設置、かつ72時間分の電源を確保

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・自然災害への対策を含
めた、お客様が安心し
て利用できるようなソ
フト面・ハード面におけ
る各種施策の推進

救急救命講習受講率
（不動産賃貸事業に従事
する社員対象）

100％（2030年度） 阪急阪神不動産
阪急阪神ビルマネジメント 79%

大阪梅田エリアにおける大
型ビル※1のBCP対応※2率 100%

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

100%
※対象物件：大阪梅田ツイン
タワーズ·サウス

機会とリスクを
踏まえた設定理由

安全・安心への関心の高まりに応えるとともに、気候変動に伴い頻発化が予想される水害や、地震などの自然災害や事故等に備え、ソフト面・ハード
面の両面を整備することで、当社グループの信頼・ブランド価値向上を図るため

・メニュー表示における「特
定食材」使用の管理
・メニュー作成・表示に
おける従業員教育
・定められたチェック体
制の遵守

「食」に関する表示におけ
る重大な有責事故件数 ゼロの継続

阪急阪神ホテルズ
阪神ホテル
システムズ

0件

機会とリスクを
踏まえた設定理由

お客様に「安全・安心」な食を提供するため、「食」に関する適切な表示について、積極的かつ継続して取り組むことで、当社グループの信頼・ブランド
価値向上を図るため

・自治体との連携の強化
・災害備蓄品や防災備品
の管理体制の整備
・ライフライン遮断時の
対応マニュアルの整備
・避難方法、避難誘導場所
等のマニュアルの整備

災害備蓄品の準備 従業員及びお客様の3日分を確保
（2030年度） 阪急阪神ホテルズ 従業員3日分 + 100％稼働

率での宿泊客1日分

機会とリスクを
踏まえた設定理由

災害等のリスクに対する各種対応策を強化し、お客様に安心してホテルをご利用いただける環境を整備することで、当社グループの信頼・ブランド
価値向上を図るため

・多様なお客様が利用し
やすく、多様な働き方
に対応できる豊かなま
ちづくりの推進

大阪梅田エリアにおける
主要商業施設の多言語
案内対応率

100%
阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

100％
※対象施設：阪急三番街、HEP 
FIVE、ハービスPLAZA/ENT
（施設HP・パンフレット4ヵ
国語対応、インフォメーション
での通訳サービス対応）

多様なライフスタイルに
対応した新たな職住遊の
形と安心・安全・快適性
の向上を実現するサービ
スの導入に向けたスター
トアップ等との協業件数

着実な増加を目指す
阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

88件（2018年度以降）

機会とリスクを
踏まえた設定理由

「安心・快適」「夢・感動」をお届けし、外国人を含む多様なお客様が利用しやすい施設やサービスを提供するとともに、働き方改革や多様な働き方のニー
ズの高まりに先行して対応していくことで、他社との差別化・競争力の強化を図るため

・お客様の多様な価値観
に応え、快適さや感動
を提供し、地域の活性
化につながる暮らしの
提案・まちづくりの推
進による顧客満足度の
向上を推進

「ジオ（マンション・戸建）」
の購入検討意向度及び
入居者満足度

・購入検討意向度※3
近畿圏マンション：近畿圏におけるブ
ランドの中で1位維持
首都圏マンション：首都圏におけるブ
ランドの中で7位以内（2030年度）
・入居者満足度
近畿圏マンション：90%以上の継続
首都圏マンション：90%以上(2030年度）
近畿圏戸建：90%以上(2030年度）

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

・購入検討意向度
近畿圏マンション：
1位/18ブランド
首都圏マンション：
10位/16ブランド
・入居者満足度
近畿圏マンション：91%
首都圏マンション：96%
近畿圏戸建 ：95%※4

ASEAN諸国における
住宅分譲戸数（累計） 着実な増加を目指す 阪急阪神不動産

約51,120戸
（ベトナム14、タイ28、フィ
リピン4、インドネシア4、マ
レーシア1（千戸））

機会とリスクを
踏まえた設定理由

・多様化するお客様の価値観やニーズに応える暮らしの提案、地域活性化や次世代まちづくりにより、顧客満足度と当社ブランドへのロイヤリティ向上を図るため
・国内で蓄積してきたノウハウをASEAN諸国に展開して現地のまちづくりに貢献することで、海外においても当社グループのブランド価値向上と将
来の顧客の開拓につなげていくため

҆શɾ̓ ৺ͷ
ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
ٻ

๛͔ͳ
·ͪͮ Γ͘

ະདྷͭͳ͕Δ
Β͠ͷఏҊ

※3 購入検討意向度：阪急阪神マーケティングソリューションズのWEB調査による。
※4 2021年4月～2022年3月に引き渡したジオガーデンが対象

分譲事業の規模拡大と事業メニューの拡充

関西で圧倒的No.1の沿線の実現に向けて

国内において、短期回収型事業（収益用賃貸マンション等
の投資家向け売却事業）とともに、再開発や建替案件を含め
分譲事業を展開していくことで、2025年度にかけて利益の
伸長を見込んでいます。

賃貸事業では、大阪梅田ツインタワーズ・サウスの稼働向
上等による賃料収入の増を見込むこと等により、2025年度
にかけて利益の伸長を見込んでいるほか、長期ビジョンの戦
略①「関西で圧倒的No.1の沿線の実現」に向けて大阪梅田エ
リアなどの主要拠点における開発・バリューアップを推し進め
ていきます。

宝塚ホテルの跡地における
大規模開発「ジオタワー宝塚
グランレジス」

ASEAN諸国を中心とした海外不動産事業の拡大

ホテル事業におけるコロナ禍からの着実な回復と
構造改革の推進を通じた事業構造の強靭化　

インドネシアの大規模商業施設「セントラルパークモール」（2022年9月取得）大阪梅田ツインタワーズ・サウス（2022年2月全体竣工）

不動産事業の非財務KPI

海外不動産事業では、これまでASEAN諸国で注力してきた
住宅分譲事業に加え、長期保有型事業（不動産賃貸事業）や
回転型事業（短期回収型事業）にも取り組み、収益・利益規模
を早期に拡大・伸長させていきます。
こうした方針のもと、2022年度には、インドネシアにおいて、
大規模商業施設「セントラルパークモール」を取得しました。

ホテル事業では、引き続き、宿泊・料飲部門における段階的
な売上回復に取り組むとともに、2025年度には大阪・関西
万博の開催に伴う需要の取込みにも注力していきます。
また、構造改革を着実に推し進めており、2022年度末まで
に５ホテルの営業を終了しました。今後、2024年度末頃に
大阪新阪急ホテルの営業を、2025年度末頃に千里阪急ホテ
ルの営業を、それぞれ終了する予定です。
一方で、2024年度下期には、うめきた2期地区開発計画

「グラングリーン大阪」において、「ホテル阪急グランレスパ
イア大阪」の開業を予定しています。関西国際空港へのアクセ
ス拠点となるJR大阪駅（地下駅）に非常に近い立地を活かし、
観光・レジャー目的の旅慣れた大人のインバウンドツーリスト
をメインターゲットとして設定しています。

ホテル阪急グランレスパイア大阪（2024年度下期開業予定）
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コロナ禍をきっかけとして、ライブ配信が様々なコンテンツ
で実施されるようになったほか、そうした配信においてXR等
のデジタル技術が活用されるなど、エンタテインメント市場に
おける消費スタイルの多様化が進みました。その一方で、コロ
ナ禍での様々な制約を経て、リアルでしか味わえない「臨場感」
や「一体感」といったリアル体験の価値が再認識されています。
エンタテインメント事業では、入場・観劇人員数の制限など

コロナ禍の影響を大きく受けましたが、足元では制限の緩和
が進み、コロナ前の状況に戻りつつあります。こうした状況の中、
リアル体験の価値の高まりに対応すべく、コンテンツ自体をさ
らに磨き上げるとともに、デジタルなどの新技術も活用しながら、
サービスやコンテンツを拡充し、コンテンツの魅力の向上と顧
客層の拡大を図ることで、さらなる成長を目指していきます。

ステージ事業において宝塚歌劇の一部公演を中止するなど、
新型コロナウイルスの影響がまだ残るものの、スポーツ事業
において阪神タイガース公式戦主催試合等の入場人員がイ
ベントの開催制限措置の影響等を受けた前期比では増加した
こと等により、前期に比べ増収・増益となりました。

2022年度の経営概況

当事業を取り巻く環境

コロナ禍をきっかけとしたリアル体験の価値の
さらなる高まりに対応していく

■ 収益・利益の状況

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・社会的課題の解決への貢献と差別化
の推進のため、エネルギー効率改善
等によるCO２排出量削減や、グリーン
ビルディング・環境志向住宅の推進

2024年度以降に販売する
すべての新築分譲マンショ
ン及び賃貸の募集を開始す
る新築賃貸マンションにおけ
るZEH化率
（ZEH-M oriented※1以上）

100％
※他社との共同
事業など一部
の物件を除く。

阪急電鉄
阪神電気
鉄道
阪急阪神
不動産

－
※2023年度竣工予定の「ジオ彩
都いろどりの丘」から適用

オフィス・商業等用途の大型
ビル※2におけるグリーンビ
ルディング等の環境認証※3
取得率

100%

阪急電鉄
阪神電気
鉄道
阪急阪神
不動産

100%
※対象物件
・神戸三宮阪急ビル［DBJ３つ星
(2021年度取得)］

・大阪梅田ツインタワーズ・サウス
  ［DBJ5つ星(2022年度取得)］

脱炭素社会の実現に向けた取組を積極的に進めることにより、保有不動産の資産価値の維持・向上や、顧客からの評価・ブランド価値の向上を図
るため

・食品廃棄物の発生抑制（加工時に出る
廃材の有効活用、提供方法・盛り付け
の工夫）
・廃棄物計量に関する仕組みの整備
・廃棄物の「減量」及び「リサイクル」の推進
・消滅型生ゴミ処理機の導入

食品廃棄量 2013年度比
△50%（2030年度）

阪急阪神
ホテルズ

2013年度比 △66％
※新型コロナウイルスの影響により
大幅減少

食品廃棄物の増加が問題視されている中、「食」を扱う事業会社として積極的にその削減に取り組むことで、持続可能な社会づくりに貢献するため

・使い捨てプラスチックアイテム設置廃
止の検討
・代替素材商品の選定

客室の使い捨て
プラスチックアイテム数※4

2019年度比
△50%（2030年度）

阪急阪神
ホテルズ △14.8％（196アイテム）

マイクロプラスチックによる環境破壊が問題視され、世界的に脱プラへの関心が高まる中、プラスチックの削減に積極的に取り組むことでお客様か
らの期待に応え、持続可能な社会づくりに貢献するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

อશͷڥ
ਪਐ

อશͷڥ
ਪਐ

อશͷڥ
ਪਐ

※1 ZEH-M Oriented（ゼッチ・マンション・オリエンテッド）：一次エネルギー消費量（2016年の省エネ基準で定められた「暖房」「冷房」「換気」「照明」「給湯」に係るエネルギー消費量）にお
いて、共用部を含むマンション全体の消費量を20%以上削減するマンションのこと。

※2 大型ビル：2020年度以降竣工・延床面積30,000㎡以上のビル（他社共有物件等除く。）
※3 環境認証：DBJ、CASBEE、BELS、LEEDなどの環境認証制度
※4 2023年度から非財務KPI及び目標値を変更：客室における特定20品目のプラスチック使用製品の一人当たりの提供量　2021年度比 △70.0％（2030年度）
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（注） 2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいてい
ます。

人々を魅了する
「夢」と「感動」をプロデュース

エンタテインメント事業

（千人）

（年）
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2,000

1,500

1,000

500

0

˙ 阪神タイガース 主催試合入場人員数（シーズンベース）

2,619

2022

3,035

2016 2017

2,911 2,899
3,091

2018 2019

2,772

2013

2,690
2,878

2014 2015

518

2020

749

2021

（千人）

（年度）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

■ 宝塚歌劇　観劇人員数 宝塚大劇場・東京宝塚劇場 その他劇場

ライブ中継※1・ライブ配信※2

・公演回数
  宝塚大劇場： 368回（対前期△22回、中止公演数:78回）
  東京宝塚劇場：390回（対前期+3回、中止公演数：64回）

2,781

2022

2,996

2016 2017

2,844
3,128 2,991

2018 2019

1,565

2020

2,672

2013

2,668 2,825

2014 2015

2,716

2021

※1 全国各地の映画館での有料ライブ中継
※2 ネット回線を利用し、ご自宅でテレビやスマートフォン等で視聴することができる有料ライブ配信
（2020年度から開始）
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ステージ事業におけるデジタル技術を活用したサービス
の拡充とコンテンツの魅力の向上
宝塚歌劇では、コロナ禍で開始したライブ配信をはじめとして、

デジタル技術を積極的に活用し、ファンの裾野の拡大とロイヤ
リティの向上を図っています。
2021年12月に複数のサービスを横断的に利用できる「宝
塚歌劇共通ＩＤ」を導入し、2022年8月からは、グループの動画
配信プラットフォームを活用した会員向けの動画配信サービス
を開始したほか、同年9月には公式アプリ「宝塚歌劇Pocket」
をリリースし、宝塚歌劇共通IDの普及やライトファン層の囲込
みの強化に取り組んでいます。また、2023年６月には、宝塚歌
劇初の試みである海外のお客様に向けたライブ配信をトライ
アルとして実施しました。
宝塚歌劇が110周年を迎える2024年には、特別イベント
の開催など様々な企画を予定しており、コンテンツの魅力を
より一層向上させていきます。

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・劇場係員の接客スキルの向上を
目指した研修の実施
・コミュニケーションツール等を活
用した多言語対応（英語・中国語・
韓国語の3ヵ国語対応）
・場内施設や案内表示の整備・改修
・最新技術を活用したサービスの
導入

ユニバーサルサービスに
関する研修の実施回数

各年1回（宝塚大劇場、東京
宝塚劇場、梅田芸術劇場）

阪急電鉄
梅田芸術劇場

宝塚大劇場:年1回
東京宝塚劇場:年1回
梅田芸術劇場:年1回

障がい等、身体に事情をお持ちのお客様や、外国からお越しのお客様等、様々なニーズに配慮し、誰もが安心・快適に観劇できる劇場を実現すると
ともに、観劇機会の提供を広げることで、宝塚歌劇をはじめとする演劇の顧客層を拡大するため

・タイガースアカデミー※1を通じ、
子どもたちに野球の本格的な魅力
に触れてもらう機会を提供

「タイガースアカデミー」
におけるベースボール
スクールのクラス数

60クラス以上を将来的に
維持 阪神タイガース 62クラス

次代を担う若年層や女子野球の育成などを通じた「野球振興」に取り組み、野球ファンの裾野を拡大するため

・学校団体への積極的な宝塚歌劇
の観劇機会の提供
・キッズセミナー等の若年層を対象
としたイベントの実施
・メディアとの連携も活用した、宝
塚歌劇団OGによる講演会やセミ
ナーの検討
・宝塚音楽学校における宝塚コドモ
アテネ※2の継続開催

公演及びその関連プロ
グラムを体験する学生・
児童数

6万人以上（毎年度）

阪急電鉄
梅田芸術劇場
タカラヅカ・
ライブ・ネクスト
宝塚音楽学校

約6.８万人
（公演・関連プログラム体
験者数、宝塚音楽学校受
験者数、宝塚コドモアテネ
生徒数）

・舞台芸術と触れ合える機会を若年層に提供し、豊かな感性や想像力等を育むなど、文化教育に貢献するため
・宝塚音楽学校の魅力を発信することで、多くの子どもたちに夢を提供し、また、入学後の充実したカリキュラムにより、夢を叶える支援を行うととも
に、人材育成に貢献するため

・宝塚歌劇における大阪・東京圏以
外での公演の実施
・映画館等でのライブビューイン
グや携帯端末等へのライブ配信
の実施など、デジタル技術や配信
サービスを活用した取組の推進
・「タカラヅカ・スカイ・ステージ」※3
による映像の配信
・YouTube等を活用した映像の配信

大阪、東京圏以外での
公演やライブビューイン
グ、ライブ配信の観劇・
視聴者数、タカラヅカ・
スカイ・ステージ加入
者数（世帯）、YouTube
チャンネル登録者数等
の合計

120万人以上（2025年度）

阪急電鉄
宝塚クリエイティブアーツ
宝塚舞台
宝塚音楽学校

約107万人

・幅広い地域の方々や劇場に足を運べない方々にも、進化するデジタル技術の活用等を通じて、より身近に宝塚歌劇に親しんでいただくことで、舞
台芸術に触れる機会を創出していくため
・全国各地に宝塚音楽学校の魅力を発信し、子どもたちに舞台に立つ夢を伝え、夢や希望のある社会づくりに貢献するため

・阪神甲子園球場におけるナイター
照明・場内照明のLED化、銀傘の
太陽光発電の運用、カーボンオフ
セット試合の実施
・飲食売店の飲食包材のバイオマス
素材への変更、レジ袋削減に向け
た取組の実施
・プラスチックカップの回収及びリ
サイクルの推進

飲食包材における脱
プラ包材の使用率

プロ野球・高校野球:各70%
（2030シーズン）

阪神電気鉄道
阪神タイガース
ウエルネス阪神

プロ野球：51％
高校野球：47％
（2022シーズン）

プラスチックカップの
回収率 70%（2030シーズン） 35%（2022シーズン）

阪神甲子園球場において環境面での取組を推進するとともに、それらを包括的に外部に発信することにより、脱炭素社会や循環型社会の実現に貢
献するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

※1 タイガースアカデミー：2018年度に設立した、子どもを対象に野球やダンスを指導するスクール事業
※2 宝塚コドモアテネ：小学4年生～中学2年生（毎年40名）を対象に、宝塚音楽学校の教員が声楽・バレエ・日本舞踊を指導するスクール
※3 タカラヅカ・スカイ・ステージ：CS放送・ケーブルテレビを通じて、公演舞台映像や出演者が登場するオリジナル番組等を視聴できるサービス
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■ 基本方針

❶「タイガース・甲子園」ブランドの価値最大化
常に優勝争いをするチームづくり／阪神甲子園球場・甲子園エリアの魅力向上とスタジアムビジネスの拡大

❸ その他エンタテインメント事業、レジャー事業の成長推進
音楽事業、六甲山事業等の拡大

❷ 「タカラヅカ」ブランドの価値最大化
宝塚歌劇公演の高稼働・好業績の早期回復／デジタル技術を活用したコンテンツ事業の積極展開／海外展開のトライアル

エンタテインメント事業では、デジタル技術の活用等による顧客層の拡大や配信事業等の新たな収益源の伸長により、2025年度
にかけてコロナ前を上回る利益水準を目指していきます。

2024年に開場100周年を迎える阪神甲子園球場は、新た
な100年に向けて、日本中の方々に親しまれ、愛される球場、
世界の人々を魅了し、訪れたくなるスタジアムを目指しています。
球場内の通信環境の強化・充実、電子チケット導入、多様な決
済手段を持つPOSシステム導入などのデジタル対応により利
便性向上を図るほか、銀傘（内野の一部座席を覆う屋根）をア
ルプススタンドまで拡張する構想も推進するなど、さらなる安全・
快適な観戦環境の提供に努めています。
また、阪神タイガースは、2025年3月に、尼崎市の小田南公
園への阪神タイガースファーム施設の移転を予定しているなど、
選手の育成・練習環境の大幅な改善を図り、強いチーム作りを
目指します。

阪神タイガース・阪神甲子園球場など魅力あふれる
コンテンツの提供

中期経営計画の概要 エンタテインメント事業の非財務KPI

宝塚歌劇11 0周年ロゴ［カラー設定］

モノクロ使用
・K1 0 0％

ネガ使用
・白ヌキ

カラー使用（スミレカラー）
・C5 0％＋M6 5％
・D I C 2 2 0 7

カラー使用（ゴールド）
・C2 0％＋M3 0％＋Y 6 0％＋K 1 5％
・D I C 2 3 0 6

公式アプリ「宝塚歌劇Pocket」

宝塚歌劇110周年ロゴ
阪神甲子園球場100周年記念ロゴ
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重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・京阪神地域及び首都圏にお
いて、防災に関する協定を
締結する自治体の獲得に向
けた取組の強化

防災協定締結自治体数 ―（実績をモニタリング）
ベイ・コミュニケーションズ
阪神ケーブルエンジニアリング
アイテック阪急阪神

ベイ・コミュニケーションズ：
4自治体
阪神ケーブルエンジニアリング：
16自治体
アイテック阪急阪神：7自治体

・地域の通信インフラ事業者として、災害発生時に迅速かつ適切に対応し、地域の安全・安心に貢献するため
・地域BWA事業※1の拡大に向けて、自治体のニーズ（防災・減災、防犯など）への対応を強化するため

・あんしん事業の主軸である
「登下校ミマモルメ※2」に
おいて、競合との差別化を
図る上位サービスである
GPSサービスの拡大
・地域BWA事業の用途の一
つとして、機会を捉えた「ま
ちなかミマモルメ※3」サー
ビスの拡大

GPSサービス及び「ま
ちなかミマモルメ」等の
見守りサービスの提供
自治体数

―（実績をモニタリング） ミマモルメ
GPSサービスの提供：39自治体
まちなかミマモルメの提供：
7自治体

・安全・安心への関心の高まりに応えることで、沿線価値向上に寄与するため
・グループの無線・有線の通信ネットワーク、外部回線及び施工のノウハウ等を活用し、サービスの拡大を図るため

・情報セキュリティに関する外
部認証（プライバシーマーク、
ISMS※4）の取得

情報セキュリティに関
する外部認証（プライ
バシーマーク、ISMS）
の取得状況

―（実績をモニタリング）

アイテック阪急阪神、ユ
ミルリンク、アールワーク
ス、日本プロテック、ベイ・
コミュニケーションズ、姫
路ケーブルテレビ、BAN-
BANネットワークス、阪神
ケーブルエンジニアリング、
ミマモルメ

アイテック阪急阪神、ユミルリン
ク、アールワークス、日本プロテッ
クはプライバシーマーク・ISMS
とも、ベイ・コミュニケーション
ズ、姫路ケーブルテレビ、BAN-
BANネットワークス、阪神ケー
ブルエンジニアリング、ミマモ
ルメはプライバシーマークのみ

情報・通信事業者として、個人情報及び電子情報の取扱いに万全を期し、お客様からの信頼を強化するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

※1 地域BWA事業：広帯域移動無線アクセスのシステム
※2 登下校ミマモルメ：校門に設置したセンサーとランドセルに入れたICタグが連動して、子どもたちの登下校の状況をアプリや携帯電話へお知らせするサービス
※3 まちなかミマモルメ：発信機（ビーコンタグ）を持った家族が、学校や交差点など、まちなかに設置されたビーコン受信機付近を通過すると、アプリ又はメール通知でお知らせするサービス
※4 ISMS：情報セキュリティマネジメントシステム
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機会とリスクを
踏まえた設定理由

■ 基本方針

情報・通信技術の活用を通じて、
社会の発展に貢献

情報・通信事業

❶ 情報サービス事業
既存事業の収益力を強化するとともに、社外の提携先から不足する技術を取り込み、自社の商材と融合させ、グループ内外の社
会的課題を解決し、新しい未来を共創する。

❸ あんしん・教育事業
先進的技術（IoT、AI、ドローン、AR・VR、5G等）と独創的な発想によって人々に様々な「あんしん」を提供するとともに、次世代を
担う子どもたちに、社会で必要とされる一歩先を行く質の高い教育を提供する。

❷ 放送・通信事業
放送・通信ネットワークのさらなる拡充と活用方法の多様化により、地域におけるインフラ事業者としてのプレゼンスを高め、長期
安定的な通信サービスを提供する。

情報サービス事業では、鉄道各社において整備が進む車内
防犯カメラやホームドア関連システムの需要を積極的に取り込
むとともに、デジタル技術の活用により、生産性・効率性の向
上に貢献するソリューションの開発・展開にも注力しています。
2023年1月～2月には、阪神本線の一部区間において、ロー
カル５G及びAI画像認識技術等を活用し、設備や車内の異常
等の早期発見に向けた実証実験を実施するなど、デジタル技
術の活用により鉄道の安全性を高めるソリューションを提供す
べく取り組んでいます。
このように、加速するDX需要の積極的な取込み等による情
報サービス事業における成長（M&A含む。）や、放送・通信事
業の規模拡大等により、2025年度にかけて、情報・通信事業
の営業利益は伸長すると見込んでいます。

情報サービス事業において着実に受注増を図ったこと等に
より前期比で増収となったものの、放送・通信事業において前
期に受注した大型案件の反動や諸費用が増加したこと等により、
利益は前期並みとなりました。

情報サービス事業は、新たなIT需要の創出につながる、企
業のDX・省エネ・安全などへの投資がより一層高まることが
想定され、市場の堅調な成長が期待されます。特に、交通分野
においては、鉄道の安全・安心への関心の高まりに伴い、車内
防犯カメラの設置が義務化されるなど、車内防犯や駅のホー
ムの安全確保等へのソリューションといったニーズの高まりも
期待されます。
放送・通信事業は、テレワークの浸透等によりインターネッ

トサービスを中心としたケーブルテレビ事業は引き続き堅調
な推移が見込まれるとともに、今後も増加が見込まれる通信
需要に対応するため、通信技術の進歩やデータセンターのニー
ズの増加を事業機会と捉えています。
あんしん・教育事業は、見守りサービスにより子どもの安全

を確認したいという保護者のニーズの高まりや、小学校でのプ
ログラミング教育必修化、STEAM教育※の推進などにより今
後も市場のさらなる拡大が見込まれます。

2023年6月に、全国の自治体の「まちづくりDX」に貢献する
ため、これまで各グループ会社でお応えしてきたICTソリューショ
ンのサービスをまとめた「まちづくりDX」WEBサイトをオープ
ンしました。
このWEBサイトでは、アイテック阪急阪神株式会社、株式
会社ミマモルメ、阪神ケーブルエンジニアリング株式会社をは
じめとした、各グループ会社が持つICTソリューションのサー
ビスを網羅的に紹介しています。今後、これらの技術を、各自
治体のニーズに応じて柔軟に組み合せ、またカスタマイズする
ことによりワンストップで提供するとともに、政府が目標とする
「2030年までにすべての地方自治体がデジタル実装に取り
組む」ことも視野に、人に優しく寄り添えるサービスの実現を
目指します。

加速するDX需要の取込みによりさらなる利益の伸長を
実現

グループの力を集結し、ワンストップで「まちづくりDX」
に貢献
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技術革新とともに各事業の市場は拡大基調

※STEAM 教育：「Science：科学」、「Technology：技術」、「Engineering：工学」、「Art：
教養・芸術」、「Mathematics：数学」の頭文字をとった言葉で、これらの各教科での
学習を実社会での課題解決に生かしていくための教科横断的な教育

「まちづくりDX」WEBサイト  https://www.machidx-hh.jp/

（注） 2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいてい
ます。

当事業を取り巻く環境 2022年度の経営概況

■ 収益・利益の状況

中期経営計画の概要

情報・通信事業の非財務KPI
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■ 収益・利益の状況

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・重大事故対応マニュアルや各種マニュアルの整備
（気候変動に伴う自然災害の激甚化も考慮し、災害
発生時の対応を記載したBCPも必要に応じて改訂）
・従業員と取引先に対する安全運行の啓蒙
・安全運行に関する情報の発信
・取引先の評価

重大事故報告
件数 ゼロの継続 阪急交通社 0件

ツアー運行中における事故や自然災害発生時に、迅速かつ適切に対応することにより、お客様の信頼を得て、当社グループのブランド価値向上を図るため

・自治体と連携した地域振興旅行の企画
（国内長期滞在の旅、インフラ見学ツアー、地域密
着型で現地集合・解散のツアー等）
・「阪急たびコト塾※」における地域振興・文化振興に
関するセミナーの開催
・一般社団法人地域未来企画による地域振興支援

連携自治体等
の数 年間250団体（2023年度） 阪急交通社 224団体

自治体・当方の両者にとって有益な連携を強化し、旅行の重要な要素である地域や文化の魅力を積極的に発信することで、地域活性化に寄与するため

・ツアー参加者へのアンケートの実施
・お客様相談室・カスタマーセンターの体制の充実
・従業員によるツアーモニターや新コースの初回催
行時のチェックによる品質の改善
・海外安全運行会議の現地での実施
・コールセンターやWEB等の受付窓口における対応
の改善

アンケートの
満足度

・顧客満足度（2030年度）
海外/添乗員あり:90%
海外/添乗員なし:90%
国内/宿泊:85%
国内/日帰り:85%

阪急交通社

・顧客満足度
海外／添乗員あり：92％
海外／添乗員なし：87％
国内／宿泊：85％
国内／日帰り：83％

「旅行」という形のない商品に関して、お客様の声に真摯に向き合い、多様化するニーズに応えることで、顧客満足度を向上させ、商品価値のさらな
る向上を図るため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

※ 阪急たびコト塾：旅に役立つノウハウや旅を楽しむための情報を発信するため、阪急交通社が東京・大阪をはじめ全国で主催する座学・体験講座
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■ 基本方針

お客様の声に応える
「旅」を創出

旅行事業

❶ 企画旅行の競争力強化
海外・国内グループツアーのさらなる強化／
特定テーマを深掘した高付加価値商品等の強化／
新たな顧客の獲得／地域との連携強化

❷ 経営基盤の強化
ソリューション事業の強化／国際旅行の強化／
募集効率の向上／業務の効率化
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旅行事業では、海外旅行・国内旅行をこの先も中核事業と位
置付け、中でも添乗員付きグループツアーで圧倒的No.1の地
位を確立するとともに、中長期的な視点で、旅行モデルの多様
化や新たな顧客層の獲得にも積極的に取り組むこととしていま
す。旅行モデルの多様化においては、特定のテーマを深掘した
商品を充実させるほか、国内旅行で旅館・ホテルのランクアッ
プや多品種化の取組を実施しており、海外旅行では新たな観光
資源の開拓や新たな国・地域の商品造成に取り組んでいます。
中期経営計画期間中の見通しについては、今後、海外旅行
の需要が回復すること等に伴い、2025年度の営業利益はコロ
ナ前の水準に復するとみています。

中核事業である海外旅行・国内旅行の強化 中長期的な成長に向けた経営基盤の強化
旅行事業では、経営基盤の強化に向けて、コロナ禍で構築

した各自治体とのつながりを活かし、自治体向けのサポート
サービスなどソリューション事業の拡大・強化のほか、高まる
国際旅行（インバウンド）需要の積極的な取込みに向けて取り
組んでいます。
加えて、WEBでの募集活動の強化など、デジタル技術を
活用した業務の生産性の向上に努めています。また、阪急阪
神DXプロジェクトと協働して顧客データの分析・活用を行い、
きめ細やかな商品の企画と効果的な宣伝広告の実施を通じ
た募集効率の向上を図っています。

コロナ禍で制限されていた人の往来は、移動制限や入国規
制の緩和により徐々にコロナ前の状態へ回復しつつあります。
こうした状況の下では、国内旅行をはじめとして、コロナ禍か
らのリオープン（経済再開）を契機とした旅行需要の高まりを
積極的に取り込んでいくことが重要となります。一方で、海外
旅行への影響が懸念される円安や燃油サーチャージの高騰な
ど、完全にコロナ前の状態に復するにはまだ時間を要する見
込みです。
コロナ禍においては、自宅療養者の支援業務や宿泊療養
施設の運営管理業務を自治体から受注するなど、旅行以外
の事業にも取り組んできましたが、今後、そうした自治体等と
のつながりを活かして、新たな課題やニーズに応えるソリュー
ション事業についても、大きな事業機会があると捉えています。

当事業を取り巻く環境

リオープンによる旅行需要の高まりに期待 海外旅行をはじめ新型コロナウイルスの影響がまだ残るも
のの、自治体からの自宅療養者の支援業務など旅行以外の事
業において受注が大幅に増加したほか、国内旅行において「県
民割支援」「全国旅行支援」等を活用したツアーの販売が堅調
に推移したこと等により、前期に比べ増収・増益となりました。

2022年度の経営概況

（注）2021年度以降、「収益認識に関する会計基準」を適用しており、企画旅行の営業収
益を純額表示から総額表示に変更しています。
2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいてい
ます。

中期経営計画の概要

旅行事業の非財務KPI
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（2023年9月1日現在）

˔ 田ࡍࠃϩδスςィΫスηンλーͷӦۀ։࢝
西濃運輸※が建設した成田空港隣接の倉庫棟に、成田国際ロジスティクスセンターを開設。西濃運
輸のトラックターミナルと連携し、国際輸送・ロジスティクス・国内輸配送の三位一体型物流ハブと
して、シームレスな一貫輸送サービスを提供。新規顧客の獲得など、堅調に事業が進捗している。

˔ 北தถͰͷڧۀࣄԽ
アメリカ・メキシコ各地でロジス
ティクス事業や拠点網を拡充し、国
際物流のさらなる取込みを図る。

阪急阪神不動産との協業により2016年にインドネシア倉庫、
2017年にシンガポール倉庫を開設。さらに、タイ、フィリピン、
ベトナム、インドなどでロジスティクス事業を拡大するととも
に、アジア各地で新たな拠点を設置するなど、成長市場にお
いて、ロジスティクス事業の拡大とグローバルネットワーク拡
充を進めている。

˔ ΞϑϦΧͰͷۀࣄల։
2018年4月に南アフリカ共和国のフォワー
ダー Intraspeed社に出資して、子会社にす
るとともに、同社が保有するケニア共和国・ウ
ガンダ共和国の2社も子会社化。2023年度
から南アフリカ・ケニア法人を連結子会社化

※2018年に阪急阪神エクスプレスと資本・業務提携したセイノーホールディングスのグループ会社

˔ ΞδΞͰͷωοτϫーΫ֦ॆɺ
　ϩδスςィΫスݿͷల։ɺෆಈۀࣄ࢈ͱͷۀڠ

重要テーマ アクションプラン 非財務KPI 目標値 範囲 2022年度実績

・BCPの整備 BCPの整備率 100% 阪急阪神エクスプレス
阪急阪神ロジパートナーズ 両社とも整備済み

エッセンシャル産業として、災害発生時にも物流を止めない体制を構築することで、事業への信頼を高め、社会に貢献するため

・通関品質の向上 通関誤謬率 業界平均（0.3%）を下回る
0.1%程度の維持 阪急阪神エクスプレス 0.06%

通関業者として水際対策に努め、安心・安全な社会の維持に貢献するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由
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■ 基本方針

グローバルに展開する高品質な
サービスとともに、お客様に最適な
ロジスティクスをプロデュース

国際輸送事業

❶バランスの取れた事業ポートフォリオへの変革
●グローバルでの航空事業、海上事業、ロジスティクス事業
の強化

❸強固なグローバルガバナンス体制への深化

❹新たな成長領域への挑戦
●越境EC物流への参入
●次世代モビリティ物流の確立
●アフリカ・中東・インドの事業拡大

❷事業規模の拡大と競争力の強化
●グローバルでの営業力の強化
●セイノーホールディングスグループとのシナジー効果の拡
大

長期ビジョンの実現に向けて、引き続き、事業規模の拡大と競
争力の強化に注力するとともに、海上輸送やロジスティクスの強
化によるバランスの良いポートフォリオへの変革に取り組みます。
中期経営計画期間中の見通しについては、物流市場の混乱

当社グループでは既に世界の主要な都市に進出しておりま
すが、引き続き、新たなビジネス機会が見込まれる地域への拠
点設置や、ロジスティクス倉庫の拡大、海上輸送の自社混載路
線の拡充など、グローバルネットワークの拡大とサービスの充
実を進めていきます。

事業規模の拡大とバランスの取れた
事業ポートフォリオへの変革

グローバルネットワークの拡充、新たな成長領域への挑戦
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1,078
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新型コロナウイルスの影響を受けた2020年以降は、航空
便の減便やコンテナ不足・港湾の混雑等により、航空輸送、海
上輸送ともに需給バランスが大きく乱れることとなりましたが、
そのような状況の下でも、世界193拠点のすべてで事業を継
続することで物流インフラストラクチャーを支えるエッセンシャ
ル産業としての役割を果たしてきました。
グローバルでの物流課題やニーズが多様化する中、世界中

に広がる阪急阪神エクスプレスのグローバルネットワークを活
かした高品質、高付加価値の航空輸送、海上輸送、ロジスティ
クスなどの総合物流サービスを提供することで、お客様のサ
プライチェーン全体を最適化するソリューションをご提案いた
します。

当事業を取り巻く環境

グローバルフォワーダーが果たす役割は一層重要に 航空・海上輸送とも、上期を中心に仕入運賃の高騰が続い
たこと等により、前期に比べ増収・増益となりました。

2022年度の経営概況

（注） 2023年度の通期業績予想については、2023年5月15日発表の情報に基づいてい
ます。

■ 収益・利益の状況

■ 国際輸送事業が展開するグローバルネットワーク

が徐々に収束していく中で、新型コロナウイルスの影響を受け
る以前の事業環境に戻ることを想定するものの、2025年度に
かけて、取扱物量の拡大等を進め、営業利益を伸長させてい
きます。

さらに、成長の著しい越境EC物流への調査、検討、新たな
産業領域と期待される次世代モビリティに必要な物流サービ
スを提供する物流網の構築や、将来的に人口の大きな増加が
見込まれるインド・中東・アフリカでのさらなる事業拡大など、
新たな成長領域への挑戦も進めています。

中期経営計画の概要

国際輸送事業の非財務KPI
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Ψόφンスͷॆ࣮

Governance

取組方針

基本的な考え方

ʮ͓٬༷Λ͡Ίͱ͢Δօ༷͔Β৴པ͞ΕΔۀاͰ͋Γ͚ͭͮΔʯͨ ΊʹɺܦӦͷಁ໌ ɾੑ݈ શੑΛ一ߴΊΔ͜ͱɺ๏ྩ
ͷ९कɺద࣌దͳ報։ࣔΛ௨ͯ͡ɺίーϙϨーτɾΨόφンスͷڧԽɾॆ ࣮Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ
ଓతͳ࣋ଇʹऔΓΈɺ社ͷݪɺҎԼͷํΛఆΊɺίーϙϨーτΨόφンスɾίーυͷ֤͖ͮجʹํ͑ߟຊతͳجͷه্
ͱதظతͳۀاՁͷ্Λ目͠ࢦ·͢ɻ

ʢ1ʣ 株ओͷݖརΛଚॏ͠ɺฏੑΛ֬อ͍ͨ͠·͢ɻ
ʢ2ʣ 株ओΛؚΉスςーΫホルμーͷརӹΛྀ͠ߟɺͦ ΕΒスςーΫホルμーͱదʹڠಇ͍ͨ͠·͢ɻ
ʢ3ʣ 会社報Λదʹ։ࣔ͠ɺಁ ໌ੑΛ֬อ͍ͨ͠·͢ɻ
ʢ4ʣ औక会ͷ ɾׂΛదʹߴ͠ߦɺ ͳಜػͱҙܾࢥఆػͷ֬อʹΊ·͢ɻ
ʢ5ʣ 社ͷ࣋ଓతதظతͳۀاՁ্ͷ؍͔Βɺ株ओͱݐઃతͳରΛ͍ߦ·͢ɻ

ͯ͢ͷスςーΫホルμーͷظʹԠ͑ɺ࣮Ͱެਖ਼ͳΨόφンスΛపఈ͠·͢ɻ

※当社グループではコーポレートガバナンス・コード（プライム市場向けの内容を含む。）の各原則について、すべて実施しています。各原則の実施内容及びその他コー
　ポレート・ガバナンスに関する事項については、当社ホームページのサステナビリティサイト内「コーポレート・ ガバナンス報告書」をご参照ください。
   https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/corporate/governance/info_governance.pdf

（役員一覧についてはP83～84参照）

株主総会

グループ各社

代表取締役 

グループ経営会議

企業統治委員会
報酬委員会

選任／解任 選任／解任

招集／執行状況報告

選任／解任

招集

監査
参画

会計監査
報告

報告

報告

諮問

答申

選定／解職／監督

取締役会
取締役

（監査等委員以外）

監査等委員会
取締役

（監査等委員）監査等
会計監査人

参画
（オブザーバー）

報告

グループ監査室

監査等委員会スタッフ

角 和夫

議長

久須 勇介 島谷 能成 荒木 直也 遠藤 典子
（学者）

鶴 由貴
（弁護士）

小林 充佳
（経営者）

औక会	11໊


石橋 正好

委員長

髙橋 裕子（医師・学者）小見山 道有（弁護士）

ࠪҕһ会	3໊



6໊	ҕһ会࣏統ۀا

報ुҕһ会	6໊


独立社外取締役 ● 男性　● 女性

委員長

角 遠藤 鶴 小見山 髙橋小林

委員長

角 遠藤 鶴 小見山 髙橋小林

嶋田 泰夫

■ コーポレート・ガバナンス体系図

当社及び当社グループにおける
コーポレート・ガバナンス体制の概要
当社グループは、純粋持株会社体制を採用しており、事業執
行は基本的に傘下のグループ会社が担当し、当社はグループ
全体の監視・監督を主要な職務とすることで、監視・監督機能
と執行機能とを分離した体制としています。
そのような体制のもと、当社は、当社及び当社グループの経

営方針、経営戦略等に関わる事項や各コア事業の中期・年度経
営計画につき承認する権限を保持するとともに、事業執行会社
に対して適時その進捗状況に関する報告を求めるほか、一定金
額以上の投資を行う場合など、グループ会社がグループ経営
の観点から重要な事項を実施する場合に、事前に当社の承認
を得るか報告することを求めることなどにより、各会社を監視・
監督し、グループ全体のガバナンスの向上を図っています。
そのため、上記事項については、社外取締役を加えて構成

された当社取締役会を承認又は報告の場とするとともに、そ

の前置機関として、当社グループの各コア事業の代表者等も
メンバーに加えた「グループ経営会議」を設置しています。
また、取締役の選解任の透明性の確保、社外取締役間の連
携等を目的として、代表取締役会長（欠員又は事故があるとき
は、代表取締役社長）及び当社から独立した立場にある社外取
締役で構成され、社外取締役が委員長を務める「企業統治委
員会」を設置するとともに、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）の報酬について、具体的な報酬額の決定を取締役会
の責任の下で、客観性及び透明性のある手続によって行うこと
を目的として、代表取締役会長（欠員又は事故があるときは、
代表取締役社長）及び当社から独立した立場にある社外取締
役で構成され、社外取締役が委員長を務める「報酬委員会」を
設置しています。
さらに、当社グループでは、グループとしての総合力強化の
一環として、資金調達を原則として当社に一元化し、事業執行
会社には、当社が承認した経営計画の範囲内において必要な
資金が配分される仕組みの整備を推進するなど、資金面での
ガバナンスの強化にも努めています。

2015
ҕһ会ͷઃஔ࣏統ۀا
・役員の選解任の透明性の確保、社外役員間の連携などを目的として設置（年2回開催）

2016
औక会ͷ࣮ޮੑධՁ
・取締役会の運営に関し、説明の十分性や議事進行の妥当性等について、同会でヒアリングを実施
（2020年度からは、評価の効果をさらに高めるため、ヒアリングにあたり事前アンケートを実施）

2017 ૬ஊ੍ͷഇࢭ

201�
ങऩӴࡦͷඇܧଓʢഇࢭʣɺ報ुҕһ会ͷઃஔ
・具体的な報酬額を含む取締役の報酬の決定について、客観性・透明性のある手続とすることを目的として設置（年1回開催）

201�
報ु੍ͷݟ͠
・企業価値及び業績の向上への意欲を一層高めるとともに、株主価値の向上に対するインセンティブを働かせることを目的
として、会長及び社長（2022年度からは代表取締役）を対象に、信託を活用した業績連動型株式報酬制度を導入

2020
ࠪҕһ会ઃஔ会社ͷҠߦ
・取締役会の監督機能をより強化し、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実を図ることを目的として、監査等委員会設置
会社に移行

2022 社֎औక͕ۀا統࣏ҕһ会ٴͼ報ुҕһ会ͷҕһʹब

■ コーポレート・ガバナンスの強化に資する近年の取組

ガバナンス体制

औక会ʹ͓͚Δ
ಠཱ社֎औకൺ

औక会ʹ͓͚Δ
ঁੑൺ

ҕһ会ɾ報ुҕһ会࣏統ۀا
ʹ͓͚Δಠཱ社֎औకൺ

45.5% 27.3% 83.3%

■ 2023年度の状況
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取締役会・取締役
取締役会は、当社及び当社グループの経営方針、経営戦略等

に関わる事項や各コア事業の経営計画について承認する権限
を保持するとともに、グループ会社における重要な投資案件等
について適時事業執行会社から報告を求めることで、各会社を
監視・監督し、グループ全体のガバナンスの向上を図っています。
取締役会は、11名の取締役により構成され、そのうち5名の

独立社外取締役には、女性取締役や、法務・リスクマネジメント
に係る知識・経験・能力を有する取締役、社会・環境を含む専門
的な知識・経験・能力を有する取締役等も選任することで、多様
性を高めており、監視・監督機能の強化と意思決定の質の向上
を図っています。また、取締役のうち3名は監査等委員である取
締役であり、監査等委員会を構成しています。

企業統治委員会
（指名委員会に相当する機能を担う任意の委員会）
企業統治委員会は、取締役の選解任の透明性の確保、社外
取締役間の連携等を目的として、代表取締役会長（欠員又は事
故があるときは、代表取締役社長）及び当社から独立した立場
にある社外取締役で構成され、社外取締役が委員長を務めて
います。取締役候補者の選任や取締役（監査等委員である取
締役を除きます。）の解任等について、取締役会から諮問を受け、
答申しているほか、社外取締役に対し、当社グループの財務等
に関する情報の提供等を行っています。
なお、2022年度の企業統治委員会の開催回数は、3回です。

報酬委員会（任意の委員会）
報酬委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
報酬の決定手続について客観性及び透明性を確保することを
目的として、代表取締役会長（欠員又は事故があるときは、代
表取締役社長）及び当社から独立した立場にある社外取締役
で構成され、社外取締役が委員長を務めています。報酬制度
及び内容について、取締役会から諮問を受け、答申しています。
なお、2022年度の報酬委員会の開催回数は、2回です。

グループ経営会議
グループ経営会議は、当社の常勤取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）及び執行役員並びに当社グループの各コア
事業の代表者等を構成員とし、取締役会の決議事項のほかに、
当社グループの経営戦略、経営計画や、グループ会社におけ
る重要な投資案件など、当社のグループ経営に関わる重要事
項の審議・承認等を行っています。
なお、2022年度のグループ経営会議の開催回数は、17回です。

監査等委員・監査等委員会
監査等委員及び監査等委員会については、3名の監査等委
員のうち、当社から独立した立場にあり、かつ高度な専門性を
有した社外取締役2名を選任することで、業務執行に係る意思
決定の適正性のより一層の確保に努めるとともに、グループ
経営会議をはじめとするグループ内の会議体に常勤の監査等
委員が出席するなど、監査等委員会による監査・監督の環境
整備にも留意しています。

社外取締役の取締役会・監査等委員会への出席状況（2022年度）

氏名 地位
出席状況（出席回数/開催回数）

取締役会等における発言、その他の状況
取締役会 監査等委員会

ԕ౻ యࢠ 取締役 11回/11回 ー 主に、公共政策や環境・エネルギー分野の研究を通じて培った豊富な経験・知見に基づ
いて有益な発言を行っています。

 ༝و 取締役 11回/11回 ー 主に、コンプライアンスの視点から有益な発言を行っています。

খྛ ॆՂ 取締役 9回/9回 ー 主に、経営者としての豊富な経験・視点と実績に基づいて有益な発言を行っています。 

খࢁݟ ಓ༗ 取締役監査等委員 11回/11回 13回/13回 主に、コンプライアンスの視点から有益な発言を行っています。

ࢠ༟ ڮ∁ 取締役監査等委員 9回/9回 10回/10回 主に、社会健康医学や健康経営の研究・臨床を通じて培った豊富な経験・知見に基づい
て有益な発言を行っています。

20232݄ 個別にアンケート

20234݄ 取締役会において上記アンケート結果につい
て報告の上、ヒアリング

औక会ͷߏ 取締役会の人数及び構成

औక会ͷӡӦ
スケジュール、議案・報告事項の選定、事前の
情報提供、説明、資料の内容、審議時間、議論
（特に中期経営計画の議論）及び議事進行

ҕһ会ɾ࣏統ۀا
報ुҕһ会 両委員会の構成及び運営

■ スケジュール

■ 評価項目

取締役会の実効性評価
当社では、原則として毎年4月の取締役会において、取締役
会の実効性について評価を実施しています。

2022年度の取締役会の実効性評価の過程・結果の概要は、
以下のとおりです。
1.ධՁաఔ

2022年度の取締役会の実効性として、「取締役会の構成
及び運営等の妥当性」について、すべての取締役による実効
性評価を実施しました。

2.ධՁ݁Ռ
アンケートとヒアリングの結果、2022年度の取締役会の
構成及び運営等は妥当であり、概ね適切に運用され実効性
が確保されていると結論づけられました。
一方、当社グループにおける投資案件の進捗・結果等に関

する定期的なフォローアップや各コア事業の現状を示す指標
に関する情報提供の充実等について提言がなされました。
本評価を踏まえ、取締役会のさらなる監督機能及び意
思決定機能の向上を図るための検討を進めていきます。

基本方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、
企業価値及び業績の向上に対する意欲を一層高めるとともに、

株主価値の向上に対するインセンティブを働かせることができ
る報酬体系とし、その役位及び職責に対して支給される固定
報酬である金銭報酬と、代表取締役に支給される信託を用い
た業績連動型株式報酬とから構成しています。

手続
上記の方針に基づき、具体的な報酬額の決定を取締役会の責

任の下で、客観性及び透明性のある手続によって行うことを目的
として、代表取締役会長（欠員又は事故があるときは、代表取締役
社長）及び当社から独立した立場にある社外取締役で構成され、
社外取締役が委員長を務める「報酬委員会」を設置しています。報
酬委員会において、予め報酬制度及び内容について諮問した上で、
取締役会において報酬について決議しています。また、取締役（監
査等委員である取締役を除きます。）の個人別の報酬等の内容に
ついては、報酬委員会が同内容に係る決定方針との整合性を含
めた多角的な検討を行っていることから、取締役会も基本的にそ
の答申を尊重し決定方針に沿うものであると判断しています。
なお、同決定方針については、コーポレート・ガバナンス報
告書において掲載しています。

※業績連動型株式報酬制度は、グループCEOを含むすべての代表取締役（3
名）を対象としています。なお、すべての対象者に対して、株式交付等を受
ける権利（受益権）確定前に、支給対象となる対象者が、取締役としての職
務に関して重大な違反があった場合その他一定の事由に該当する場合に
は、受益権を付与しないマルス条項を設定しています。
※取締役の退職慰労金については、より透明性の高い報酬制度を実現する
ため、2004年4月に廃止しています。

※社外取締役については取締役会の事務局が、監査等委員である社外取締役については監査等委員会の事務局が、それぞれ補佐を行うこととしており、特に、監
査等委員会事務局には専任のスタッフを配置しています。さらに、取締役会に付議される議案の内容については、取締役会事務局が、原則として会日の7日前
を目途に資料を送付するなど、社外取締役の監視・監督機能の向上を図っています。

ॏཁςーϚ

Ψόφンスͷॆ࣮

当社の経営上の意思決定、
執行及び監督等に係る経営管理組織

取締役会・監査等委員会の実効性の確保

取締役の報酬等

過年度の分析・評価結果を踏まえ、2022年度に行った
主な取組

2022年度における分析・評価のプロセス

各コア事業の課題と現状に関する情報提供の充実等につい
て提言がなされていたことから、各取締役に対し期中の業績や
決算の報告における情報を充実させたほか、付議議案につい
て理解が深まるよう案件の背景等の説明を丁寧に行うなどし
ました。また、当社グループの各事業への理解が深まるよう取
締役会による現地視察等を行いました。

ίーϙϨーτɾΨόφンス報告書
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/
materiality/corporate/governance/info_governance.pdf

経営の透明性・ガバナンスの実効性の向上

報酬制度

その他ガバナンス強化に向けた取組

政策保有株式に対する考え方
当社は、様々なステークホルダーとの信頼関係を構築しな
がら、中長期的な視点で企業価値の向上を図っていくため、相
手企業との取引関係維持や連携強化、地域社会との関係維持
などを目的として、政策保有株式を取得・保有します。
政策保有株式については、保有目的のほか、配当利回り等
の経済合理性を踏まえて、毎年、取締役会において、個別の銘
柄ごとに保有の適否を検証します。その結果、保有が適切でな
いと判断された銘柄については、当社の財務や市場に対する
影響等を総合的に考慮の上、順次売却を推し進めます。
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当社では、企業活動を行う上で、業務の適正を確保することを
重要なものと認識し、グループ全体を対象として内部統制システ
ムを整備し、適宜見直しを行うことが必要であると考えています。
そのうち、特に、コンプライアンス経営に関する体制としては、
後述のとおり、コンプライアンス担当部署を設置し、コンプラ
イアンス啓発マニュアルの作成・配付や、コンプライアンスに
関する研修の実施により、当社及びグループ会社のコンプラ
イアンスに関する意識の高揚を図っています。
さらに、内部通報制度として、「企業倫理相談窓口」を設置し
て、コンプライアンス経営の確保を脅かす事象を速やかに認
識するよう努めるとともに、重大な事象が発生した場合、対処
方法等を検討する委員会を速やかに設置することとしています。
なお、監査専任スタッフからなる代表取締役社長直轄の内部監

査部門を設置して、規程を整備した上で、当社及びグループ会社
を対象に内部監査を実施しています。
また、当社グループにおける業務の適正を確保する体制の構
築については、グループ各社の監査役について、監査権限を会
計監査に限定せず、業務監査権限まで付与するとともに、いわ
ゆる「内部統制システム」の構築に関する取締役会決議を行うよ
う、大会社に該当しないグループ各社についても指導しています。
金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の評価
及び監査」制度については、規程を整備した上で、連結ベース
で選定した評価対象範囲について経営者評価を実施すること
で適切に対応しています。

当社は、コンプライアンスや企業防衛の観点から、暴力団、
暴力団関係企業、総会屋その他の市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会的勢力との関係は一切持たず、不当な要求
に対しては毅然とした態度をとることとしており、その関係遮
断を徹底することを基本方針としています。
この方針を「内部統制システムの構築の基本方針」において
規定するとともに、「阪急阪神ホールディングスグループ コン
プライアンスの手引き」においても明確にし、グループ各社の
役員や従業員に配付することで浸透を図っています。

当社グループは、すべてのステークホルダーの期待にお応
えし、信頼され、称賛される企業集団となることを目指してい
ます。その前提の一つとなるのがコンプライアンスを重視した
経営姿勢です。

当社では、経営理念（使命・価値観・行動規範）及び各種の基
本方針や規程を整備し、その徹底を図っています。
このうち、行動規範については、取締役会においてその遵守
状況について、従業員へのアンケートを基に、2年ごとにレビュー
を行っているほか、適宜、行動規範の有効性を定期的に評価、検
証し、明文化されたルールだけでなく、常にお客様をはじめとし
たステークホルダーの視点に立ちながら、内容をアップデートす
ることとしています。
また、人事総務室　総務部内にコンプライアンス担当を設置

し、グループ全体のコンプライアンス強化に取り組んでおり、現
在、コンプライアンスへの取組として、次の３つを柱とした施策を
実施しています。

1.「コンプライアンスの手引き」を用いた意識の向上
当社グループの全役職員に配付する「コンプライアンスの手

引き」において、法令や社会規範に反したり、お客様の信頼を裏切っ
たりする行動は許されないことを周知するとともに、陥りやすい
事例等を紹介し、コンプライアンス意識の向上に努めています。

相談者 社

ࠪҕһ

■ 企業倫理相談窓口の対応手順

報告

報告

指示

調査、是正等の要請、
是正状況の確認

各部門・
グループ
会社

相談

回答
相談窓口

3.その他の取組
グループの中核会社にコンプライアンス推進部署を設けるほか、

それ以外の会社にもコンプライアンス・リーダーを選任し、グルー
プ全体でコンプライアンスの推進に努めています。

なお、企業倫理相談窓口の運用の状況について、毎年取締
役会及び監査等委員会に報告しており、2022年度におけるグ
ループ全体の受付件数は69件でした。
企業倫理相談窓口に寄せられた相談案件等について、相談
内容に係るリスクを勘案し、重要と判断した場合は、リスク管理
委員会を開催し対処方法を協議・決定することとしています。

当社グループでは、役職員に対するコンプライアンス意識
の向上を図るため、様々な研修や情報発信を実施しています。
特にコンプライアンスに関する研修においては、ステークホルダー
（お客様・お取引先・株主等）や場面（職場・プライベート等）ご
とに留意すべきコンプライアンスを整理し、より実践的な啓発
に取り組んでいます。

当社グループは、規程類に基づき、役職員の腐敗行為（役職
員が有している地位や立場を利用した不正、違法又は非倫理
的な行為）を禁止しています。具体的には、「腐敗行為（贈収賄
等）の防止に関する基本方針」を定めるとともに、内部者取引
防止規程や贈収賄防止規程・ガイドライン
等の腐敗行為防止を目的とした規程・ガイ
ドラインを整備しています。そして、2021
年5月に「国連グローバル・コンパクト」に

2.「企業倫理相談窓口」（内部通報専用窓口）の設置
日常業務の中で、法令等違反行為・反倫理的行為（コンプラ

イアンスの手引きに含まれるあらゆる腐敗行為や人権侵害行
為を含む）が行われていた場合、又はそのおそれがある場合に、
当社グループの役職員及び当社グループのお取引先が利用
可能な内部通報制度として、内部相談受付窓口及び外部の弁
護士を窓口とする外部相談受付窓口から成る「企業倫理相談
窓口」（匿名での相談も可能）を設置しています。相談は、専用
メールアドレス（24時間365日受付可能）・封書・電話等を通じ
て行うことができます。

■ コンプライアンス体制概念図

ίンϓϥΠΞンスਪਐ෦ॺ
内部通報窓口、セミナー等啓発
活動の企画立案・実施等

ίンϓϥΠΞンス
Ϧーμー
中核会社のコンプライアンス部
署に対する窓口

●グループ会社への情報発信
●グループ会社への指導・教育
●リスクマネジメント等の統括
●リスク管理委員会事務局
●企業倫理相談窓口
　（内部通報窓口）
●内部監査

阪急阪神ホールディングス த֩会社

ͦͷଞͷグルーϓ会社

ॏཁςーϚ
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内部統制システムに関する
基本的な考え方及びその整備状況

コンプライアンスへの制度的取組

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
及びその整備状況

役職員への研修・啓発活動

腐敗防止の徹底

ʮഊߦҝʢଃऩʣͷࢭʹؔ͢Δجຊํʯͪ͜Β
→ https://www.hankyu-hanshin.co.jp/
　 sustainability/materiality/corporate/compliance/

内部統制システム

コンプライアンス・腐敗防止の徹底
リスクマネジメント体制の整備

当社グループでは、リスクの現実化を未然に防止し、また、
そのリスクが現実化したときの損害を最小化することで、健全
なグループ経営に資することを目的に、リスクマネジメント体
制を整備しています。なお、ISO31000を参考にして、当リス
クマネジメント体制を構築しています。

リスクの評価
当社グループでは、グループ全体で毎年リスク調査を実施

しており、自然災害（感染症を含む。）、事故、情報管理、法令遵
守、その他ESG関連リスク※を含む組織運営に関するリスクを
洗い出し、それぞれのリスクについて発生可能性と影響度によ
るアセスメントや発生シナリオの想定を行った上で、適切な対
応方を定めることとしています。
※ ESG関連リスクとして認識する項目
環境：気候変動リスク、廃棄物・汚染リスクと生物多様性への影響 等
社会：従業員の労働環境整備や労働安全衛生に関するリスク、人権侵害・

ハラスメントリスク 等
ガバナンス：不公正な取引・インサイダー取引・贈収賄等の包括的な腐敗リスク 等

さらに、具体的な取組として、平時には、弁護士、警察等の外部機
関との連携を図るとともに、グループ各社が締結する契約書にお
いて、いわゆる反社会的勢力排除条項を導入することとしています。
また、グループ会社間での情報交換、各種社員研修等を通

じて意識の向上・啓発に努めるほか、反社会的勢力の排除に
関する地域活動や会合にも積極的に参加しています。
なお、有事の場合には、担当部署を中心に組織的な対応を

とることとし、外部の専門家と連携しながら対応します。

賛同の意を表明し、原則10（強要や贈収賄を含むあらゆる形
態の腐敗防止の取組）に基づき、腐敗防止活動を推進してい
ます。

リスク管理委員会とグループマネジメント体制
当社グループでは、リスクマネジメントの責任者として、リス

クマネジメント担当の執行役員を置いています。また、リスクマ
ネジメントの実効性を強化することを目的として、リスク管理委
員会を年2回開催しています。同委員会は当社社長が委員長で
あり、リスクマネジメント担当執行役員を含む当社の常勤取締
役（監査等委員である取締役を除く。）及び執行役員並びに各コ
ア事業の代表者が出席します。同委員会を通じて、上記のリス
ク評価を基に選定した各コア事業横断的に取り組む「グループ
共通重点リスク」及びグループ各社の「個社別重点リスク」並び
に社会経済情勢等の外部環境の変化により顕在化した新たな
重要リスクへの対応状況・取組をグループ全体で確認するとと
もに、グループ経営上重要なリスクについて議論を行い、認識
を深めています。
リスク管理委員会で議論したESG関連リスクを含むリスク
分析やリスク対応の運用状況については、毎年取締役会に報
告しています。すなわち、取締役会がESG関連リスクを含むグ
ループ経営上重要なリスクの管理状況を監督し、リスク管理プ
ロセスの有効性についても適宜レビューしています。

買収防衛策の非継続（廃止）
当社では、2018年6月開催の定時株主総会終結の時をもっ

て有効期限が満了となる買収防衛策について、同施策を巡る
近時の動向や当社をとりまく経営環境の変化等を勘案し、非継
続（廃止）としました。
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当社グループでは、お客様・地域社会・株主様・お取引先・
従業員などのステークホルダーの声に真摯に耳を傾け、それを
踏まえて事業を遂行していくことが重要であると考えています。

ステークホルダーの立場の尊重に係る取組状況
当社グループでは、「『安心・快適』、そして『夢・感動』をお届け

することで、お客様の喜びを実現し、社会に貢献する」というグルー
プ経営理念を掲げ、持続的な成長を志向するとともに、その基
盤となるESG に関しても様々な取組を推し進めてきました。
そうした中で、2020年5月、持続可能な社会の実現に向け、当

社グループの今後の取組の方向性を示すものとして「阪急阪神ホー
ルディングスグループ サステナビリティ宣言」（P45参照）を策定
しました。同宣言では、当社グループのESG に関する取組をさら
に加速させるとともに、お客様や地域社会・株主様・お取引先・従
業員等のステークホルダーの皆様との信頼関係を構築しながら、
事業を通じて社会課題の解決に努めていく旨を定めています。
また、環境保全活動や地域・社会貢献活動については、基本
方針を定め、人事総務室に専任部署を置いて、上記の「サステ
ナビリティ宣言」に沿った取組を進めています。また、主な活動
実績や今後の方針・計画を示すものとして、「サステナビリティ
データブック」を発行するとともに、詳細な情報を当社ホームペー
ジに掲載しています。

IRに関する活動状況
IR活動の方針
株主との対話については、グループ経営企画室が担当し、
同室を管掌する執行役員がIR活動全般を統括します。
グループ経営企画室には専任のIR担当者を置き、財務・経
理部門、総務・法務部門、広報部門と定期的に情報共有を行う
こと等を通じて、連携してIR活動を推進します。
株主に対しては、ホームページによる情報開示や定期的な
機関投資家向け説明会の開催等、当社の事業戦略や財務方針

有識者からの意見を反映
当社グループのサステナブル経営における重要テーマ（マ

テリアリティ、P45参照）の策定にあたっては、大学教授、市民
団体、投資家などの有識者の意見をヒアリングし、方針に反映
しました。

お客様からのご意見の反映
当社グループでは、お客様からのご意見を受け付ける広聴セン

ターを設置しているほか、鉄道沿線の市民団体との対話の機会を
設けるなど、そのご意見を社内に共有する仕組みを整えています。
阪急電鉄では、交通ご案内センターや広報部広聴センター

を設置し、お客様のご意見に対応する体制を整備しています。
阪神電気鉄道では、広報担当や各施設でご意見を受け付けて
いるほか、ホームページにご意見フォームを設け、お客様のご
意見に対応する体制を整備しています。
寄せられたご意見・ご質問に対しては、担当部署と連携の上、
必要に応じて調査・回答するとともに、事業運営の改善に活用
しています。

ຊํج.1
当社グループは、「お客様をはじめとする皆様から信頼され

る企業でありつづける」ために、経営の透明性・健全性を一層
高めることや、法令等の遵守、適時適切な情報開示等を通じて、
コーポレート・ガバナンスの強化・充実を図っています。
この基本的な考え方に基づき、適正な納税を通じて社会に
貢献するとともに、持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上を目指します。

2.੫ίンϓϥΠΞンス
当社グループは、税務関連法令を遵守するとともに、適時適
正な税務申告及び納税を行い、企業の社会的責任を果たします。

3.੫ϓϥンχング
当社グループは、事業の目的や実体に即した範囲で税務プ

ランニングを行い、優遇税制の有効活用等により企業価値の
向上に取り組みます。租税回避を目的とした税務プランニング
は行いません。

4.੫Ψόφンス
当社グループの税務に関するコーポレート・ガバナンスは、

グループ全体のガバナンス体制に包含されており、税務リスク
等に関しては必要に応じて取締役会並びに監査等委員会に報
告を実施するなどの監督体制を構築しています。

ॏཁςーϚ

Ψόφンスͷॆ࣮

当社グループは、重要インフラである鉄道の運行に関わる
システムをはじめ、各事業において様々な情報システムを利用
しており、サイバーセキュリティの確保をリスク管理の重要な
要素と位置付けています。
こうした情報システムに関するサイバーセキュリティ対策として、
当社の「電子情報セキュリティ基本方針」に基づき、グループ各
社において各種規程や体制を整備した上で、役職員に対する教
育や情報セキュリティに係る評価、点検及び改善を定期的に実
施するとともに、行政等の関係機関とも積極的に連携して情報
収集に努めるなど、継続的にインシデントの防止に努めています。
また、万一、インシデントが発生した場合に、速やかに連絡・
対処して被害の局所化を図るとともに、適切な再発防止を講じ
るため、「グループCSIRT※」を整備しています。
※CSIRT：Computer Security Incident Response Teamの略

サイバーセキュリティ対策について

株主との対話の実施状況等
上記に記載の方針に則り、代表取締役社長又はグループ経
営企画室を管掌する執行役員が出席する決算説明会を四半期
ごとに開催しているほか、IR担当者が、国内外の機関投資家・
アナリストとの間で、年間延べ約110回（2022年度）の個別面
談を実施しました。
株主との対話においては、決算や業績予想の概要に加え、
中長期的な成長戦略や資本効率を意識した経営状況等が主な
テーマとなっており、これらの内容は、四半期ごとに経営陣に
フィードバックしています。また、こうした対話を踏まえて、決
算説明会資料にエグゼクティブサマリーや上記のテーマに沿っ
た内容を追記し、同資料の充実を図るなどの改善を行い、株主
のさらなる理解に努めています。

株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての
取組状況

危機対応に関する体制の整備

株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化を図るため、集
中日を回避した定時株主総会の日程設定、インターネットによ
る議決権電子行使プラットフォームへの参加、招集通知及び決
議通知（英訳版含む。）の当社ホームページへの掲載、その他
機関投資家の議決権行使環境向上などに取り組んでいます。

リスク評価と適切なリスク対策に尽力してもなお、重大なリ
スクが現実化した場合には、社長を対策本部長とする危機対
策本部を設置して迅速かつ適切に対応する等、損害の拡大を
防止し、これを最小限に止める体制を整備することとしています。

各ステークホルダーの意見を踏まえた事業遂行

税の透明性（税務ポリシー） 知的財産についての考え方

等に関する理解を深めていただくような活動を実施します。また、
株主との対話（面談）についてはIR担当者が行いますが、株主
の所有株式数や関心事項等を勘案し、必要に応じて担当執行
役員等が面談します。
株主や機関投資家等から寄せられた意見や質疑応答の内
容については、適宜、IR担当者が報告書を作成し、経営陣への
フィードバックを図ります。
株主との対話にあたっては、当社の持続的な成長や中長期
的な企業価値向上に関する内容を主要テーマとするほか、決
算発表前にサイレント期間を設けて対話を制限する等により、
インサイダー情報の管理に留意します。

5.੫ϦスΫཧ
当社グループは、事業活動の中で税務上の解釈が不明確な
取引が生じた場合、外部専門家の助言を受けるとともに、必要
に応じて税務当局へ事前相談を行うことで税務リスクの低減
に努めています。

6.੫ہͱͷؔ
当社グループは、税務当局からの問い合わせに対して正確、

誠実、適時に対応し、税務当局と良好な関係維持に努めています。

長年の事業活動を通じて育まれたブランドや商標、著作物
その他ノウハウを含めた営業秘密等の知的財産は、阪急阪神
ホールディングスグループの重要な会社財産です。当社グルー
プでは、お客様に安心して当社グループが提供する商品やサー
ビスを選んでいただけるよう、また今後、事業を展開していく
上でも経営資源を適切に配分し、知的財産の創出に努めると
ともに、これを適切に管理・活用していくことが、必要不可欠
であると認識しています。
このような考え方のもと、当社グループでは、次のとおり知
的財産の管理等を図りながら、その価値を一層高めてまいり
ます。
なお、当社グループでは、第三者の知的財産についても最
大限に尊重してまいります。
（1）当社グループにおいて創出した知的財産は、第三者からの
権利侵害等のリスク回避や防衛にとどまらず、当社グルー
プの事業活動の展開に資するよう権利化を図り、これらを
積極的かつ戦略的に事業に活用してまいります。

（2）取引先を含む第三者が、当社グループが有する知的財産
を使用してビジネスを行おうとする場合、当社グループの
許諾を要することとし、適正に審査を行った上で、内容に応
じて許諾を行ってまいります。

（3）当社グループが有する知的財産に対して、第三者からの権
利侵害の事実又はそのおそれがある事実が確認された場合、
厳格に措置を講じてまいります。

※納付税額は所得に対する国税及び地方税の合計額を記載しています。上記
金額は「国別報告事項」に基づくものであり、連結財務諸表との直接的な関
連はありません。

ࠃ ւ֎ 合ܭ

2020 194 3 198

2021 △111 9 △101

2022 96 23 119

（単位：億円）■ ೲ੫ֹ

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/
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औక

֯ 
औక会 グルーϓ$E0ʢදऔకʣ

すみ   かずお

1973
2000
2002
2003
2005
2006 
2014
2017
2021

阪急電鉄株式会社入社
同 取締役
同 常務取締役
同 代表取締役社長
阪急ホールディングス株式会社代表取締役社長
当社代表取締役社長
阪急電鉄株式会社代表取締役会長
当社代表取締役会長 グループCEO（現在）
株式会社阪急交通社取締役（現在）

ਢ ༐հٱ
औక෭社ʢදऔకʣ

く  す ゆうすけ

1984
2013
2017
2020
2023
2023
2023
2023

阪神電気鉄道株式会社入社
同 取締役
同 常務取締役
同 専務取締役
同 代表取締役社長（現在）
阪急電鉄株式会社取締役（現在）
当社代表取締役副社長（現在）
阪急阪神不動産株式会社取締役（現在）

খྛ ॆՂ
औకʢ社֎औక˞ʣ

こばやし　みつよし

1982
2018
2021
2022
2022

日本電信電話公社入社
西日本電信電話株式会社代表取締役社長
同 代表取締役社長 社長執行役員
当社取締役（現在）
西日本電信電話株式会社相談役（現在）

ౡ୩ 
औకʢඇৗۈʣ

しまたに  よししげ

1975
2011
2015
2021
2022

東宝株式会社入社
同 代表取締役社長
当社取締役（現在）
東宝株式会社代表取締役社長 社長執行役員
同 代表取締役会長（現在）

 ߥ
औకʢඇৗۈʣ

あ ら き  な お や

1981
2012 
2012
2017
2020

2020

株式会社阪急百貨店入社
株式会社阪急阪神百貨店代表取締役社長
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社代表取締役
当社取締役（現在）
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社
代表取締役社長（現在）
株式会社阪急阪神百貨店代表取締役会長（現在）

औకࠪҕһ

ੴڮ ਖ਼
औకࠪҕһʢৗۈʣ

いしばし  まさよし

1979
2013
2013
2020

阪神電気鉄道株式会社入社
同 常任監査役（現在）
当社常任監査役
同 取締役監査等委員（常勤）（現在）

ࢠ༟ ڮ∁
औకࠪҕһʢ社֎औక˞ʣ

たかはし　ゆうこ

1978
1986
1994
2001
2002
2003
2007

2016
2022

京都大学医学部附属病院医員
社会保険大和郡山総合病院内科医長
大和高田市立病院内科医長
京都大学医学部附属病院禁煙外来担当医（現在）
奈良女子大学保健管理センター教授
同 大学院人間文化研究科教授
国立病院機構京都医療センター 
臨床研究センター客員室長（現在）
京都大学大学院医学研究科特任教授（現在）
当社取締役監査等委員（現在）

খࢁݟ ಓ༗
औకࠪҕһʢ社֎औక˞ʣ

こ み や ま  みちあり

1971
1999
1999
2002
2003
2013
2017
2017
2020

検事任官
最高検察庁検事
佐賀地方検察庁検事正
神戸地方検察庁検事正
大阪法務局所属公証人
弁護士（現在）
当社監査役
阪急電鉄株式会社監査役（現在）
当社取締役監査等委員（現在）

※ 取締役 遠藤典子、鶴由貴、小林充佳、小見山道有、髙橋裕子は会社法第2条第15号に定める社外取締役です。
　 当社は、上場証券取引所に対し、遠藤典子、鶴由貴、小林充佳、小見山道有、髙橋裕子を独立役員とする独立役員届出書を提出しています。

ԕ౻ యࢠ
औకʢ社֎औక˞ʣ

えんどう  のり  こ

1994
2013
2015

2019
2020

株式会社ダイヤモンド社入社
東京大学政策ビジョン研究センター客員研究員
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科
特任教授
当社取締役（現在）
慶應義塾大学グローバルリサーチインスティテュート
特任教授（現在）

 ༝و
औకʢ社֎औక˞ʣ

つる  ゆ   き

2000
2016 
2020

弁護士（現在）
一橋大学 監事
当社取締役（現在）

ౢ田 ହ
औక社ʢදऔకʣ

 しまだ　  やすお

1988
2019
2021
2022
2022
2022
2022
2023
2023
2023

阪急電鉄株式会社入社
同 取締役
同 常務取締役
同 代表取締役社長（現在）
阪神電気鉄道株式会社取締役（現在）
株式会社阪急交通社取締役（現在）
当社代表取締役副社長
同 代表取締役社長（現在）
株式会社阪急阪神エクスプレス取締役（現在）
阪急阪神不動産株式会社取締役（現在）

社外 独立 社外 独立 社外 独立

社外 独立 社外 独立

社外 社֎औక 独立 ಠཱһ

֯　 

ౢ田 ହ

ਢ ༐հٱ

ԕ౻ యࢠ

　 ༝و

খྛ ॆՂ

ౡ୩ 

 ߥ

ੴڮ ਖ਼

খࢁݟ ಓ༗

ࢠ༟ ڮ∁

˔

˔

˔

˕

˕

˕

˔

˔

˔

˔

˔

˔

˕

˕

˕ DX

औక会ͷスΩルϚτϦοΫス

企業経営 財務・会計 法務・
リスクマネジメント

専門的知見
（「社会・環境」を含む。）

社外 独立

社外 独立

社外 独立

監査等委員

監査等委員
社外 独立

監査等委員
社外 独立

˕
公共政策

環境・エネルギー
E

˕
社会健康医学
健康経営
S

●…当社グループ出身の取締役が有する主な知識・経験・能力
◎…上記以外の取締役に特に期待する知識・経験・能力（　　・　　はそれぞれ、社会・環境の専門性を表します。）
※上記一覧表は、各取締役が有するすべての知識・経験・能力を表すものではありません。

S E

һ一ཡ
2023年6月16日現在
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角　この夏の猛暑を振り返っても、地球温暖化の影響はと
どまるところを知りません。まずは、こうした気候変動に関
して企業はどのように対応すべきか、環境・エネルギー政
策の専門家である遠藤さんにお伺いしたいと思います。
遠藤　温室効果ガス排出量の削減は、特に先進国の環境
政策において主要な課題と位置付けられています。当社
では、パリ協定の達成に向けた日本政府の目標を踏まえ、
CO2排出量の削減に向けて、積極的な取組を進めています。

ΧーϘンχϡーτϥルͳ社会ʹ͚ͨ
ͱͯ͠ͷۀا

グϩーόルۀاʹͳΔͨΊʹ
Γӽ͑Δ͖՝

角　昨年5月にアップデートした長期ビジョンでは、パリ協
定の目標である1.5℃シナリオの実現に向け、当社グルー
プのCO2排出量の削減目標として、2050年度実質ゼロ
を新たに掲げ、その中間地点となる2030年度の目標を△
46%（2013年度比）にアップデートしました。
遠藤　地域に根差し、全国的にみても知名度が高いと言え
る当社がこうした取組を推進していくことは、社会的にも意
義があると言えるでしょう。
　一方で、企業にとっては、利益を上げることで持続的に
企業価値を向上させていくことも重要な使命です。かつて
は、企業におけるカーボンニュートラルへの取組は社会的

責任という観点が強調されることが多く、
どちらかといえばコストという認識でし
た。しかしながら、これからの時代は、カー
ボンニュートラルに向けて歩みを進めつ
つも、それを事業機会として捉え、イノ
ベーションなどを促し、利益につなげて
いくという視点が必要です。また、そうし
た取組を投資家や社会に向けて積極的
に発信していってほしいと思います。今、
カーボンニュートラルな社会と企業との
関係は、単なるコスト負担から新たな事
業機会へと移行するターニングポイント
にあるのです。
角　投資家に加えて金融機関もカーボンニュートラルへの
取組を厳格に評価し始めており、一気に加速してきた気が
します。
遠藤　そうですね。確かに、投資家や資金提供者の評価・
要求は、エクイティ（株式）とデット（負債）のいずれにおいても、
厳しくなっているのは事実です。ただ、責務だからと消極的
に受け止めるのではなく、カーボンニュートラルを成長の
バネにしていく姿勢が必要でしょうね。
鶴　おっしゃるとおりですね。当社は、2023年からインター
ナルカーボンプライシング（ICP）を導入しました。「コストの
見える化」を通じて業績の向上を目指すICPも、企業価値
の向上につながる取組の一つですね。
遠藤　はい。ICPは、将来導入される可能性のある炭素税
も含めてコスト等の数値化を図ることができます。また、各
事業に対して、CO2の削減に向けた投資をさらに促進しよ
うという動機付けにも有効だと思います。当社は、こうした
新しい手法の取入れやスコープ3の開示などを積極的に行っ
ており、カーボンニュートラルへの貢献という意味では、業
界をリードしていると言えるでしょう。また、ガバナンスの観
点では、取締役会において、カーボンニュートラルへの対
応を含めサステナブル経営の取組状況が定期的に報告さ
れており、私たちも、ディスカッションなどを通じて、当社の
方向性を共有できていると感じています。

社֎औక͔ΒΈͨ
αスςφϒルܦӦͷݱঢ়ͱ͜Ε͔Β

 ༝و

औక
ʢ社֎औకʣ

ԕ౻ యࢠ

औక
ʢ社֎औకʣ

֯ 

औక会 グルーϓ$E0
ʢදऔకʣ

角　ガバナンスと言えば、リスクマネジメントは重要な課題
だと考えています。例えば、人権に関するリスクに関しては、

社֎औకɾ
දऔక会 グルーϓ̘̚ ̤

ஊ会࠲

社ͰɺαスςφϏϦςィએݴͷͱɺαスςφϒルܦӦΛਪਐ͍ͯ͠·͕͢ɺࠓճɺೋਓͷ社֎औకͱ社දऔక
会 グルーϓ$E0ͷ֯ͱͷؒͰɺ社֎औక͔ΒΈͨ社ͷαスςφϒルܦӦʹ͍ͭͯͷݱঢ়՝ΛςーϚʹɺ
ҙަݟΛ͍ߦ·ͨ͠ɻ

日本企業でも人権デュー・ディリジェンスに積極的に取り組
む事例がみられるなど、社会の関心が非常に高いテーマだ
と思います。
鶴　そうですね。欧州では、企業における人権問題への取
組がかなり強化されており、契約段階からサプライチェーン
全体での人権侵害や児童労働の有無などを厳しくチェック
されています。こうした動きは、今後、世界に広がる可能性
がありますので、今回、当社が基本方針を見直したことは、
時代の流れを的確に捉えた取組であると評価できます。
角　「人権の尊重に関する基本理念および基本方針」（P89
参照）ですね。これは、国連の「ビジネスと人権に関する指
導原則」を踏まえ、2023年4月に内容を改定したものです。
鶴　国内では、まだまだドメスティックな目線で人権問題を
捉える企業が多いですが、グローバルな観点からこうした
取組を進めることは、大きな一歩ではないかと思っています。
遠藤　当社は、国際輸送事業を営んでいますし、また、海
外不動産事業の拡大を目指しています。ですので、当社に
とって、グローバルな視点は避けられないと考えます。これ
まで、当社は地域に根差した企業であり、あまりグローバル
経営を標榜する機会は少なかったと思います。この点は当
社が乗り越えなければならない課題だと思いますので、グ
ローバル企業として、取組をさらに推進していくことを期
待しています。
角　様々なリスクを想定し、その中で人権侵害というリスク
を未然に防いでいくには、これからも多くの取組を進める
必要があると思います。実務面も含めて、一歩ずつ着実に
進め、できるだけグローバルなレベルに近づけていきたい
と思っています。
鶴　そのとおりですね。現場での対応や意識の醸成も含め
て、一朝一夕で実現できるテーマではありません。当社に

ΧーϘンχϡーτϥルΛ
ͷόωʹͯ͠
͍͠΄ՁΛͯ͠ۀا
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遠藤　当社の取締役会は、私たち女性も含めて、自由に発
言できる空気を作ってもらっています。
鶴　私もそう思います。もちろん、闊達なディスカッション
が行われ、良い意味での緊張感も漂っています。ただ、そ
の内容はいつも興味深く新鮮で、私も様々な意見を言うこ
とができ、充実した時間を過ごせています。また、毎回、
資料が分かりやすくまとめられていて、効率的な議論を行
えていると思います。
角　企業統治委員会や報酬委員会の運営において、委員
長である遠藤さんが心がけておられることは何でしょうか。
遠藤　両委員会は、当社の人事や報酬の透明性を高める
役割を担っていますが、2022年度からは、企業統治委員会
や報酬委員会の委員長を社外取締役の私に任せていただ
き、これにより透明性・公平性がより向
上したと思います。ガバナンスの充実に
は、情報の共有と透明性の確保が大事
だと確信していますので、委員長として、
これからも、予断を抱かず、客観的な観
点を大切にしながら委員会を運営してい
きたいと思いますね。
角　では最後に、お二人から、取締役と
して、投資家の皆様にメッセージをいた
だけますか。
遠藤　当社は、伝統を積み重ね、守り続
けているブランド価値の高い企業です。
また歴史を大事にしながらも、人口減少

遠藤　「HeForShe」という言葉があります。男性がジェン
ダー平等や女性のエンパワーメントに積極的な役割を果た
すことですが、当社の女性活躍に関する考え方は、これに
近いと思います。企業がHeForSheの原則を取り入れるこ
とで、ジェンダー平等の推進者として企業価値を高めるこ
とができ、同時に従業員の満足度やモチベーションも向上
すると思います。
角　性別を問わず誰もが能力を発揮できる環境を整える
ことは企業としての使命でもありますし、エンゲージメント
や企業価値につながる持続可能な成長へのカギです。実際、
取締役会でも、お二人をはじめ女性が活躍してくださって
いますしね。

遠藤　当社では、サステナブル経営の推進にあたっては、
多様な事業を展開する当社の特性に合わせて、各事業でも
独自に非財務KPIを設定し、中期経営計画と連動させるな
ど、きちんと事業や従業員を巻き込んだ上で取組を進めら
れていますね。
角　様々なＫＰＩの中で、私が最も重要視しているのは、従
業員満足度です。従業員の満足度が向上すれば、お客様に

おける重要なリスクや課題を特定し、そ
れに対して一つずつ実直に対応すること
が重要だと私も考えています。
角　人権問題以外のリスクとしては、腐
敗防止への取組も重要と考えています。
当社では、2022年3月に「腐敗行為（贈
収賄等）の防止に関する基本方針」を制
定し、今年の9月には贈収賄防止に関す
る規程や運用ガイドラインも整備するな
ど、これまで取り組んできた内容をさら
に強化しています。
鶴　贈収賄の禁止については日本の法
律で明確に定められていますが、私個人
としては、法律違反に留まらず、もっと広い視点から「腐敗防
止」としての対策も必要だと考えています。形式的に法律違
反ではなかったとしても、倫理的に問題のある企業は、ビジ
ネスの世界では生き残れません。欧米では、既に多くの契
約書に腐敗防止に関する条項が定められています。当社で
も、先程触れた基本方針で「腐敗行為」を対象にしており、こ
うした課題を十分に認識できていると思います。今後、グロー
バルな観点から、より実効性のある取組を期待しています。
角　腐敗防止の実効性を向上させるためには、どういった
ことが必要だとお考えでしょうか。
鶴　従業員の啓発に加え、取引先と十分なコミュニケー
ションをとることだと思います。対話を通じて信頼関係を築
くことができれば、例えばサプライヤーへ一方的な要求を
することもなくなると思います。さらに、対話の重要性は、
腐敗防止に限ったことではありません。様々な場面におい
て、コミュニケーションを積極的かつ丁寧に行い、信頼関係
を構築していけば、不適切な行為が防止され、ガバナンス
の充実につながると思います。

ଓՄͳͷόωʹͳΔͷ࣋
ʮਓతࢿຊʯͱ͍͏ΤωルΪー

ಁ໌ੑͱެฏੑͷ୲อʹ͚ͨ
औక会ͷӡӦ

など社会課題に果敢に挑み、グローバルに展開しようとす
るアグレッシブな面もあります。伝統という重みと革新とい
うエネルギーが融合することで、当社はさらに飛躍できる
でしょう。日本だけでなく世界を代表する企業に成長できる
よう、持てる限りの知見を提供することが、取締役としての
責務だと思っています。
鶴　私の司法修習地は大阪でした。当時の私にとって、阪
急百貨店やホテル阪急インターナショナルは憧れの存在で
したし、京都に行く際には阪急電鉄をよく利用していました。
ですから、取締役としてのオファーをいただいた際、こうし
た企業に携われることを、とても光栄に思いました。
　取締役となって、宝塚歌劇の感動や阪神甲子園球場の熱
気にも触れることができ、当社グループの魅力を改めて知
ることができました。それはエンタテインメントのプロであ
り、鉄道から買い物、さらにホテルや不動産まで人々の暮ら
しを豊かにする企業であること。特にエンタテインメント
事業は今まで国内を中心に展開してきましたが、海外でも
十分に通用するコンテンツですし、これから需要が大きく
なるでしょう。
　当社には、将来、世界に向けて夢と感動を発信する企業
になってほしいと思います。真にグローバル企業になって
いくためには多くの課題があると思いますが、私も、取締
役として、専門的な知見を活かし、リスクの最小化やコンプ
ライアンスの堅持に向けて、ディスカッションをリードして
いきたいと思います。
角　非常に頼もしい限りです。お二人の活躍にますます期
待しています。

ご満足いただける商品やサービスの提供につながります。
従業員のエネルギーが企業価値の源泉であり、我々経営
陣の責任は、従業員のエンゲージメントをいかに高めるか、
ということであると考えています。
　2023年度から、阪急阪神ホールディングスでは、従業員
が毎年の目標を掲げる目標面談シートに「サステナビリティ
目標」を新設しました。一人ひとりがサステナブル経営とは
何か、そのために自分は何をするべきかを考え、言語化す
ることで、サステナブル経営に対する意識や姿勢を明確に
するきっかけになっていると思います。
鶴　会社に与えられた方針としてではなく、「自分ごと」とし
て捉える良い機会になりそうです。
角　いきなり自分ごとに落とし込む前に、まずは日本の置
かれている状況をきちんと認識してほしいという思いもあ
ります。例えば、我が国の少子高齢化は確実に加速します。
労働力が圧倒的に足りなくなるという危機感を共有し、企
業がそうした社会課題にどう向き合わねばならないかをグ
ループ全体の従業員と一緒に考えていきたいのです。その
解決策となるのは、当然ながら女性活躍であり、また生産
性の向上だと思います。
遠藤　当社の経営陣は、単に株価の上昇や利益の向上を
追い求めるのではなく、もっと本質的な、社会課題にしっか
りと向き合い、自社がなすべきことは何かを真剣に考え行
動している印象があります。そこが、歴史を背負っている当
社の重みなのだと実感しています。
鶴　実際に、当社では多くの女性管理職が活躍されていま
すよね。昔からダイバーシティに取り組まれてきた歴史を
感じます。ただ、まだまだ伸ばす余地はあると思いますので、
これからも、女性が活躍できるフィールドや環境の整備を
続けてほしいですね。

ίϛϡχέーγϣンʹΑΔ
৴པ͕ؔ
Ψόφンスॆ࣮ͷૅ
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Social

取組方針
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当社グループは人権の尊重に努めており、すべての従業員
がその趣旨を深く理解できるよう、「人権の尊重に関する基本
理念」と「人権の尊重に関する基本方針」を明文化しています。
2023年4月には、国際連合の「ビジネスと人権に関する指
導原則」等を踏まえ、基本理念と基本方針を改定するとともに、
人権デュー・ディリジェンスにも取り組むなど負の影響の回避・
低減に努めていきます。

人権の尊重に関する基本理念と基本方針はこちら▼
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/
materiality/human/rights/

3つの人材戦略
高いエンゲージメントを有する人材づくり戦略1

新たな価値創造に資する多様な人材を確保戦略2

当社グループのDXを牽引・推進する人材を確保戦略3

「阪急阪神 ゆめ・まちチャレンジ隊」

長期ビジョンの実現に向けて、より一層の人的資本の充実を
図っていくべく、同ビジョンと連動した人材戦略を定めています。
また、経営戦略上、必要な人材を計画的に採用・育成し、
一人ひとりのパフォーマンスの最大化を図るため、非財務KPI
を設定しています。
人材戦略をはじめとする人的資本についての考え方や、非
財務KPIの詳細については、P47～をご参照ください。

当社グループは社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめ･まち
プロジェクト」の一環として小学生向けキャリア教育プログラム
を実施しています。「阪急阪神 ゆめ･まちチャレンジ隊」及び小
学生向け出張授業「阪急ゆめ･まち わくわくWORKプログラム」
は、2017年度に経済産業省が主催する「第8回キャリア教育ア
ワード」で経済産業大臣賞（大賞）をともに受賞したほか、2020
年度に文部科学省主催の「青少年の体験活動推進企業表彰」
で最優秀賞である文部科学大臣賞を受賞しました。

鉄道の現場や、ホテル、宝塚歌劇、阪神甲子園球場など当
社グループの事業や施設・人材を活かし、夏休み期間中の小
学生に多彩で本格的な仕
事体験や学びの機会を提
供しています。2022年度
までに累計459のプログ
ラムに1万9千人超の子ど
もたちを招待しています。

ケーブルテレビ番組制作

主な非財務KPI
ඇࡒ,1* 目ඪ ൣғ 2022࣮

һຬۀै ଓతʹલճௐࠪܧ
ʢ2ʹ一࣮ࢪʣΛ্ճΔ 社ٴͼओཁ6社˞ 3.57ʗ5ஈ֊

ʢ2021࣮ʣ
ঁੑཧ৬ൺ 2030ʹ10ˋఔ·Ͱ্ 社ٴͼओཁ6社 5.6�

ঁੑ৽࠾ن༻ऀൺ 30ˋҎ্Λܧଓ 社ٴͼओཁ6社 34.6�
ಛఆอ݈ࢦಋ࣮ࢪ 2025ʹ60ˋҎ্ 社ٴͼओཁ6社 55.��

٤Ԏ 2025ʹ15ˋҎԼ 社ٴͼओཁ6社 1�.7�
உੑҭۀٳࣇऔಘ 2025ʹ100ˋ 社ٴͼओཁ6社 �4.��

ো͕͍ऀޏ༻ ๏ఆޏ༻Ҏ্Λܧଓ ಛྫࢠ会社ద༻1�社 3.05�
ਓݚݖमडߨ

	社ओ࠵ͷ֊ผݚम
 100ˋΛܧଓ 社ٴͼओཁ6社 100�

※主要6社：阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神ホテルズ

当社グループでは「未来にわたり住みたいまち」づくりを目指して、2009年から社会貢献活
動「阪急阪神 未来のゆめ･まちプロジェクト」に取り組んでいます。本プロジェクトは「地域環境
づくり」と「次世代の育成」を重点領域としており、2020年5月に発表した「サステナビリティ宣言」
に基づく、SDGsの達成に向けた取組の一つです。

〈基本方針〉
阪急阪神沿線を中心に、私たち一人ひとりが関わる地域に

おいて「未来にわたり住みたいまち」をつくることを目指します。

〈主な活動内容〉
企業・地域社会・従業員の3つの協働を柱とし、さまざまな

活動を行っています。

① 企業での協働
広報、協賛、上乗せ寄付を通じ、各社の社会貢献活動を促進

しており、2022年度はグループ全体で107件の活動を実施し
ました（2021年度:105件）。
例）1,000,000人のキャンドルナイト@OSAKA CITY 西梅田
ナイト、阪急阪神 ゆめ･まちチャレンジ隊（→ P89参照）

② 地域社会との協働
従業員有志の募金と当社からの上乗せ寄付により、阪急阪

神沿線の市民団体を助成する「阪急阪神 未来のゆめ･まち基
金」では、2022年度までに、183団体に1億906万円を助成し
ました。また、本助成をきっかけに、まちづくりのパートナーと
して市民団体とともに様々な施策を推進しています。

③ 従業員との協働
従業員・OB の社会貢献活動への参加・継続を支援するた

め、グループ広報誌やメールマガジンを通じた情報の配信や
社内外でのボランティアの機会提供を行っています。2022年
度のボランティア活動の参加人数は、5,861人に達しています。

グループの社会貢献活動
「阪急阪神 未来のゆめ・まちプロジェクト」

ESGに関する考え方・目標・取組・データ等については、「サステナビリティデータブック」でより詳しく紹介しています。
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/report/
˔ 社会ʹؔ͢ΔࡌܝςーϚ … 人権の尊重/安全・安心への取組/地域社会への貢献/雇用・労働への取組/

労働安全衛生（健康と安全）

まちを持続可能に発展させる

『地域環境づくり』
未来のまちの担い手を育てる

『次世代の育成』

同プロジェクトの10周年を機に、2019年5月より、SDGsの達成に向けた多様な
メッセージを発信する特別企画列車「SDGsトレイン 未来のゆめ･まち号」を、国や
自治体・企業・市民団体等と連携して運行しています。車体の外観にはSDGsを
イメージしたイラストを施し、車内ポスターやステッカーもすべてSDGsに関する
ものに統一しています。
また、2020年9月からは東急グループと協働運行を行っており、走行にかかる電力

をすべて（実質的に100%）再生可能エネルギーで賄うなど、取組の拡充に努めています。
2020年12月には、これら一連の取組が評価され、第4回「ジャパンSDGsアワード

（主催: 日本政府のSDGs推進本部）」において、特別賞「SDGsパートナーシップ賞」
を受賞しました。
同取組は、2025年の「大阪・関西万博」まで継続する予定です。

2022年4月にデザインをリニューア
ルした「SDGsトレイン 未来のゆめ・
まち号」

「SDGsトレイン 未来のゆめ・まち号」の運行

〈重点領域〉

ᶃグルーϓ֤社ͷ
社会׆ݙߩಈͷਪਐ

ᶅैۀһɾ0#ͷ
社会׆ݙߩಈͷଅਐ

ᶄۚࢿ報ྗڠΛ
௨ͨ͡市ຽஂମͷࢧԉ

〈 企業での協働 〉

〈 従業員との協働 〉〈 地域社会との協働 〉

阪急阪神 未来のゆめ･まちプロジェクト WEBサイト　https://www.hankyu-hanshin.co.jp/yuNF-Nachi/

取組例

人的資本の充実に向けて

次世代を育成する機会の提供

人権の尊重に関する基本理念と基本方針の改定

OPICST
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取組方針

ૉ社会॥ܕ社会ʹ͢ࢿΔڥอશ׆ಈΛਪਐ͠·͢ɻ

2022年5月に発表した長期ビジョンで、2050年カーボン
ニュートラルに向けて、2050年度のCO2排出量※の目標
を「実質ゼロ」と定め、当社グループ全体で、省エネルギー
の取組を進めるなど、CO2排出量の削減に努めています。
鉄道事業における省エネ性の高い新型車両への計画的
な更新のほか、駅や商業施設、ホテル等において環境性能
の高い設備やLED照明を導入するなど、消費エネルギーの
削減に取り組んでおり、2022年度のCO2排出量※は36.2
万t-CO2となり、2013年度比で△41.3%減少しています。
※スコープ１、２相当

2021年度の排出量から、「スコープ１」「スコープ２」に加
えて、「スコープ３」※についても算定しています。
※・スコープ１： 燃料の燃焼等、自らによる温室効果ガスの直接排出
　・スコープ２： 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
・スコープ３：自らの活動に関連する自社以外での間接排出

■ CO2排出量のスコープ別の状況（2021年度）

ESGに関する考え方・目標・取組・データ等については、「サステナビリティデータブック」でより詳しく紹介しています。
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/report/
˔ ςーϚ … 環境マネジメント/気候変動/汚染と資源/生物多様性/水資源ࡌܝΔؔ͢ʹڥ

CO2など温室効果ガスの排出量の削減

環境配慮型建物の拡大

廃棄物発生の抑止及びリサイクルの推進

CO2排出量の推移(P14参照）

サプライチェーンにおける排出量

環境認証の取得

阪神甲子園球場のプラカップ・ＰＥＴボトルの
リサイクル

当社グループでは、省エネに加え、再エネの導入、ZEB/
ZEH水準の環境性能の実現への取組、環境認証の取得等
を推進しています。

当社グループでは、循環型社会に資する環境保全活動の
推進を取組方針に掲げ、事業活動に伴う環境汚染・廃棄物の
発生等による環境負荷の把握・低減を図る※とともに、リサイ
クルを推進するなど、資源の有効活用に取り組んでいます。
※廃棄物・化学物質・水資源等については、サステナビリティデータブック
に実績を開示しています。

阪神甲子園球場は、他社・行政との協働によりリサイク
ルを推進することで、資源利用の削減及びリサイクル率の
向上に取り組んでいます。
阪神甲子園球場での生ビール等の販売に使用し、お客
様のご協力により回収したプラスチックカップを、帝人フ
ロンティア株式会社や株式会社シモジマの協働により、
ビアカップホルダー等のノベルティ・ごみ袋・球場ラバー
フェンス（クッション材）の原材料の一部
としてリサイクルし、同球場で使用する
という循環型の取組を実施しています。

環境に配慮した住まい
当社グループの分譲マンション〈ジオ〉においては、従
来から、販売するすべてのマンション※1で、Low-E複層ガ
ラスやLED照明(共用部・専用部)、電気自動車充電設備
を採用するなど、環境に配慮した住まいづくりに積極的に
取り組んできました。さらに環境性能の向上を推し進め、
2024年度以降に販売・賃貸の募集を開始するすべてのマ
ンション※1をZEH-M Oriented※2以上とすることとして
います。
また、共用部の化粧材等に国産木材（原則、地産地消）を
活用することで、森林が持つ水源かん養機能※３や二酸化
炭素吸収機能※４の向上、生物多様性の保全の効果が期待
できるほか、地域の森林環境保全に寄与していきます。
当社グループが分譲する戸建〈ジオガーデン〉においても、
2025年度には分譲戸建の50％以上を『ZEH』及びNearly 
ZEHとし、2030年度には原則すべての分譲戸建をZEH
（『ZEH』、Nearly ZEH、ZEH Oriented）※５とすることを
目標としています。

※1 他社との共同事業など一部の物件を除く。
※2 一次エネルギー消費量(冷暖房・換気・照明・給湯に係るエネルギー消

費量)において、現行の省エネ基準値から共用部を含むマンション全体
の消費量の20%以上を削減するマンションのこと。

※3 地表植物が豊富になることで、雨水がそれらの葉で受け止められるとと
もに、増えた植物の根によって土壌がスポンジ状になり、雨水が一気に
流れ出ず、森林土壌の中で保水されるという水源環境の向上が期待で
きます。

※4 間伐によって、木と木の空間が広がり、木が成長することでCO2の吸収
量が増すことが期待できます。

※5 設計一次エネルギー消費量（冷暖房・換気・照明・給湯に係るエネル
ギー消費量）において、現行の省エネ基準値からの削減率が100％以
上の戸建住宅を『ZEH』、75％以上をNearly ZEH、20％以上をZEH 
Orientedといいます。

専用回収カート

大阪梅田ツインタワーズ・
サウス（5つ星）

主な非財務KPI
ඇࡒ,1* 目ඪ ൣғ 2022࣮

$02ഉग़ྔ˞ͷݮ
2030ʹ2013ൺ △46％

2050ʹ$02ഉग़ྔ 実質ゼロ
社ٴͼࢠ会社ͷࠃۀࣄॴ

2013ൺ

˚41.3�

※スコープ１、２相当

スίーϓ3 ओཁΧςΰϦーഉग़ྔ ʢઍt-$02ʣ

ΧςΰϦー ֘͢Δ׆ಈ ഉग़ྔ
1 ࣗ社͕ߪೖɺऔಘͨ͠ɺαーϏスʹΔഉग़ྔ 1�50
2 Δഉग़ྔʹͷࡒຊࢿೖɺऔಘͨ͠ߪ 6��

4 ଞऀʹΑΔͷ༌ૹʹΔഉग़ྔ
ʢΧςΰϦ̍ ʹؚ·ΕΔͷΛআ͘ɻʣ 344

阪急阪神ホールディングスグループは、地球環境の保全は人類共通
のテーマであるとの認識のもと、よりよい地球・生活環境を次世代に
引き継ぐため、環境に配慮した事業活動を推進し、持続的発展が可能
な社会づくりに貢献します。

環境基本理念
１. 事業の環境負荷を把握し、その低減を図ります。
2. 環境に関する法令その他の社会的要請を正しく理解し、それを遵守します。
3. 従業員一人ひとりが環境に配慮した行動ができるよう、従業員の意
識向上に努めます。

環境基本方針 当社グループは、新築するオフィス・商業用途等の大型
ビルで、環境への配慮がなされた不動産に対して付与され
る認証※の取得を推進しています。
※DBJ、CASBEE、BELS等の環境認証制度

「DBJ Green Building認証」取得物件
●「大阪梅田ツインタワーズ・サウス」及び
　「阪急西宮ガーデンズ」：5つ星
●「HEPファイブ」： 4つ星
●「神戸三宮阪急ビル」：3つ星
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当社グループの社会貢献活動「阪急阪神未来のゆめ・ま
ちプロジェクト」では、重点領域に「地域環境づくり」を掲げ、
生物多様性の保全に取り組んでいます。その一環として、
従業員の募金を基に、当社が同額を上乗せし沿線の市民
団体を助成する「阪急阪神未来のゆめ・まち基金」では、沿
線の山や川などで、生物多様性に関する調査や保全活動等
を行う市民団体への助成を行っています。

虫生川周辺の自然を守る会

六甲高山植物園における生物多様性保全事業
六甲高山植物園は、公益社団法人日本植物園協会に
1947年の創立当初から加盟し、その地域拠点園として、世
界の高山植物や寒冷地植物、六甲自生植物、その他絶滅危
惧植物等約1,500種を野生に近い状態で植栽するなど、植
物多様性を保全する事業に取り組んでいます。
また、2021年からは、環境省のレッドリストで絶滅危惧
種に指定されている昆虫「フサヒゲルリカミキリ」の保全を
している伊丹市昆虫館に、同幼虫の餌として同園で栽培し
ているニッコウキスゲを提供しています（同館は2022年に
国内施設で初めて飼育下での同昆虫の繁殖に成功してい
ます）。

「阪急阪神未来のゆめ・まち基金」における
市民団体の助成

ΠχγΞνϒͷࢀՃɾ社֎͔ΒͷධՁ

イニシアチブ
気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）
2021年5月に、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に賛同を表明する署名を行い、
気候変動問題をはじめとする社会課題の解決に向けて、TCFDが提言する開示フレームワークに沿っ
た情報開示を積極的に進めています。

国連グローバル・コンパクト
国際連合が提唱する「国連グローバル・コンパクト（以下、UNGC）」に賛同を表明する署名を行い、
2021年5月に参加企業として登録されました。UNGCが提唱する10原則を遵守することで、持続可
能な社会の実現につなげていきます。

ESG指数への組み入れ状況

FTSE 4Good Index※2
FTSE Russell社が、世界の主要な企業の中からESGの観点で優れた企業を選定して構築する指数です。
当社は、2023年から選定されています。

FTSE Blossom Japan Index※2
FTSE Russell社が ESGの評価が特に高い日本企業を選定して構築する指数です。
当社は、2023年から選定されています。

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index※2
FTSE Russell社が業種内でESGの評価が高い日本企業を選定して構築するESG指数です。
当社は、2022年から選定されています。

MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数※3

MSCI社が、同社のESG格付（最上位ランクのAAAから最下位ランクのCCCまでの7段階）に基づいて、
業種ごとにESGの評価が優れた日本企業を選定して構築する指数です。
当社は、2017年の組成当初から選定されています。

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）※3
MSCI社が、女性の雇用・昇進等のデータやダイバーシティの取組に関する開示情報をもとに、性別多
様性の観点で業界をリードしている日本企業を選定する指数です。
当社は、2020年から選定されています。

S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数
S&Pダウ・ジョーンズ・インデックス社と東京証券取引所が、TOPIXの構成銘柄の中から、炭素効率性
が極端に低い企業やリスク指標が一定以上の企業を除外して構築する指数です。
当社は、2018年の組成当初から選定されています。

ESGに関する評価・認証

MSCI ESG RATINGS※3 最上位ランクAAAを取得
「MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数」の銘柄選定の基準となる、MSCI社のESG格付におい
て、2021年9月から継続して最上位ランクのAAAを取得しています。

※1 GPIFが採用する国内株のESG指数（6種）：FTSE Blossom Japan Index、MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数、MSCI日本株女性活躍指数（WIN）、FTSE 
Blossom Japan Sector Relative Index、S&P/JPX カーボン・エフィシェント指数、Morningstar 日本株式（除くREIT）ジェンダー・ダイバーシティ・ティルト指数

※2 FTSE Russell（FTSE International LimitedとFrank Russell Companyの登録商標）は、第三者調査の結果、当社が、同指数への組入れの要件を満たし、構成
銘柄となったことを証します。グローバルなインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが策定した同指数は、ESG（環境・社会・企業統治）に関して優れた対応
を行っている企業のパフォーマンスを測定するために設計されたもので、サステナブル投資を行うファンド等、様々な金融商品の開発・評価に広く利用されています。

※3 MSCI　https://www.msci.com/our-solutions/esg-investing

ͦͷଞɺEʢڥʣɺ4ʢ社会ʣͷධՁʹ͍ͭͯɺ社8E#αΠτΛ͝ཡ͍ͩ͘͞ɻ
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/evaluation/

生物多様性の保全

当社グループは、「豊かなまちづくり」を重要テーマの
一つとして掲げており、良質な住環境の整備に向けた取組
として、自然環境・生物多様性の保全につながる活動をグ
ループ全体で推進しています。

水資源の節約と有効活用

当社グループでは、お客様や不動産事業のテナントなど
ステークホルダーの皆様にもご協力いただきながら、節水
や中水設備の利用等により、上水の使用を極力低減するこ
とに取り組んでいます。

グループ各施設における水資源の有効活用
一部の商業施設では、雨水や飲食店舗の厨房排水を浄
化処理して雑用水(植栽用散水やトイレの洗浄水)として活
用する中水設備を採用しているほか、駅や各施設では節水
型トイレの導入を推進しています。
阪急摂津市駅、阪急西山天王山駅では、雨水をトイレの洗
浄水等に利用しているほか、阪神甲子園球場では、トイレの
洗浄水に加えグラウンドへの散水用としても利用しています。

ホテル事業における食品廃棄物リサイクル
阪急阪神ホテルズでは、食品廃棄量を非財務KPIとして
設定し（P63参照）、食品加工時に出る廃材の有効活用や計
量に関する仕組みの整備等を通じて、食品廃棄物の発生抑
制に取り組んでいます。また、一部ホテルでは、生ゴミを適
切に分別し、その一部を堆肥や養豚飼料として再利用する
ことで、資源の有効活用を図っています。

2022年度には、行政指定のごみ袋としての使用を認めら
れたことで、同球場外に使用を拡大するなど、行政との連
携により資源利用の削減を推進しています。
また、アサヒ飲料株式会社と協働し、阪神甲子園球場内
でお客様のご協力により回収したPETボトルを、PET樹脂
原料として再資源化し、再びPETボトルとして再生利用す
るボトルtoボトル（PETボトルの水平リサイクル）の取組を、
2023年夏の高校野球選手権大会において実施しました。

ニッコウキスゲ

当社グループは、以下のとおり、国際イニシアチブに加盟し、ESG関連の取組を加速させており、また、ESG指数（社
会的責任投資指数）やESGに関する評価・認証を受けています（2023年7月時点）。
2023年6月には、ESGの評価が高い企業により構成される投資指数「FTSE 4Good Index Series」「FTSE 
Blossom Japan Index」の構成銘柄に初めて選定されました。このうち「FTSE Blossom Japan Index」は、世界最
大規模の年金基金である年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）がESG指数の一つとして採用しています。
「FTSE Blossom Japan Index」への選定により、当社はGPIFが採用する国内株のESG指数（6種※1）のすべてに
選定されました。なお、すべての指数に選定されているのは、日本の鉄道会社及び鉄道会社を傘下に持つ会社の中では、
当社が唯一です（2023年7月時点）。

ホテル事業における節水の取組
阪急阪神ホテルズでは、連泊のお客様に、1泊目に使用

したタオル・シーツを交換せずにそのままご使用いただく
ことを呼びかけ、洗濯における節水に努めています。節約
された洗濯費用の一部は、各地域の環境保全団体等へ寄
付しています。

�4�3 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023

Ձͷج൫ ϓϩϑィール ՁスτーϦー Ձͷ࣮ફ Ձͷج൫ ɾ会社報ࡒ



04 財務・会社情報
CONTENTS

�7

��

100

࿈݁ࡒࢦඪ11ϱਪҠ

グルーϓओཁ会社一ཡ

会社֓ཁʗ株式報

�6�5 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2023

ɾ会社報ࡒ ϓϩϑィール ՁスτーϦー Ձͷ࣮ફ Ձͷج൫ ɾ会社報ࡒ



࿈݁ࡒࢦඪ11ϱਪҠ
年度 2012 2013 2014 2015（注7） 2016 2017（注8） 2018 2019 2020 2021（注9） 2022
経営成績（百万円）

営業収益 ¥ 682,439 ¥ 679,157 ¥ 685,906 ¥ 746,792 ¥ 736,763 ¥ 760,252 ¥ 791,427 ¥ 762,650 ¥ 568,900 ¥ 746,217 = �6�300 
営業利益 87,921 91,828 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 ��350 
EBITDA（注1） 145,100 149,200 150,100 166,500 159,300 160,800 171,400 154,100 60,300 100,700 153700 
経常利益 74,914 81,191 85,590 104,479 100,607 103,774 110,543 88,795 △7,623 38,450 ��432 
税金等調整前当期純利益 62,192 83,542 77,620 96,087 100,805 101,410 88,562 86,746 △41,013 38,592 75012 
親会社株主に帰属する当期純利益 39,702 46,352 54,201 69,971 71,302 66,361 65,476 54,859 △36,702 21,418 46�52 
包括利益 54,081 55,941 71,034 63,842 79,288 73,991 66,565 44,292 △22,803 17,251 51��1 
設備投資額 59,512 80,722 68,115 66,639 86,212 86,404 114,368 81,090 108,472 120,302 6303� 
減価償却費 54,540 54,474 53,143 53,701 52,800 53,276 54,172 56,542 55,733 59,107 62037 
キャッシュ・フロー（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥ 127,655 ¥ 146,991 ¥ 131,881 ¥ 124,838 ¥ 115,633 ¥ 135,821 ¥ 126,035 ¥ 123,086 ¥ △32,501 ¥ 81,844 = 1320�1  
投資活動によるキャッシュ・フロー △58,923 △45,517 △52,529 △78,843 △84,845 △88,351 △116,160 △128,498 △102,151 △96,442 ˚113216
財務活動によるキャッシュ・フロー △69,195 △105,079 △81,746 △47,278 △30,595 △43,242 △11,171 964 134,631 15,141 ˚���1
現金及び現金同等物の期中増減額 817 △1,840 △1,125 △1,978 △480 4,588 △1,848 △4,454 △375 1,983 117�7 
現金及び現金同等物の期末残高 25,581 24,497 23,497 22,363 22,530 27,501 27,589 23,526 25,222 29,422 41375 
財政状態（百万円）

総資産 ¥2,281,007 ¥2,286,928 ¥2,279,638 ¥2,282,180 ¥2,349,831 ¥2,404,926 ¥2,466,223 ¥2,489,081 ¥2,621,028 ¥2,722,841 = 2�65410  
純資産 573,154 617,598 679,482 724,237 804,659 866,512 915,381 937,672 909,985 915,363 ��0�40 
有利子負債 1,126,633 1,032,307 955,828 916,570 899,523 866,758 877,055 903,480 1,063,048 1,095,965 1106351 
1株当たり情報（円）（注2）

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥ 31.48 ¥ 36.76 ¥ 42.98 ¥ 277.88 ¥ 285.11 ¥ 267.91 ¥ 266.86　 ¥ 225.69　 ¥ △151.72 ¥ 88.89 = 1�4.��  
親会社株主に帰属する当期純利益希薄化後（注3） 31.47 36.75 42.95 277.67 284.86 267.81 266.86　 ̶ ̶ 88.83 1�4.7� 
純資産 443.63 477.69 525.56 2,815.96 3,150.67 3,391.35 3,615.52　 3,738.56　 3,598.83 3,612.17 3764.17 
年間配当金 5.00 6.00 6.00 35.00 35.00 40.00 40.00　 50.00　 50.00 50.00 50.00 
財務指標

営業収益営業利益率（%） 12.9 13.5 13.7 14.8 14.1 13.8 14.5　 12.5　 0.4 5.3 �.2
ROA（%）（注4） 3.3 3.6 3.7 4.6 4.3 4.4 4.5 3.6 △0.3 1.4 3.2
ROE（%）（注5） 7.4 8.0 8.6 10.3 9.4 8.2 7.6　 6.1　 △4.1 2.5 5.3
有利子負債/EBITDA倍率（倍） 7.8 6.9 6.4 5.5 5.6 5.4 5.1　 5.9　 17.6 10.9 7.2
自己資本比率（%） 24.5 26.3 29.1 31.0 33.5 34.8 35.9　 36.4　 33.1 32.0 31.6
D/Eレシオ（倍）（注6） 2.0 1.7 1.4 1.3 1.1 1.0 1.0　 1.0　 1.2 1.3 1.2
その他の指標

発行済株式総数（千株） 1,271,406 1,271,406 1,271,406 254,281 254,281 254,281 254,281　 254,281　 254,281 254,281 2542�1 
従業員数（人） 20,751 20,913 21,037 21,607 21,860 22,152 22,654　 22,800　 23,192 22,869 22527 

（注）
1. EBITDA = 営業利益＋減価償却費＋のれん償却額。なお、EBITDAのみ、億円未満を四捨五入しています。
2.  当社は2019年度より、当社の子会社である阪急阪神不動産（株）は2018年度より、また阪急電鉄（株）及び阪神電気鉄道（株）は2017年度より役員報酬
BIP信託を導入し、当該信託が所有する当社株式は連結財務諸表において自己株式として計上しています。

  このため、1株当たりの純資産、1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益及び希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益の算定にあたっ
ては、当該株式数を控除対象の自己株式に含めて算定しています。

3.  2019年度の希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。
また、2020年度の希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益については、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失であるため記
載していません。

4. ROA = 経常利益／総資産の期首期末平均
5. ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本の期首期末平均

6. D/Eレシオ = 有利子負債／自己資本
7.  2016年度より国際輸送事業の輸出混載貨物等に係る取引について、営業収益の計上方法を純額表示から総額表示に変更しています。この変更に伴い、
2015年度の営業収益については、遡及適用後の金額（総額表示）となっています。

  また、1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益、希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益、1株当たりの純資産、1株当たりの年間配
当金及び発行済株式総数については、2016年8月1日付で実施した株式併合（普通株式5株を1株に併合）を2015年度の期首に当該株式併合が行われた
と仮定した遡及適用後の金額を記載しています。

8.  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を2018年度の期首から適用し、2017年度に係る主要な経営指
標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

9.  「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を2021年度の期首から適用し、2021年度以降に係る主要な経営指標等に
ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっています。
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会社֓ཁʗ株式報

˙ 市ަ௨ۀࣄ

˙ ෆಈۀࣄ࢈

˙ ΤンλςΠンϝンτۀࣄ
会社名

మಓۀࣄ 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
能勢電鉄（株）
北大阪急行電鉄（株）
神戸高速鉄道（株）

ࣗಈंۀࣄ 阪急バス（株）
阪神バス（株）
阪急タクシー（株）
阪神タクシー（株）

ྲྀ௨ۀࣄ 阪急電鉄（株）
（株）エキ・リテール・サービス阪急阪神
（株）阪急スタイルレーベルズ

市ަ௨ͦͷଞۀࣄ アルナ車両（株）
阪急設計コンサルタント（株）
（株）阪神ステーションネット

会社名

ିۀࣄ 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
阪急阪神不動産（株）

ৡۀࣄ 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
阪急阪神不動産（株）
阪急阪神ビルマネジメント（株）
阪急阪神ハイセキュリティサービス（株）
阪急阪神クリーンサービス（株）
阪急阪神リート投信（株）
（株）阪急阪神ハウジングサポート
PT CPM ASSETS INDONESIA

ホςルۀࣄ （株）阪急阪神ホテルズ
（株）阪神ホテルシステムズ
（株）有馬ビューホテル

会社名

スϙーπۀࣄ 阪神電気鉄道（株）
（株）阪神タイガース 
（株）阪神コンテンツリンク

スςーδۀࣄ 阪急電鉄（株）
（株）宝塚クリエイティブアーツ
（株）梅田芸術劇場

˙ 報ɾ௨৴ۀࣄ
会社名

報ɾ௨৴ۀࣄ アイテック阪急阪神（株）
ユミルリンク（株）
（株）ベイ・コミュニケーションズ

˙ ͦͷଞ
会社名

ۀࣄڥઃɾݐ （株）ハンシン建設
中央電設（株）

告ཧɾ੍ ۀࣄ࡞ 阪急阪神マーケティングソリューションズ（株）
ਓࣄɾܦཧۀߦ （株）阪急阪神ビジネスアソシエイト
グルーϓΧーυۀࣄ （株）阪急阪神カード
グルーϓۚ༥ۀ （株）阪急阪神フィナンシャルサポート

主要な事業の内容 会社名

ඦ՟ళۀࣄ エイチ・ツー・オー リテイリング（株）
[証券コード：8242]

మಓۀࣄ 西大阪高速鉄道（株）
神戸電鉄（株）[証券コード：9046]

өըͷߦڵ 東宝（株）[証券コード：9602]
ෆಈ࢈ିۀࣄ （株）東京楽天地[証券コード：8842]
ຽؒ์ૹۀ 関西テレビ放送（株）

˙ ۀࣄߦཱྀ
会社名

ۀࣄߦཱྀ （株）阪急交通社

˙ ۀࣄ༌ૹࡍࠃ
会社名

ۀࣄ༌ૹࡍࠃ （株）阪急阪神エクスプレス
（株）阪急阪神ロジパートナーズ
HHE （USA） INC.
HHE （DEUTSCHLAND） GMBH
HHE （HK） LTD.
HHE SOUTHEAST ASIA PTE. LTD.
HHE：HANKYU HANSHIN EXPRESS

■ 主要連結子会社(2023年3月31日現在)

■ 主要持分法適用関連会社（2023年3月31日現在）

阪急阪神ホールディングス株式会社（2023年3月31日現在）
ຊ社 ຊۚࢿ

ظࢉܾ
һۀै
Մ株式૯ߦൃ
株式૯ࡁߦൃ
株ओ
୯ݩ株式
্ূ݊औҾॴ
株ओ໊ཧਓ　

ਓࣄ૯ࣨ౦ژ統ׅ෦

大株ओ ॴ༗ऀผঢ়گ

〒530-0012
大阪市北区芝田一丁目16番1号
TEL:06-6373-5001（グループ経営企画室 経営推進部 IR担当）
FAX:06-6373-5042

99,474百万円
3月31日
22,527人（連結ベース）
640,000,000株
254,281,385株
78,317人
100株
東京
三菱UFJ信託銀行株式会社

〒100-0006
東京都千代田区有楽町一丁目2番2号
東宝日比谷ビル17階
TEL：03-3503-1568
FAX：03-3508-0249

個人その他
41.22%

金融機関
28.14%

金融商品
取引業者
1.19%

その他の法人
7.70%

外国法人等(個人以外)
21.74%

外国法人等
(個人)
0.01%

（年度）

出来高（千株）

株Ձɾؒग़དྷߴͷਪҠʢ౦݊ূژऔҾॴʣ
株価（円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
株価 出来高（右軸）

（注）
1 株価は各年度末（3月末）時点、年間出来高は各年度（4月～3月末）の1年間を対象としています。 
2 2016年8月1日を効力発生日とする株式併合及び単元株式数の変更を反映した調整後の数値です。

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

20222012 2013 2014 2015 2016 2017 20192018 2020 2021

株ओ໊ 所有株式数
（千株）

割合
(%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,076 15.29

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 13,393 5.52

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 5,224 2.15

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 4,683 1.93

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 4,207 1.74

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 2,913 1.20

株式会社三井住友銀行 2,181 0.90

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 2,105 0.87

株式会社日本カストディ銀行（信託口4） 1,989 0.82

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 1,977 0.82

グルーϓओཁ会社一ཡ
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〒530-0012 大阪市北区芝田一丁目16番1号
TEL.06-6373-5001 FAX.06-6373-5042
https://www.hankyu-hanshin.co.jp
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